<TRANSLATION>Chinese New Criminal Law, General Principles (3) : He Bingsong ed, Textbook of Criminal Law (1997) by 長井 圓 & Nagai Madoka







ドラ イニ ン ・前注(6)115頁 。
ドラ イニ ン ・前 注(6)253頁 。
弓 克 昌 主 編 ・前注(1)181頁,182頁 。
小 野 清 ・郎 ・前注(5)51頁 。
林 山 田 著 『刑 法 通 論 』(一三民 枯局1986年版)287頁。 別 の 台 湾 の学 者 で あ る
隊 朴 生 も,そ の 著 書 『刑 法 專題 研 究 』(.三民1ヲ局1988年第4版)103～ ユ04頁
で,こ の点 を指 摘 して い る。








鮭納 『控 制論』(科学 出版社1963年版)133頁。
『系統 科学 の哲 学的検討』(中国人民 大学 出版 社1988年版)248頁。
1"」1朴生 ・洪増福 著 『刑 法総 則』(五南/刻枯出版公 司1982年版)59頁。







『マル クス ・エ ンゲルス全集』 第20巻575頁。
『レーニ ン全集』 第14巻157～158頁。
刑法 の因果関係論 に関す る歴 史的展 開 とその現状 について,何 乗松 著 ・前
注(4)第8章 第6節 を参照 されたい。
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内在原因であ りTこ の原因は乙の傷害行為が外因 として転化 し成立 した
のである。 したがって,甲 の行為 と死亡の結果 との間には,因 果関係が
ある。
4)不 作為は,特 定の法律義務 ある行為の消極的不履行 であ り,「為
すべ きことを為 さぬ」ことであ り,それは 「為すべ きでないことを為す」
作為 とは区別 される。 したがって,そ の原因総体における地位 にかかわ
らず}原 因あるいは条件,外 因あるいは内因のいずれであっても,事 実
の変化に作用 を与える具体的な仕組は,「作為」 と異なっている。因果
関係 を分析する際 には,こ の ような相違点 に十分注意 しなければならな
い。 しか し 「不作為」 を 「無」であるとか,無 内容なものとみな しては
な らず,ま た,「無か ら有は生 じない」 ことを理由に,不 作為 と危害結
果との因果関係 を否定 してはならない。
最後に指摘すべ きは,毛 沢東の内外因理論は 『矛盾論』をもって基礎
とすることである。刑法の因果関係の分析には,矛 盾論の原理 を巧みに
応用 し,事 実の変化発展の内在的外因的矛盾を深 く分析 しなければなら
ない。 ここでは,「具体的状況 を具体的に分析する」 ことに特に留意す
べ きである。それは,マ ルクス主義の生 きた精神 に他ならないか らであ
る。
因果関係は,刑 法における非常 に複雑な問題である。長い間,各 国の
刑法学者は,各 種各様の理論 を提唱 してsこ の問題解決を企て,こ れに
よって長期にわた り激 しい論争 を惹起 した。わが国の刑法学者 もその例
外ではない。これらの理論研究は,因果関係の正確 な理解に有益である(X11。
q)弓 克昌}三編 『犯罪通論』(武双学出版 杜1991年版)144～146頁。
(2)何 乗松1編 『刑法教 程』(法律 出版 杜ユ987年版)58～59頁。
(3)何 兼松 ・前注(2)55頁 。
(4)参 照 ・何 兼松 著 『犯罪 構成系統 論』(中国法 制出版社1995年版)第8章 第
2節。
(5)(日)小 野清 ・郎 『犯罪構i成要件論』(中国 人民 大学昌i版社1991年版)43
妄fより弓1月≡1。
(6)(旧 ソ連)ド ラ イニ ン 『犯罪 構成 の一一般学 説』(中国 人民 大学 出版 社1958
{940) 何兼松 編著 ・刑法教科書(総 論編9章 一12章) 121
要求に符合 しさえすれば,直 ちに犯罪構成事実の客観面の有機的構城 部
分になり,当 然に定罪量刑の事実的根拠 となる。
しか し,こ のことは,決 して,主 体の原因総体における地位 と作用の
具体的分析が不要であることを意味せず,不 要 とすれば明らかに間違い
である。それが,内 因と外因,原 因 と条件,結 果発生に対する決定的作
用 と非決定的作用のいずれかを区別 し,同 時 に,他 の要因 との比較検討
を通 じて原因力の大小 を具体的に確定 しない と,本 末を区別 して主体の
結果発生に対する責任 を正確に解決することがで きなくなる。
3)刑事事件の複雑性ゆえに,波 及する因果関係 は,…個のみでな く,
二個以上の因果,さ らに因果連鎖の交差 よって,主 体の行為が原因の原
因,ま た原因の原因の原因,さ らに 二個以上の因果連鎖の原因なのかも
しれない。この状況下で も,内外 因の基本原理 に基づ き,ま ずそれが変
化過程 に寄与 し,こ の変化に作用 し,他 の原因 と相互作用 し,結果発生
を共同 して惹起 したか どうか。 これを分析 して結果発生の原因を確定す
べ きである。 この基礎の上で,原 因総体 における地位(原 因条件か内因
外因か)と 作用(決 定的作用か非決定的作用か)を 分析 し,そ の原因力
の大小 を最終確定す る。例えば,乙 が,甲 に耳 を咬 まれたために入院後,
病院の失火が原因で焼死 した。甲の行為 と乙との死亡の間に因果関係が
あるとい う者がいる。 なぜな ら,仮 に甲の乙に対す る傷害がないな ら,
乙は入院 していない し,焼 死 しなかったか らである。 しか し,内外因理
論 によれば,甲 の乙に対する傷害は,乙 入院の原因ではあるが,乙 の焼
死の過程 には少 しも寄 与せず,乙 の焼死に対 しては何 らの作用 も与えて
いない。乙の焼死について,そ れは原因で もな く,条件で もな く,その
他の原因 との相互作用が乙の焼死の結果 を発生 させたわけで もない。乙
の病院での治療は,あ たか もその他の多 くの病 人の病院治療 と同様で,
現在の客観的事実にす ぎず,彼 らの入院原因は,火災発生の原因でな く,
火災 による死傷原因で もない。 したがって,両 者には因果関係が ない。
しか し,仮 に乙が耳 を咬 まれたのではな く両足 を切断されたならば,火
災発生時には逃げ去れず焼死する。乙の両足の喪失は,な お も乙焼死の
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結果である。内因が変化の原因であ り,外 因は,変 化の条件であるが,
…定の条件下で決定的作用 を与えることもで きる
。 また,内 因がなけれ
ば,事 物は変化不能である。 したがって,外 因の作用を軽視 して,変 化
の条件は結果発生の原因でない,と 考えるのは完全な誤 りである。外因
の作用を誇張 し,内 因が結果発生の根本原因であることを承認せず,外
因が必ず内因を通 じて作用することを承認 しないことも,当 然なが ら同
様 に誤っている。 この問題 において,r外因論」 にも 「単独内因論」 に
も反対する必要がある。なぜなら,そ れ らは,片面的であって,因 果関
係の正確な解決 を不可能にするからである。 ヒ述の外因理論の基礎原理
に基づ き,刑 法の因果関係の問題 を解決するには,次 の原則 と方法に必
ず従 うべ きである。
1)事件の分析は,孤 立的に主体行為 と危害結果との因果関係 を検討
すべ きでな く,原 因の総体 を組成する各要素 を全面的に検討すべ きであ
る。内因 と外因,原 因と条件 ・その相互作用 を検討 して初めて,そ の行
為が結果 を生み出す原因であったか否か,お よび結果発生に与 えた原因
力の大小 について,科 学的確定がな しうる。ある刑法の論者は,い わゆ
る 「人為孤立」の原則 を主唱 し,主体行為 と危害結果 との関係の孤立的
検討を強調するが,こ れは,エ ンゲルス とレーニンがい うところの 「孤
立的にそれらを考察する」(k9),「人為的に一個の統一的な世界過程のある
方向 を孤立 させる」⑳ 等の論述 を誤解 した ものである。 この論述の本来
の意味は,因 果関係 にある 一つの現実 を事実の普遍的関係か ら抽出 して
単独 に考察を加えることであ り,決 して,人 の行為 を孤立 させて危害結
果 との因果関係 を検討することではない。
2)的 確な危害結果 は,主 体行為の原因総体での地位作用 ・原因 と
条件 ・内因と外因を問わず,す べてが因果関係にあ り,法 定犯罪構成 の
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的作用を与えたのであるか ら,被 告人は死亡の結果に対 して責任 を負わ
ないのである。
④外因は,媒 介を通 じて,事 実内部の 「原因」 に転化 し,元 来の事実
変化の動因の原因たる性質 と作用 を喪失 させ,事 実変化の動向 を改変す
る。例えば,甲 がf半 月の問,め まい ・吐 き気で全身無気力 にな り・入
院 し医者の治療 を経て,翌 朝病状 は好転 して走ることさえ可能 となった
が,午 後二時,病 状が突然悪化 して懸命の緊急処置 を受けたものの,午
後三時に死亡 した。医者が注射 を間違 ったため,死 亡 した といわれてい
たが,検 死調査 を経て,甲 はその妻が農薬 をリンゲル液に注入 したため
中毒死 したことが証明 された。 この事件では,妻 の投薬行為は輸血 を通
じて甲の死亡の原因(中 毒)に 転化 し,こ れにより元来の原因(罹 患)
が,そ の作用を喪失 し,ま た病 人の変化動向を改変 し,病 気好転から中
毒死に変化 した。妻の投薬行為が,病 人の死亡に決定的作用 を与えた。
医者の治療 と病人の死亡 との間には因果関係はない。
第二 に,外 因は,元 来無力で消滅直前の原因たる内因を支持 し,そ の
原因たる地位 を強固にし,そ の事実が別方向へ動 くことを有効に阻止す
る。
事実の内部 と外部の矛盾闘争の中で,各 作用の力関係 は常に変化 し,
事実内部の諸要因の地位 も変動する。以前の原因たる内因が,徐 々に衰
弱 しその原因たる地位 を喪失 し他の内因に代替 しようとするとき・外因
の介入で強化 されるならば,そ の無力で消滅直前の地位が補強 される。
この ときに外 因が与えた作用は,決 定的であ り,有効 に元来の変化の動
向を保持 している。 この外 因の介入 と作用がなかったならば,こ の元来
の動向は改変 していたはずである。例 えば,甲 が心臓病発作 により緊急
入院で救助 され危険 を脱 して直ちに退院 したが,甲 の子が,遺 産目的の
ために,医 者を買収 して甲に本来の看護治療 をさせず,甲 を心臓病発作
で死亡 させた。 この事件では,甲 は既 に治療退院が可能であ り,以前の
心臓病 は,甲 死亡の原因たる地位を消失する可能性があったが,医 者の
外因介入作用が,心 臓病 を保持 させて死亡根拠 たる地位 を強固にしたた
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変化せんとするときに,あ る強大 な外因の介入と関与により,元来の結
果の動向を決定する作用を失 う。別の内因が,代 替 して事実の新たなる
結果発生を決定する原因になる。このとき強大 な外因と新たな原因が相
互作用 して,事 物 は当初の変化動向 とは性 質の異 なる新たな結果を発生
する。この とき,当該外 因は,そ の変化に対 して,決定的作用を与える。
例えば・医者甲が,乙 と姦通 したのをその子丙に見られたので,そ の子
に遅効性の唖 になる薬 を服用 させたが,そ の効果が生ずるにはかな り長
期間を要す るので,乙 は姦通の発覚をおそれて,西 洋薬で丙 を毒殺する
よう説得 した。甲がそれに従わなかったので,乙 は人のいない隙に,た
また ま井戸近 くで遊ぶ丙を井戸 に突 き落 とし溺死 させた。 この事件で,
乙が丙を井戸に突 き落とす行為により}薬 はもはや丙が唖 になることの
内在原因でな くな り,丙 の窒息が死亡の内在原因 となる。 したがって,
乙の行為が,丙 の死亡に対 して決定的作用 を与えたのであ り,甲 の投薬
行為は,丙 の死亡とは因果関係がない。
③外因は,事実の内部の原因 と条件の相互転換 を引 き起 こさな くて も,
原因のその様 な矛盾の中で原因の主導面 に変化が発生 し,事 実変化の性
質 を改変する(矛 盾論 は,「矛盾の 主要面 と非主要面が相互に転化 しつ
つ,事 実の性質 もまたそれにつれて変化 を生ずる」 ことを認める)。 こ
の状況下では,外 因 も決定的作用 を与 える。例えば,英 国の裁判所が判
断 したr国 王対ジ ョーダン」事件の被害者は,治 療 を受けた後死亡 した
がs医 学証人はこの治療 を 「明らかに誤 り」 とした。この治療は,被 告
人が加えた刺傷が既 に治癒 した後に行われたので,裁 判所は,被 告人の
傷害行為 と被害者の死亡 との因果関係は,既 に医者の誤 った治療により
断絶 し,被 告人は死亡結果に対 してもはや責任 を負わない と認めた。 こ
の結論は正しい。被害者は負傷後,治 療を経て基本的に既 に回復 してい
たのであ り,この状況 下では,被 害者受傷 とい う矛盾の主導面は 「癒合」
してお りr悪化」 してはいない。 しか し,誤 った治療でこの矛盾の主導
面は 「悪化」 したのであ り,ま た矛盾の主導面が変化 し,癒 合は副次的
となって被害者死亡 という結果になった。 この医者の誤診が死亡の決定
(944) 何 兼松編著 ・刑法教科書(総 論 編9章 ～12章) 117
因に深 く入 り込 んで,そ の性質 ・動向を決定 ・改変す ることである。外
因の非決定作用 とは,そ の変化を促進あるいは遅延 させる外部条件の作
用であ り,事 実変化の性質 ・動向 を決定 ・改変する力量 としての作用 を
指すの ものではない。
3)事 実の変化(結 果発生)に 対する外因の決定的作用は,主 に次の
二つの状況に示 される。
第一に,外 因が事実の発展動向 を改変す る具体的な仕組は,次 のよう
になる。
①外因は,事 実内部の諸因素 において,そ の中の数個の因素 を選択決
定 して自己 と相互に作用 して,当 該因素を事実の現実的変化の原因とな
らしめ,同 時 に事実変化の性質 と動向 を決定する。
事実の内部因素は,非 常 に多いが,そ のいかなる因素 もある可能な変
化の原因となることがで きる。 しか し,い かなる因素が現実の変化の原
因 となるかは,こ れ と相互作用に発展す る外部条件 により決定 される。
この意味では,外 部条件(外 因)は,事 実変化の性質と動向 と決定する。
例 えば1卵 の内部因素は,懐胎では遺伝子 ・蛋白質 ・卵の殻等々であ り,
それ らは,卵 が ヒヨコに変わ り,腐 って美味 な食品にな り,殻 が砕 ける
原因とな りえる。いかなる因素が現実に卵 を変化 させる原因なのかは,
卵 と相互作用をする外部条件が決定する。卵が母鳥あるいは艀卵器 と出
会えば,0定 の適切な温度で卵の遺伝子は,現 実 に卵が ヒヨコに変わる
原因になり,内 外因の相互作用で ヒヨコに変わる。仮に卵が一塊の落石
にぶつかると,卵 の殻の物理的性質は,卵 が打 ち砕ける原因となるとい
ったものである。ここにおける一定の適切な温度 ・打 ち砕 く意思等の外
因が,卵 の変化動向に決定的作用を与える。刑事事件での銃撃 による致
死,刀 による傷害,輪 姦後の自殺等々の外因は,あ る人の死亡 ・重傷 ・
自殺か らいえば,す べて決定的作用 を与 えている。それ らが事実(人)
の変化の性質 ・動向を決定するからである。
②外因は,事 物内部の原因 と条件 を相互に転化 して,事 実変化の性
質 ・動向 を改変する。事実の内在原因は,一 定の内外 因が相互に動向に
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貸出または条件不適合 ・非合法の経営活動 に従事する借入先に対する融
資は,重 大な経済的損失発生の内在原因であ り,銀 行の頭取 ・役員の職
務怠慢が,そ の内部条件である。 しか し,銀 行の頭取 ・役員が,融 資担
当者に融資規制違反を強要 して規定違反の貸付を行わせることは,こ の
状況 ドーでは,銀 行の指導 ・統括者の職務怠慢であ り,銀 行に重大 な経済
的損失をもたらす原因となる。
(3)外 因(外 部条件〉の作用の充分な理解
1)事実変化(結 果発生)の 外部条件 としての外因は,事 実内部の原
因が実現展開するよりどころとなる外部因素の総和である。したがって,
外因は,必 ず事実の変化過程に寄与 して原因 と相 互に作用する外部要素
であ り,事 物の内部原因が実現展開 して結果発生 を惹起する必要条件で
ある。 これが外因 と外因作用 を与えなか った他の外部事象 とを区別する
標準 となる。無限に外因の範囲を拡大すると,何 ら事実変化過程 に寄与
せず,原 因 と相互に作用 しなかった事実 を外因とする誤 りに至る。
外因は,そ の固有の外部性質により,た だ事実の外部から事実内部の
原因に作用 しうるだけであ り,こ れにより事実の変化に影響 して結果発
生を惹起するのであ り,直接 に事実の内部か らその変化の性質 ・方向を
決定で きず,直 接の原因 として存在 し作用 しない。 しか し,外 因は,媒
介 を通 じて事実の内因に転化 して,原 因または内部条件 として作用 し続
けることもある。例えば,汽 船が,無 計画に旅客貨物 を積載 して超員超
過 とな り,暴風雨で沈没 した。 ここでは,外 因(旅 客 ・貨物)が ,乗船
媒介を通 じて,汽 船沈没の内在根拠(超 員 ・超過)と なる。エイズ菌は,
輸血 ・媒介を通 じて身体に侵入後は,エ イズ死の内在原因となる。この
状況下では,現 に外因たる作用力が,事 物の内部 に侵入 して内因に変化
し,内 部から事物の変化を生み出 している。外因が間接的に内部条件あ
るいは原因に作用 を与えたのである。
2)外 因が事実の変化(結 果発生)に 与 えた作用は,決 定的作用 と非
決定的作用 とに分 け られる。外因の決定的作用 とは,事 件の変化の性
質 ・動向 を決定 ・改変することをい う。これは,外 因が事実の変化の原
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の殻 を打 ち砕 く変化については,そ の原因となる。 したがって,原 因 と
は,常 に相対する事実の 淀 の変化である。
外因は,条 件 と同視することはできない。 なぜ なら外因は必ず外部 に
存在するが,条 件は事実の外部(外 部条件すなわち外因)に も内部(内
部条件)に も存在 しうるものであ り,事実内部 に存在する条件 は,内 因
であ り外因でないか らである。
(2)原 因たる内因 と条件たる内因との関係の正確な理解
①原因 としての内因は,発 生す る事実の変化の性 質を規定 してお り,
結果発生の根本原因である。結果を発生 させるゆえんは,原 因としての
事実の中にその根拠があるか らである。事実の内部因素は,そ の事物の
異 なる変化結果の原因 となることがで きる。事実の内部因素は非常 に多
いために,い かなる事物 も多種多様 な結果 を生み出す可能性 を有する。
しか し,異 なる内部因素は,事 実の異なる変化結果に相対 して原因とな
るのである。例えば,某 企業の盗難に内在する原因は,財 産管理制度の
混乱か もしれない。重大 な死傷事故の発生に内在する原因は,当 該企業
の安全生産規制の欠乏かもしれない。企業の火災発生に内在する原因は,
企業管轄者あるいは責任者の職務怠慢か もしれない。また,あ る人の自
殺 に内在する原因は,そ の人の絶望 した心理か もしれない し,死亡 に内
在する原因は,服 毒の作用 しかもしれない。
②ある一・時の確定 した具体的変化(あ る結果)は,そ の中のある内部
因素が原因として他の内部因素が条件 として働いたとい うだけである。
例 えば,生 産過程で 工員の作業規則に違反 した盲目的な濫用行為は,重
大 な死傷発生の原因であ り,指 導者 または監督者の規則違反作業の容
認 ・不阻止は,事 故発生の条件である。内因における原因と条件の区分
は,本 末 を見極めて,責 任の大小 を明確にするために,重 要な意義があ
る。
③ある状況 下での事実変化(結 果)の 内部条件 として内因は,別 の状
況rで は,そ の変化(結 果)の 原因 となるか もしれない。反対 もまた然
りである。例えば,銀 行の融資担 当者の金融法規 ・融資制度に違反 した
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内因たる原因にな り,内因たる条件 になる。ただこれを確定するときに,
その区分が明白になる。 したがって,内 因 と外因または原因と条件の検
討にかかわ らず,そ の具体的性質 を把握せねばならない。具体的な検討
対象の確定を基礎 として,内 因 と外因を区別すべ きである。例 えば,列
車衝突事故の原因 と当該事故 における旅客の死亡原因 とでは,検 討対象
が異な りsそ の内因 と外 因の区別 も異なる。列車衝突の内因は鉄道調整
系統の内部にあ り,そ の外因は劣悪な気候 ・視界の悪 さ等 々にある。旅
客死 亡の内因は,旅 客の身体内部にあ り,そ の外因は旅客身体の外部で
衝突あるいは圧追等 々にある。同様 に,必 ず先ず対象における変化を確
定 してか ら,そ の原因 と条件 を区分すべ きである。例えば,甲 が不法 に
拘禁 された後に自殺 して死亡 した。 まず検討の対象は,そ れが甲の 自殺
(この変化)原 因なのか,甲 の死亡(こ の変化)原 因なのかを明確 にす
べ きである。 この異なる変化の根拠 と条件が異なることは,明 らかであ




内部に必然な自己運動 とみる(矛 盾論)」からである。 したが って,原
因は必ず内因であ り,外 因 自体は直接原因とならない。 しか し,あ らゆ
る内因がすべて原因になる ものではない。なぜ なら,一 個の事実内部に
は数々の因素の矛盾があ り,当 該事実の…一定の変化について,因 素(矛
盾)は,原 因あるいは条件 として作用する。例えば,卵 の ヒヨコへの変
化は,た だ卵 の懐胎中の遺伝子が変化の原因であ り,卵 の他の内部組成
部分 ・買い受け等々は,そ の変化にとって,内 因ではあるが,決 して変
化の原因ではなく,そ の内部的条件で しかない。ただ し,こ の内部的条
件は,当 該事実の別の変化 については,そ の原因 となるpr能性がある。
このことは特に注意を要する。例えば,卵 の殻の物理的性質は,ヒ ヨコ
への変化については,た だ変化の条件(仮 に鉄の殻では破 って外に出る
ことはできない し,殻 の気孔か ら呼吸 も不可能である。)であるが,卵
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毛沢東によれば,「形而.ヒ学 的宇宙観 とは反対 に,唯 物弁証法的宇宙
観は,事 実の内部,… 物 と他物 との関係から,事 実の発展 を研究すると
主張 した。すなわち,事 実の発展は,事 実内部の必然的自己運動である
ばか りでな く,事 実の運動は,そ の周囲の他の事実 と相互 に関係 し影響
するとみるのである。事実発展の根本原因は,事 実の外部ではな く事実
の内部にあ り,内部の矛盾にある。いかなる事実の内部にも,こ の矛盾
があ り,これによって事実の運動 と発展を惹起す る。事実内部の矛盾が,
事実発展の根本原因であ り,事 実の相互関係に影響す る。これが第二番
目の原因である」。「唯物的弁証法は,外部的原因を排除するものなのか。
いや違 う。唯物的弁証法によれば,外 因は変化の条件,内 因は変化の根
拠であ り,外 因は内因を通 して作用す る」q㌔
ここで,毛 沢東 は,内 因は事実変化の根拠,外 因は事実変化の条件,
外因は内因を通 じて作用することを解明 した。これ らの基本原理は・今
なお正確であ りf現代科学の発展において も有力に証明された。 さらに
現代の因果関係論 は,外 因の事実発展における重要な作用を解明 し,一
定の条件下での決定的作用および外因が内因を通 じて起 こす作用の仕組
を具体的に解明 し,毛 沢東の内外理論 を豊かに発展 させた・
これ らの理論研究 を応用 して刑法の因果関係の問題 を解決す るには,
次の要点 を理解 しなければならない。
(1)内 因と外因,原 因と条件の的確な内容の明確化
内因 と外 因の区分は,検 討対象の範囲を標準 とする。およそ,対 象範
囲に含む一切の素因は,こ の事実(対 象)の 発展変化 を生 じる内因であ
る。およそ対象の外部で相互 に作用する素因は,こ の事実(対 象)の 発
展変化 を生 じることか らして,すべて外因である。原 因と条件の区分は,
相互 に作用す る素 因が事実 の発展変化で果 した異なる役割 を基礎 とす
る。お よそ一個の事実変化 を決定する可能性 と現実の素因が,そ の事実
変化の原因である。 これ以外の作用因素は,そ の事実の変化の条件であ
る。
内因 と外因,原 因と条件の区分は,すべて相対的であ り,場合により,
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ある人は 「わが刑法の条文には,犯 罪の因果関係について一字 も見出
すことができない」X171といい,ま たある人は,因 果関係の法的性質を否
認す るが,こ れは間違いである。法律の因果関係に対する規定は,因 果
関係に対する支配階級の刑事政策の特定の要求を体現 しているので,法
定の犯罪構成規定あるいはその要求する因果関係 に適合 しなければ法律
的意義がないのである。1964年10月24日の ドイッ最高裁判所 は,交 通事
故 に関す る判決 において,「別の交通当事者の先行 した交通規制違反行
為によりやむをえずに した行為は,法 律上事故の原因 とならない」こと
を確認 した。 この判決は,刑 法の因果関係が法的性質を有することの一一
例証である。 しか しf法 定犯罪構成の因果関係の理解だけでは足 りず,
さらに重要なことは,法 律の規定 を適用 して刑事事件における因果関係
問題 を解決することである。すなわち,刑 事事件の処理における行為結





導 され,因 果関係の普遍性 ・客観性,因 果関係の弁証法,原 因結果の対
立統一関係,因 果関係の複雑多様 な形式 を承認 しなければな らない。こ
れ らの基本原理は,刑 法の因果関係の解決にあた り,必 ず従 うべ き理論
原則である。 しか し,毛 沢東の事実発展 についての内外原因の理論は,
新 しい歴史の条件 下で豊かに発展 された弁証法的史的唯物論である。そ
れは,深 く錯綜する内因と外因 ・原因と条件の関係,そ の相互作用の仕
組 とそれが結果発生に与えた決定的作用 ・非決定的作用 を解明 し,こ れ
を刑法的因果関係の問題に適用す る。 なぜ なら,こ れらは,刑 法の因果
関係の処理に常に波及 して くる問題であるからである。 したがって,当
然 にこれ を基礎 と して,現 代の因果関係論の新たな発展 と結合 として,
刑法の因果関係の問題 を研究 ・解決すべ きである。
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がって,こ の種の因果関係の性 質は,犯 罪行為 と危害結果 との因果関係
をいうにす ぎない。これは,狭 義の因果関係である。 もう 一つの因果関
係は,一 般 に刑事事件 を分析処理する過程で波及する可能性 ある因果関
係 をさす。それは犯罪行為 ・違法行為あるいは危害行為 との因果関係で
もあ り,合法行為 ・正当行為あるいは自然力その他の事象 と危害結 果と
の因果関係で もあ りうる。ただ,事 件内容に波及する因果関係の分析 と
比較検討 を通 じて,危害結果 を発生させた真の理由が最終的に確定 され・
正確な定罪量刑が可能になる。 したがって,そ れ らの犯罪構戒 に属 して
いな くても事件内容 ・状況の分析 に必然的に関係する因果関係は,当 然
に刑法の因果関係の範囲に属することを承認すべ きである。 これが広義
の因果関係である。この ような因果関係の区別は,多 くの不要 な論争を
避けることができる。
刑法の因果関係については,ま ず法定犯罪構成の因果関係を検討すべ
きである。なぜなら,そ れは,事 件の客観的事実の因果関係,犯 罪構成
の要求する法律基準 に適合するか どうかの分析判断であるか らである。
わが刑法各則は,法 条で相 当明確 に法定犯罪構成の因果関係を定めてい
る。例えば,刑 法257条は,「暴力を用いて,他 人の婚姻の自由に干渉 し,
被害者を死亡 させた」 と定める。 ここでい う 「致死」は,婚 姻の自由干
渉行為 と被害者の死亡 との因果関係であ る。法条中の 「引 き起 こす」,
「至 らしめる」,「発生」の文言は,行 為と結果 との因果関係 を示 してい
る。しか し,あ る法条は因果関係について明確に定めていない・これは・
立法精神 と実務経験 に基づいて法律の要求する因果関係の確定 を要す
る。例えば,刑 法232条は,「故意に人を殺 した」 と規定するだけである
が,こ こでい う殺人は,既 遂では殺人行為 と他人の死亡結果 との因果関
係 を意味 している。法定犯罪構成 の因果関係 を解明することは,極 めて
重要である。法律の因果関係規定は,す べて高度に概括的であるが,実
際の状況は,非 常 に複雑である。因果関係の具体的内容の深い検討な く





行為 と結果 との因果関係 は,犯 罪客観面の二つの要素,す なわち主体
の行為 と危害結果 との相互連絡作用の方式である。したがって,それは,
犯罪構成の要素ではなく,犯 罪構成の構造 となる。犯罪客観面から見れ
ば,危 害結果は,主 体行為 との間に存在する特定の連結 方式,す なわち
因果関係があってのみ,犯 罪構成 要素た りうる。危害結果 と行為 との要
素連関の具体的状況は,そ の行為の危害結果発生に対する原因力の大小
を直接 に表明するばか りでな くs一 定程度において,主 体が危害結果の
発生に対 して負うべ き責任の程度 を決定する。 したがって,行 為 と危害
結果 との因果関係は,犯 罪構成の全体構造 において,非 常 に重要な位置
を有す る。刑法各則において,そ れは従来から研究の重点である。刑法
の著作で通常使用する 「刑法1の 因果関係」 ・ 「刑法的因果関係」 ・
「犯罪の因果関係」あるいは 「因果関係」等の概念 は,す べて行為 と危
害結果 との因果関係 を指 している。「因果関係 とは,実 行行為 と発生結
果との問に必然的に存する原因と結果」との関係である{16}。この定義は,
代表的な ものであるが,大 陸法系 ・英米法系 ・社会主義国家 を問わず,
刑法理論で使用 される因果関係の概念は,こ の内容 と基本的に一致 して
いる。
わが国の刑法理論 にい う刑法の因果関係は,や は り,特 に行為 と危害
結果との因果関係 を指すのではあるが,い わゆる 「行為」 については異
なった理解がある・いわゆる 「行為」については,主 体の行為 一般,專
ら違法行為,ま た専 ら危害行為,さらに犯罪行為 とする理解が対 立する。
これ らの観点は,互 いに主張 し合い,長 い間不統 …である。 しか しこの
種の論争は,現 実には不要である。
刑法 における因果関係の問題を論 じるには,次 の 一二つの場合を厳格 に
区別すべ きである。 一つは,各 犯罪の法定犯罪構成が規定(要 求)す る
因果関係および法定犯罪構成の犯罪構成 事実 に対する因果関係への適合
性である。 これらは,い ずれも犯罪構成の有機的構成部分である。 した
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族構成 員を虐待 して被害者に重傷 ・死亡 を生 じさせた場合 に,2年 以上
7年以下の有期懲役に処すると定める。
(4)一定の条文は,特 定の侵害結果の発生 を犯罪既遂の構成要件 と
する。例 えば,殺 人罪 は,他 人を死亡 させて初めて殺 人既遂罪 となる。
故意傷害罪は,他 人の身体 に傷害結果を与 えて初めて既遂 となる。
一般的に,危 害結果は,犯 罪構成要素 として,必 要要素であるか非必
要要素であるかに関係な く,そ の有無大小のすべてが犯罪客体に対 して
発生させた実際の危害および危害の程度 を示す。 したがって,危 害結果
を検討することは,定 罪量刑において重要な意義 を有す る。
第5節 行為 〈犯罪 〉の時間と場所
いかなる犯罪活動 も,一一定の時空範囲において進行する。したがって,
犯罪行為の時間場所 と犯罪構成 との関係は,極 めて密接であ り,犯罪構
成の各要件 ・犯罪構成全体の社会危害性判断の分析 と正確な定罪量刑 と
に極めて重要な意義をもつ。
しか し,一般の状況下では,犯 罪の時間 ・場所は,犯 罪構成の客観的
必要要件ではな く,数種の特殊の犯罪においてのみ,法 律は犯罪構成 要
件であると定める。例 えば,刑 法340条は,「禁漁区」 ・ 「禁漁期」 を不
法水産物捕獲罪の犯罪構成の必要要件 として定める。刑法341条2項は,
「禁猟区」 ・ 「禁猟期」 を不法狩猟罪の犯罪構成要件であると定める。
法律の定める特定の時間 ・場所における魚獲 ・狩猟のみが,犯 罪を構成
する。
刑法各則において,上 述の規定に類似す る条文は,少 数を占めるだけ
である。 これは立法者が,大 多数の犯罪では,そ の実行の時間 ・場所が
異なることにより,そ の受けるべ き刑罰 ・懲罰の社会的危害性 を喪失す
るものではないことを示 したのである。 したがって,そ の犯罪実行の時
間と場所 について,特 殊の制限を加える必要はない。
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る。刑法!33条の交通事故罪の危害結果 は,人 の重傷死亡,ま たは公共
財産の重大な損 失である。 この ような危害結果を犯罪構成 の必要要素 と
して明定 しない犯罪について もs刑 法各則規定に依拠 して,そ こで求め
られている危害結果を確定 しなければならない。例 えば,殺 人既遂罪で
要求 される危害結果は,他 人の死亡であるので,殺 人を意図 して他人に
重傷 を負わせたとして も,そ の危害結果は殺 人既遂の危害結果ではない
ので,な お殺人未遂罪である。
犯罪主体の行為が もたらす危害結果は,多 種多様である。…部は物質
的 ・有形的な結果で具体的な確定 と計算が可能であ り,人 の重傷死亡 ・
公私の財産の重大損害等であるが,… 部は非物 質的 ・無形的な結果で具
体的確定 と計算がL*1であ り,公民の人格名誉の侵害 ・社会秩序の破壊
等である。この各種各様の結果は,各 具体的犯罪構成における意義が異
な り,そ の定罪 量刑にも異なった影響を与える。 したがって,当 然に刑
法各則規定 に基づいて,別 々に検討を加えねばならない。 しか し概観す
れば,刑 法各則には,結 果の規定ついて次の種類の ものがある。
(1)一定の条文 は,特 定の侵害結果の発生 を犯罪構成の必要要素 と
して規定する。過失犯では,必 ず法定の侵害結果の発生 により初めて,
犯罪が成立する。 さらに 一一定の故意犯では,… 定の侵害結果が発生 して
初めて犯罪 を構成する。例 えば,刑 法273条は,災 害救助 ・緊急対策 ・
洪水防止 ・優待慰問 ・扶助 ・移民 または救済に用いる資金 または物資を
流用 し,国 家 と人民大衆の利益に重大な損害を与えて初めて,犯 罪 を構
成す ると定める。
(2)一定の条文 はR特 定の侵害結果発生の危険があれば足 りるとし
て,こ れを犯罪構成の必要要素 と して定 める。例 えば,刑 法117条は,
交通設備の破壊 により 「汽車 ・自動車 ・電車 ・船舶 ・航空機 を転覆 また
は破壊するに足 りる危険 を生 じさせ」 と規定 しa重 大な侵害結果がな く
ても交通設備破壊罪が成立する。
(3)一定の条文 は,一 定の犯罪行為が数個の特定の璽大結果 を発生
させた場合に,法 定刑 を加重すると定める。例えば,刑 法260条は,家
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罪構戒 要素である。行為客体が法定犯罪構成の要求に符合 しないのであ
れば,当 該犯罪は成立 しえない。 したがって,行 為客体の正確な確定は,
極めて重要である。例 えば,狸 褻物密輸製造販売頒布罪 における狼褻物
と非狼褻物の限界,薬 物犯罪 における薬物 と非薬物の限界,古 代文化遺
跡古墳盗掘罪における古代 文化遺跡 と古墳の限界について,明 確な区別
が必要である。これを怠れば,誤 判になるからである・
第4節 行為の結果
いわゆる行為の危害結果 とはf主 体の行為が客体に与 えた現実の損害
をい う。例 えば,殺 人では既 に人を殺 したことJ放 火では既に家屋 を焼
損 したことである。いわゆる結果は,原 因の作用によって生み出 された
事態 または現象をいう。それは,必ず既発の事態 ・現象を指すのであ り,
発生の可能性や未発生事象を指す ものではない。 したがって,刑 法にい
う行為の危害結果は,客 体に発生 した損害 をいい,発 生するかもしれな
いが実際には未発生の損害 をいうのではない。発生の可能性があるが未
発生の損害は,一 定の発生可能性のある結果にす ぎず,そ の可能性であ
って現実ではない。
主体 による客体に対する侵害 は,犯 罪活動 を通 じて実現する。犯罪活
動 も主体の客体に対する侵害 も,… つの過程である。わが刑法では,故
意犯の予備行為 と未遂行為は,原 則的にすべて犯罪であると解 される。
したがって,刑法各則の少数の明文規定を除 く大多数の故意犯 において,
危害結果は決 して犯罪構成 に必要な要素ではな く,行 為が危害結果を発
生 させた否かにかかわらず,い ずれ も犯罪成立 に影響 しない。 しか し,
過失犯における危害結果 は,犯 罪構成に必要な要素であ り,過失行為が
既 に法定犯罪構成の要求する危害結果 を発生 して初めて,犯 罪構成 が可
能になる。
法定の犯罪構成か ら観察す ると,危 害結果は,刑 法各則規定の各犯罪
構成が要求する危害結果 を指す。例えば,刑 法397条の職務n怠 罪の危
害結果は,公 共財産,国 家人民の利益に重大な損失が発生す ることであ
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ユー タ犯罪の行為対象は,や は り実際には情報である。 したがって,情
報 を行為対象 とすることは,現 代科学発展の要求 に一層適合するもので
ある。
一一般に,主 体は,常 にその行為を通 じて一定の対象に働 きかけ,そ の
法益侵害を実現 可能 にする。 したがってs行 為の客体はs主 体の行為 と
客体 との間を直接媒介するものであ り,刑 法各則の大多数の条文は,す
べて行為の対象をその客観面の必要要素であると明確に定める。
行為の客体 〈対象 〉は,主 体 によ り選択決定 され,主 体の行為 と結合
し,一 方では主体の犯罪意図と行為の具体的形態 を明確 に示 し,他 方で
は直接 ・問接 に犯罪客体 〈法益 〉の性質と被害の程度 を反映する。犯罪
客体 〈法益 〉は,犯 罪構成の全体的性 質と危害性の決定 に対 して,極 め
て重要な作用を与える。それは,主 に次の ように表現 される。
1)多 くの犯罪 では,特 定の対象客体があって初めて犯罪の性質 を構
成 しうる。例 えば,刑 法104条2項の武装反乱画策罪 と武装暴動画策罪
における策動 ・脅迫 ・勧誘 ・買収等の行為客体 は,国 家機関の職員,武
装部隊の要員,人 民警察および民兵に限定 される。刑法261条の遺棄罪
における扶養行為拒絶の客体は,老 年 ・幼年 ・病人 ・その他独立生活能
力のない者に限定 される。
2)一 定の犯罪では,行 為の客体は,犯 罪構成の全体的性質 を決定す
る極めて重要 な要素であって,異 なる行為客体により,性 質の異 なる犯
罪 を構成する。例えば,窃 盗罪の行為客体は,た だ 般 の公私の財物 だ
が,窃 盗の客体が銃器 ・銃弾であれば,銃 器弾薬窃盗罪が成_z_ーす る。
3)一定の犯罪では,行 為客体の数量の大小が,犯 罪の成否または犯
罪の軽重の境界 を画する。例 えば,刑 法264条における公私の財物窃盗
は,「金額が比較的大」であって初めて犯罪を構成する。「金額が比較的
大」の数量標準に達せず特に重大な事情がなければ,一 般の不法行為の
範囲に属するのみで,犯 罪は成立 しない。仮に 「その額が巨額」であれ
ば重大 な窃盗罪を構成する。
およそ刑法で明確 に行為客体を規定す るものは,す べて当該規定の犯
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な能力の欠如,そ の他の原因により,行為者が結果発生を防止 しえなか
ったのであれば,不 真正不作為犯は成立 しない。行為者は,本 人が結果
発生を防止 しえない場合r他 人に救助 を求め うるのにもかかわらず救助
せず,そ の結果 として危害結果の発生 を防止 しなかったのであれば,や
は り不真正不作為犯が成立する。
第三に,行 為者が不作為形式で実現する犯罪構成事実 と作為形式 で実
現する犯罪構成 事実 とは,相 当であることが必要である。いわゆる相当
とは,こ の犯罪構成事実が,行 為の形式が異 なること以外 の点で・その
犯罪構成 の全体的性質(犯 罪の性質と社会危害性)に おいて,基 本的に
同一一であることをいう。
第3節 行為 の客体 〈行為 の対 象 〉
行為 の客体 〈対象〉 は,主 体 の犯罪行為 が侵 害 または直接 に向 けた具
体 的 な人 ・物 または情 報 〈信 息 〉 である。従来 久 し く,行 為 の対 象 は,
犯罪行為が侵害 ない し直接指 向 した具体的 な人 または(無 形の物,電 気,
ガス等 を含 む)物 であ ると解 して きた。 しか し,情 報科学 の誕生 と発達
は,人 々の客体 につい ての認識 を深 め,行 為の対象 には情報 〈信息 〉を
も包括 すべ きで ある,と 認識 させ るに至 った。情 報の概 念 につ いて は,
現在諸説 があ るが,一 点 において異論 はない。 それは,ア メリカの ウ ィ
ナーの説 くように,「情報 は,情 報 で あ り,物 質で もエ ネルギーで もな
い」・u・とい う点であ る。 したがって一般 に,物 質 ・エ ネルギー ・情報 は,
すべ て同列 に論 ず る もので あ る。哲 学 におい て,あ る者 は,「情報 は,
客観世界 におけ る物質 とエ ネルギー との運動形式 お よびこの形式 に対す
る 自己の組織 系統 の能動的反映であ る」胴 としている。刑法 は,か つ て,
情 報の媒 介物 を対 象 と し,例 えば,国 家秘密 漏洩罪 ・国家機密窃盗罪 に
お いて,そ の行 為客体 は,国 家秘密文書 あ るい は資料 であ る と一般 に解
して きた。 しか し,実 際 には,こ れ らの文書 あるいは資 料 は,秘 密情報
の媒 介物 にす ぎず,本 当の対 象は,秘 密情報 そ れ 自体 で ある。例 えば,






法益侵害の危険が生 じた とき,そ の管理者 または看護義務者はその発生
防止義務 を負 う。
④行為者は,自 己の先行行為が一・定の危険結果を発生 させるおそれが
あるとき・その発生防1L義務を負 う。例えば,行 為者は,他 人を水中に
落 ドさせて溺死の危険を生 じさせたのであれば,救 護義務 を負 う。劇毒
物 を運搬中に河川に落下 させて水源を汚染 した者は,他 人がこの水で中
毒になることを防止する義務を負 う。
いわゆる行為者の先行行為は,作 為 と不作為を包括するだけでな く,
故意行為 と過失行為をも包括する。 しか し,こ れを犯罪行為に包括すべ
き範囲について,論 議がある。ある学者は,行 為者の先行行為が犯罪行
為であ り,た とえその危険結果の発生を防止 せず,こ のために結果をも
た らしても,元 の犯罪行為の結果犯または結 果的加重犯が成立するだけ
であ り・別に不真正不作為犯は成立 しないと解 している・正2・。 しか し実際
の状況は複雑であ り,一概 に論 じられない。 ドイツでは,タ クシー運転
手が交通事故で重傷を負わせた人を救助せずに逃走 したため,被 害者が
治療 に間に合わなかった事件に対 して,裁 判所が,不 作為による殺人の
有罪判決をFし た判例がある(13?。台湾では,毒 を飲 ませて夫 を謀殺 した
犯人が,そ の時に他の二人が相前後 して毒入 りの食事を したのに気づい
たにもかかわらず,発 覚をおそれて敢えて制止せず,二人を死亡 させた。
そこで,裁 判所は,不 作為の連続殺人罪 を認定 し,夫 毒殺の殺人罪 と併
合罪になるとい う判決を下 した。この種の問題 については,理論上 どの
ように して科学的結論を出すべ きなのか,な お一歩踏み込んだ検討が必
要である。
第二に,行 為者に,結 果発生防止の現実的可能性 があることが必要で
ある。行為者 に,結 果発生防止の義務があって も,生 理上の欠陥,必 要
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る。上述の ように,母 親が養育せず嬰児を殺す ことが,不 真正不作為犯
である。 しか し,資産階級の刑法理論が従来から不真正不作為犯 と称 し
ているものは,名 実一致 しない。多 くの刑法学者が この点を指摘する。
例 えば,台 湾の学者である林山田は,ド法定の構成要件の犯罪か らいっ
て,こ の種の不作為犯は,通 常,作 為で もって初めて違反となる犯罪な
るのであ り,む しろ作為 と比較的近 しい関係にあるので,不 純性不作為
犯 といわれる。 したがって,こ の種の行為形態 と犯罪類型が符合 しない
作為犯を,『不真正 〈不純性 〉』不作為犯 と銘名するのは,妥 当とは思え
ない。ただ,学 説で久 しく利用され習慣化 したので,今 日で も大多数の
学者がこれを依然 として不真 正不作為犯 と称 し,これに代わる適当な名称
もない。 したがって,本 書も,通 説に従い旧来の用語 を用いる」貯として
いる。現在,わ が国の刑法の著作 は,一般 的に 「不真正不作為犯」の名
称 を用いる。
(4)真正作為犯あるいは真正不作為犯のいずれの行為態様 も,す べ
て法律規定の犯罪構成 と一致す る。 したがって,定 罪一Lいかなる問題 も
なく,た だ法律規定の犯罪構成 に厳格 に依拠 して定罪すれば良い。 しか
し,不 真正不作為犯では,法 律規定の行為形式は作為であ り,行 為者の




のか。この問題に関 して,理 論上,多 様な見解が存在する。 しか し,…・
般 に,不 真正不作為犯の成立には,次 の三つの特殊条件が必須であると
解 される。
第一に,行為者は,犯罪構成 の一定の結果発生を防止する義務 を負 う。
この種の義務は,主 に次の点 に由一来する。
①法律の明文規定。例えば,婚 姻法 は,夫 婦間 ・直系尊属問の特定条
件下 における保護養 育扶養義務 を規定する。
②行為者の職務 または業務bの 要求。例えば,法 に従い犯人の刑事責
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る。その行為の外形は,作 為(暴 行 ・脅迫)で あるが,そ の実質は不作
為(納 税額不納付)で ある。これ も作為で違反す る不作為である。
(3)刑法では,行 為 を作為 と不作為の二形式に区分 して適用 するに
応 じて,犯 罪 を作為犯 と不作為犯の二類型に区分する。その標準は,法
律の規定する行為形式である。お よそ法律において作為形式で構成要件
の行為 を明定する ものは,す べて作為犯である。例 えば,刑 法115条の
放火 ・溢水 ・爆発罪,258条の重婚罪であ り,こ の種の犯罪がaわ が刑
法では,絶 対多数 を占める。およそ法律において不作為形式で構成 要件
該当行為を規定するものは,す べて不作為犯である。例 えば,刑 法26!
条の遺棄罪,444条の傷病軍人遺棄罪,445条の傷病軍人救出拒否罪等で
あ り・この種の犯罪 は,わ が刑法では極めて少数を占めるにす ぎない。
しか し,犯罪の状況が非常に複雑であるため,法 律では作為形式で構成
要件行為 を規定す るが,自 白強要罪(247条),強 姦罪(236条)等々の
ように・不作為形式の実行方法がないもの を除いた全犯罪は,す べて不
作為形式で実行 しうる・ したがって,刑 法理論h ,さ らに作為犯 と不作
為犯の第二標準が提起 される。すなわち,お よそ作為形式で犯罪 を実行
するものが作為犯であ り,お よそ不作為形式で犯罪 を実行する ものが不
作為犯である。
上述 した 一二つの標準は,異 なっている。一つは法律 を標準,も う一つ
は具体的行為を標準 とする。二つの重複する標準 を用 いて,各 種の犯罪
行為 を分類すると,次 の三類型 を引 き出すことがで きる。
①法律には作為の形式で構成要件の犯罪行為 を規定 し,か つ作為形式
で犯罪 を実行するものが,真 正作為犯 である。それは,一 般 に作為犯 と
簡称 される。
②法律には不作為の形式 で規定 された構成要件の犯罪行為 を,さ らに
不作為形式で実行するものが,真 正不作為犯である。遺棄罪,遺 棄傷害
罪のようなものが,そ れである。
③法律には作為の形式 で規定 された構成要件の犯罪行為 を不作為形式
で実行するのが,不 真正不作為犯あるいは 「不作為 による作為犯」 であ
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は,身 体行為の積極的行為形態の表現である。不作為は,身 体の動静の
消極的行為形態の表現である。 したがって,前 者は積極的行為,後 者は
消極的行為 ともいう。 しか し,刑 法の行為概念は規範 に違反 して懲罰 さ
れるべ き行為であるので,作 為 と不作為は,規 範から離れた違反ない し
単純 な身体の動静によって区別 してはならない。刑法 における作為 は,
行為者がi意 思の支配下 で,禁 止規範に違反 し,法律の禁止する為すべ
きでない行為 を積極的に実行することである。例 えば,強 姦 ・強奪等は,
すべて刑法上の作為である。刑法上の不作為 は,為 すべ きである行為 を
せず,行 為者が,意 思の支配下で,命 令規範に違反 し,法律が要求期待
する行為 を消極的に しないことである。例 えば,母 親が嬰児を養育せず
餓死 させて しまうことが,刑 法 ヒの不作為である。
「作為」の行為態様 は,行 為者が意思の支配下で積極的に行動をする
ことである。この行為は,法律の禁止に違反する行為だけに限定 される。
「不作為」の行為態様 は,行 為者が意思の支配下で消極的に行為 しない
ことである。 この不作為は,法 律が期待する特定の行為をしないことで
あ り,全 くいかなる行為 もしないことではない。 したがって・仮に行為
者が特定状況下で行動 したが,そ れが期待 される特定行為外の行為であ
れば,刑 法上の不作為である。例えば,母 親が家で食事の支度や洗濯を
していても,嬰 児を殺す 目的で養育せず餓死 させたならば,な お不作為
の形式 を構成 す る殺 入行為である。
刑法上の不作為 は,さ らに,場 合により作為の外形 をとることがあり,
これをいわゆる 「作為 による不作為」 とい う。例 えば,納 税義務者が,
証拠文書の偽造 ・変造 ・隠匿 ・破棄などで帳簿 ヒ支出の多額の計hあ る
いは虚偽の納税申告をして,納 付すべ き税金額を納めなかった り,過 少
に納めた りするときには,脱 税罪が成立する。これ らの脱税行為は,帳
簿上支出を計上 しない不作為を除けば,すべて作為の外形を有 している。
しか し脱税の実質は,納 めるべ き税金の不納付あるいは納入不足 という
不作為 なのである。したがって,こ れ らは 「作為による不作為」である。
納税拒否罪は,暴 行 ・脅迫の手段 により納税額支払 を拒否することであ
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様 の理論的窮地に陥る。 ここでの誤謬の根元は,犯 罪構成の客観的要件
の行為が,一一個の犯罪構成の予備か ら終 了に至る発展過程 であること
り
つ まり,こ の発展過程のいかなる段 階の行為 も犯罪構成要件的行為の組
成部分であることを否認 し,た だその うちの 「実行行為1の みが犯罪構
成要件的行為であると認めることに由来する。
第三に1犯 罪客観面の行為 は,社 会的 ・政治的意義 を有 し,さ らに法
的評価 を受 けるに値する行為であって,単 純な生理的 ・物理的行為 では
ない。小野清一郎 は,「いわゆる行為は,一一種の単純 な身体運動ではな
く,人倫関係 において,実 践の重要性のある身体運動である。構成要件
行為に該当 し,反倫理道義的で重要な生活利益に甚だ しい侵害 または危
害 を与える不法行為である」q・}とす る。この点において,彼 は正 しいの
である。仮 にs行 為の社会的 ・政治的性質を無視するならば,行 為に対
する科学的解釈がで きな くなる。
2.行為の態様 〈行為の方式 〉
(1)各具体的な犯罪構成 において,犯 罪客観面の行為は,常 に一定
の方式 ・態様で実現 される。例 えば,強 姦罪の行 為は,暴 行 ・脅迫ある
いはその他の手段で婦女 を強姦することで実現 される。殺人罪の行為は,
不法 に他人の生命 を剥奪iすることで実現 される。故意犯では,行 為の具
体的態様は,犯 罪主体の主観意識が選択決定する。過失犯での行為の具
体的態様 は・往々に して,ヒ体が意識的に選択決定 した ものではないが,
その意思 と密接に相関 している。犯罪行為の具体的方式は,一一定程度 に
おいて,犯罪の性 質 ・特色お よび社会的危険性 を決定するばか りでな く,
一一定程度においてt主 体の主観的意図や悪性 の大小 を反映する。 したが
って,犯 罪客観面の検討では,行 為の具体的態様が重視されねばならな
いo
実務において,犯 罪行為の具体的態様 は,千 差万別であるが,総 括的
には,作 為 と不作為の基本形式に分けられる。
(2)作為 と不作為の本来の概念は,身 体の行動 と静 止である。作為
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定で きる。
第二 に,行 為 は,一 定の侵 害行 為す なわ ち客体侵害 行為 である。 しか
し,こ の侵 害行為 は,一 個 の過程 であ りY予 備 行為 の開始 か ら犯罪 の終
了 に至 る。それ は、客体の侵 害行為 におい て,既 に発生 したもの だけ を
い うの で はない。旧 ソ連 の ドライニ ン教授 は,「侵 害 は,常 に 一定の態
様 に よ り,客 体 に一定 の損 害 を与 えるこ とを意味 している。損害 を生 じ
ない侵害行為 は,侵 害行為 とはな らない。 なぜ な ら,侵 害 が ないか らで
あ る」17fと説 明す る。彼 は,侵 害行 為 の過程性 を否 認 し,既 に損 害結果
を生 じた行 為のみ を侵 害行為 と承認す る。 したが って,彼 は・必然的 に・
予備行 為が 犯罪構成 要素 の行 為 た るこ とを否 認す る・彼 は,「予備行 為
時 には,故 意 も行為 に表現 され るが,こ の種 の行 為 は,犯 罪構成 の 一要
素で は ない」 と説明す る。 「予 備行為=故 意+非 構成 要素 的行 為」 とい
う公式lhlは,ドライニ ン教授 の理論 的誤謬 を端的 に暴露す る。なぜ な ら,
当時の ソ連 刑法す なわ ち1926年ソ連刑 法典19条は,「い かな る予備行 為
も犯罪 であ り,既 遂 罪 と同様 に刑 事責任 を追及す る必 要が あ る」 と定め
る。 も し上述 の公式の予備行 為 を犯罪 に置 き換 え ると,も う一つ の公式
が可能 であ り,そ れ は,「犯罪=故 意+非 構 成要 素的行 為」 となる。 し
か し,ソ 連 の刑法理論 に従 えば,構 成要素で ない行 為は,犯 罪 を構成 し
えない。 そ こで,こ の公式 を変 えて,「 犯罪=故 意 」 とす れ ば,思 想 ・
意識 も犯罪 を構成 しうるこ とになるが,こ れは無論誤 っている。
わが国 の刑法学 者 も,予 備行 為が犯罪構 成要件 的行 為であ るこ とを否
認す る。 なぜ な ら,「構成 要件 的危害 行為 とは,一 定 の犯 罪 を構 成す る
の に最小 限欠 くこ とが で きない実行行 為 をい う」 と解す るか らで あ る。
予 備行為 は,「非実行行 為」 であ り,「非実 行行為 は,具 体 的犯罪 に最 小
限不可 欠 な危害行為で はない。 したが って,そ れは犯罪構 成要件 の行為
では ない」邸。 この観 点 は,検 討 に値す る。 なぜ な ら,わ が刑 法 も,原
則 として,予 備行 為 をすべ て犯罪 と認 め,す べ て刑事責任 を追 及すべ き
もの とす るか らで ある。仮 に予 備行 為 を犯罪構戒 要件 行為の外 に排 除す
る と,結 局,上 述 した ドライニ ンの著 名 な公式 を承認せ ざるをえず,同
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「犯罪行為 又 は結 果の いず れかが,中 華 人民 共和 国内 にお いて生 じた場
合 には・ … ・」,刑 法14条では 「自己の行為 が社 会 に危害 を及ぼす結果
を生 じさせ るこ とを知 りなが ら}… ・」,15条で は 「自己の行為 が社会
に危 害 を及ぼす結 果 を生 じさせ る可能性 を予 見すべ き… ・」 の ように,
すべ て行 為 と結果 は異なる もの と解 してい る。
(2)以Lは,行 為 の…般 的意義 につ いて問題点 を討論 した。 しか し,
本節 で講 じるの は,犯 罪 の客観面 の行為 であ り,そ れ は特定 の内容 を有
す る。犯罪 の客観面 は,犯 罪構成 の有機的組 成部分で ある。 したが って,
ここでい う行為 は,当 然 に,犯 罪構 成要 素 としての行 為,あ るい は,犯
罪構城 に該 当す る行為 を指す。
犯罪構成 客観面 の行為 は,次 の特 徴 を有す る。
第一 に,そ の行為 は,主 体 の意識 と意志 を有 す る行動 と静止 であ り,
主体 の主観 意思 の客観的 ・外部的表現 である。 したが って,行 為は,主
体 の意思 か ら分離 ・独立 した存在 ではない。主体 の意識 と意志 に よらな
い身体 の動 静,例 えば,無 意識 に作 用 した生理 的条件反射 の動作 ,熟 睡
中または無 意識 の身体 動作,抗 拒不能 の外力 に よる絶 対的強制 を受 けて
自由意思が全 くない状 況下の 身体 の動 静等 々は,す べ て犯罪 客観面の行
為ではない。
行 為は,個 別 的 な身体動 静で はな く,一一連 の動 作か ら組成 された全体
であ る,と 理 解せ ねば な らない。 ドラ イニ ンは,正 確 に指摘 す る。 「一
個 の行為 は,往 々に して,い くつ かの行為 を包含す る。例 えば,ピ ス ト
ル を持 ち 上げ るr目 標 を定め る,引 き金 に指 をかけ る,引 き金 を引 く,
等 々である。刑法 の意味 す る行 為 は,ど こで も個別 の 『動作』 ・ 『部位』
では な く,こ れ らを有機的 に結 合 した もの,例 えば,射 撃 ・窃取 ・買収
等 々で あ る」fEi?0また,多 くの犯罪構成 で法律 が規定 す る ものは,決 し
て…個 の行 為で は な くて,数 個 の行 為で あ る。例 えば,「販 売」 は,買
って売 る とい う 二つの行 為 を包含す る。犯罪構 成行為 には,た だ…個の
行 為 を意味す る 「単一危 険行為」,あ るいは 二個 以上 の行為 を意味 す る
「複 合危険行 為」 があ る。そ れは,厳 格 に法律 の規 定 に基 づ いてのみ確
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り,明 確な意思内容(故 意 または過失)を 有する意思ある身体の動静を
指す ことがある。例えば,そ れは,刑 法14条にいう故意行為,刑 法15条
にいう過失行為であ る。行為の社会政治的な意義か ら観察すれば,わ が
刑法が用いる行為なる文言は,そ の内容 もまた多種多様である。場合に
より,そ れが犯罪行為であるのは,刑 法13条にいう 「… ・社会に危害を
及ぼす行為で,法 律に従 って刑罰を受けなければならない場合 … ・」に
罰せ られる行為である。危害行為であるのが,刑 法18条にいう 「精神病
者の行為」である。社会に対 して危害のない有益行為であるのが,刑 法
20条・21条にい う 「防衛行為」 と 「緊急避難行為」である。 さらに,一
般的意義の行為を指すのが,例 えば刑法12条に定める 「中華人民共和国
成立後,こ の法律施行以前の行為」である。 ここでいう行為は,犯 罪行
為であるかもしれない し,そ うではないかの しれない。 したがって,刑
法の理論研究で用いる 「行為」 なる用語は,そ の内容 も広範かつ多様で




各種の理論的観点を提起 した〔P。これは,わ が刑法 における行為の研究
と行為論の確立にとって,大 いに参考に値する。
行為が結果を包含するか否かの問題について,資 産階級の 「因果的行
為論」では,行 為は,人 々の意思に基づいて決定 される身体の動静であ
り,外 界の変化 を引 き起 こし,「心理的 ・物理的過程で,主 観的意思 に
より引 き起 こされた外界の変化であ り,さ らに法益侵害 に結果を生 じる
ものである,と 解 されている。意思 ・身体の動静 ・結果の三者は,結 合
して行為となる」(51。この行為 と結果の因果過程 を 「行為」 と総称す る
方法が,多 くの資産階級の法学者の支持 を獲得 した。 しか し,彼 らは,
一般に,そ れを広義の行為 と称 し,狭 義の行為すなわち身体の動静 と区
別する。
わが国の刑法は,行 為 と結果を区別する。例えば,刑 法6条3項 では
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る一定の時空条件 に依存する犯罪活動 も,犯 罪客観面の要素に属する。
上述の客観面諸要素のうちr行 為お よび行為態様 だけが,ど の犯罪構
成 にも必要な要素である(刑 法理論 では犯罪構成の必要要件 とい う)。
その他の要素は,多 少の犯罪構成では必須 なもの とはいえ,い かなる犯
罪にも必須の要素なのではない(刑 法理論では犯罪構成の選択要件 とい
う)。
犯罪の客観面は,犯 罪構成の重要構成 部分であ り,犯 罪の主体 と客体
とを連結する物質的媒介であ り,犯 罪活動全体の基礎 を決定する領域で
ある。 したがって,犯 罪の客観面 を検討することは,各 犯罪構成 を正確
に理解掌握 して・正確な定罪量刑 をするのに,特 に重要である。 しか し,
客観面の作用を決 して片面的に孤立的に誇張 してはならず,そ の要件 と
犯罪構成 全体 との不可分 な関係を軽視すべ きではない。さらに,それが,
犯罪構成の…有機的組成部分 として,犯 罪構二成の有機的統一体に従属す




(1)わが国の刑法 は,最 広義 において,行 為 とい う文言 を使用 して
いる。行為は,単 純な身体の行動 または静止(両 者を合わせて動静ない
し行 止と略称する。)を指 し,か つその意思の有無 と内容 を問わない。
例 えば,刑 法18条は,「精神病者が 自己の行為 を弁別 し,又 は抑制す る
ことがで きず,危 害 を及ぼす結果を招いた場合は,… ・」 と定める。 こ
こでの行為は,単 純な身体動作 を指すが,場 合により,意 思のある身体
の動静であって,そ の意思内容を問わない。例 えば,刑 法16条は,「行
為が客観的に損害 を生み出す結果 になった としても,故 意又は過失によ
るものではな く,不可抗力又は予見することがで きない事由によって引
き起 こされた ものは,… ・」と定める。ここにい う行為は,故 意 または
過 失のない,す べ ての意思ある身体の動静 を包含する。 また,場 合によ
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犯罪構成 の客観的外部的な犯罪活動の要素は,第 一 に,行 為 と行為態
様である。行為は,犯 罪活動全体の中心点であ り,犯 罪構成 の中心点で
もある。行為において,初 めて,相 互に独立 した各要素が一個の有機的
統一体 として連結 され,犯 罪の主体 ・客体間の侵害 と侵害関係が実際に
構築 す ることがで きる。 しか し,行 為は常に一一定の態様で表現 され,行
為 と行為態様は分割で きないか ら,我 々はこれを一定態様の行為とい う
ことがで きる。 したがって,行 為態様 も,犯 罪客観面の要素である。
行為対象(犯 罪対象)が 犯罪の客観面の要素に属するか否かは,一 つ
の争点である。わが国の伝統的刑法理論は,こ れを犯罪客体に属すると
し,犯 罪の客観面の要素であることを承認 しない。 しか し,我 々は,従
来 よりこれに相反する見解 に立つ燃。行為対象は,犯 罪客体 と密接 な関
係を有するが,行 為 との関係がさらに密接であ り,ほ とん ど不可分の関
係 に立つ。それゆえに,多 くの行為が,そ の対象か ら離れると,そ の性
質決定の方法 を失 うのである。例えば,「殺す」は,一 種 の行為である
が,一 定の対象と相互に関連 しなければ,入 殺 ・鶏殺 ・犬殺のいずれで
あるかを確定 しえな くなる。 また,販 売 ・運搬 ・強奪等 々の行為 も,す
べて同様である。 したがって,行 為対象は,当 然に犯罪の客観面に属す
べ きものである。
伝統的刑法理論は,因 果関係 を犯罪客観面の要素であると解する。こ
れに対 して,従 来 より,我 々は否定的見解に立つ。因果関係 は,犯 罪客
観面の一要素ではな く,犯罪行為 と危害結果 との相互連絡作用の特定方
式であると解するf;i。しか し,因果関係の重要性 と複雑性ゆえに,犯 罪
客観面の問題 として検討 を加えるべ きである。
いかなる犯罪活動 も,す べて一定の時間 ・空間の範囲で行われる。時
間 ・空間を離れて,犯 罪活動は実現不可能である。 したがって,存 在す







る論者は,こ れを一個の要件 として論 じr別 の論者は数個の要件 として
論ず る。その名称 も不統 一であ り,「犯罪の客観的要件」,「犯罪の客観
的要素」,「犯罪客観面の構成要素」,「犯罪構成の客観面」 などといわれ
る。犯罪の客観面がいかなる要素 を含み,そ の どれが全犯罪に必要な要
素であ り,その どれが特定犯罪に必要な要素であるか。 これについての
認識 も統一 されていないlD。それは,科 学的な理論基礎が欠けるか らで
ある。
犯罪構成系統論に従えばe犯 罪客観面の正確で適切 な内容は,犯 罪活
動の客観面,す なわち,犯 罪活動の客観的 ・外形的表現 となる。 それは
犯罪の主体 と犯罪の客体 とを連結する物質的媒介である。犯罪の主観面
は,犯 罪活動の主観的 ・内在的表現であ り,犯罪主体 と犯罪客体 を連結
する精神的媒介である。両者は,相 互に連結 ・作用 し,共 同 して犯罪構
成を媒介 ・組織 し,犯罪の主体 と客体の犯罪活動 を媒介する。 したが っ
て,犯 罪(活 動)の 客観面の名称は,い かなる他の名称 に比べて も,さ
らに的確でなければならない。
犯罪の客観面 は,一 個の要件 であり,ま た,数 個の要件である。それ
は,犯 罪構成の最高階層の構造 から観察すれば,犯 罪構成の四大要素の
一つ を組成する。 したがって,そ れは一個の要件である。また,第 二階
層の構造か ら観察すれば,そ れ自身が,行 為 ・行為態様 ・行為対象 ・行
為の危害結果 ・その時間的空間条件に依存する犯罪活動等の諸要素によ
り構成 された一個の子系統 をなす。 したがって,そ れは,数 個の要件 で
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犯罪客体 〈法益 〉は,抽 象的な思惟形式 を通 じてのみ認識可能である
か ら}こ れを行為者が直接感知 しえない。 また,犯 罪客体は,理 論的な
検討によってのみ科学的に概括可能であるか ら,そ れを刑法か ら直 ちに
理解 しうる規定は極めて少ない。 したがって,犯 罪客体の錯誤は,刑 法
の錯誤で最 も複雑な問題 となっている。我 々はr理 論1二抽象的にその存




敗により実際の侵害対象と行為者の意図 した侵害対象 とが符合 しないこ
とをいう。例 えば,甲 が乙を撃 とうとしたところf射 撃技術が足 りず乙
の付近にいた丙を射殺 して しまった場合,ま たは,甲 が階上か ら石を乙
の乗 る自動車に落とそ うとしたときに,階 下で窓から頭 を乗 り出 して眺
めていた丙に当た り,丙 の頭部に重傷 を負わせた場合である。この種の
状況は,行 為者の 主観での錯誤 に影響せず,純 粋 に客観的な行為の失敗
あるいは誤差であ り,よ って刑法の錯誤問題ではない。 しか し,国 内外
の刑法論者は,そ れを方法の錯誤 に列挙 して理解 した り,因 果関係の錯
誤 と把握 している。その処理 として,実 際の侵害対象と行為者の意図す
る侵害対象 とが同類性質を有するかを問わず,行 為者が意図 した対象に
は未遂犯を,そ の行為の失敗 による侵害対象には過失犯 を,成 立 させる
べ きであるとされる。すなわち,両 者は,一 つの行為によって複数の罪
名に触れる観念的競合犯 に属 し,重 い罪 として論 じられる。前例の甲に
は殺人未遂罪 と過失殺人罪の観念的競合犯 とな り,後例の甲には故意財
物破壊未遂罪 と過失重傷罪の観念的競合犯となるとされる。後例 につ き,
別の見解では,侵 害対象が同類性質に属するならば,行 為者の故意は殺
人の概括故意であるとされ,他 人の死亡結果を惹起 したので,故 意殺人
既遂罪 として処理 されるとする。この問題 も,さ らに踏み込んだ検討 を
進める必要がある。
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るが,結 果実現へ と至 る因果関係の発展過程 と行為者の当初予見 した発
展進行過程 とが…致 していないことをいう。因果経過の錯誤には,二 つ
の状況がある。その第一一は,行 為者が,そ の結果実現意図に基づいて実
行 した行為 によって,予 期 した危害結果を発生 させたが,そ の実際の因
果経過が行為者の予想 したもの と異なる場合である。例 えば,甲 が崖の
.ヒに立 っている乙を銃 を用いて射殺 しようとしたが,命 中しないで銃声
に驚いた乙が足 を滑 らせて転落死 して しまった場合である。乙は甲に射
殺 されたのではないが,乙 の死亡 と甲の発砲行為 とには因果関係がある
ので,甲 は殺人既遂の刑事責任 を負 う。第二に,行 為者が最初の行為を
実行 した ときには目的は遂げなかったが,行 為者は目的を達成 したと誤
認 して第二の行為 を実行 した ところ,当 初の意図 した結果が実現 した場
合である。例えば,AがBを 殺そうとBの 首をつかんだところ,Bが
昏睡 して動かな くなったので,Aは すでに死んだものと思い,遺 体 を隠
すためにBを 付近の川へ投げ入れたため,仮 死状態のBを 溺死 させた
場合である。実現結果を実施 した第一の行為(Bの 首 をつかむこと)と
結果がすでに発生 したと誤認 して実施 した第二の行為(Bを 川の中へ投
棄すること)と を二つの行為に分ける見解がある。つまり第一の行為 を
殺人未遂,第 二の行為を過失致死(殺 人故意 をもっていないため)と 解
す るのであるが,こ れには議論の余地がある。客観的にもこの二つの行
為 をAの 殺 人行為の組成部分 とみることがで きようが,主 観的には両
行為 はAの 殺人故意支配の 下で実施 された ものであ りfこ の統一的な
犯罪過程 を人為的に分けて,そ れ らを性 質の異なる二つの行為 と解する
のは,不 正確である。
(3)犯 罪客体 〈侵害法益〉の錯誤
犯罪客体の錯誤は,行 為者の侵害す る客体の認識が,実 際の状況 と符
合 しないことをいう。犯罪客体の錯誤には,行 為者の行為対象に関する
錯誤が間接的に反映 された客体錯誤ではな く,行為者の犯罪客体それ 自
体 〈法益 〉の錯誤のみが,含 まれる。例 えば,他 人の生命を侵害 したが,
他人の健康 を侵害するもの と誤認 して した場合である。
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るならば,過 失殺人罪が成 血する。無過失ならば,意 外 〈偶然〉事件に
属 し,刑事 責任を負わない。甲が故意に犬を殺害する行為は,犯 罪を構
成 しないので,損 害賠償の責任 を負 うにとどまる。他方,丙 の故意は丁
を殺害することであるが,rで はなく犬を殺害 している。この ように認
識を錯誤 しても,殺 人の故意は排斥 されえないから,殺 人未遂罪 をもっ
て論ず る。過失によって犬を殺害することは,犯 罪 を構成 しない。 さら
に例 えば,普 通の財物 を銃の弾薬 と誤認 して窃盗 した り,ア ヘ ン ・ヘ ロ
イン等の薬物 を普通の薬品と誤認 して販売することなども,非 同類対象
の錯誤に属す る。対象 自体の性質の錯誤は,上 述 しだ 二二つの錯誤 と異 な
り,違 う対象を混同 しているわけではないが,対 象自身の性 質や状況に
ついて錯誤認識 している場合である。例 えば,仇 である甲へ向けて発砲
したが,既 に甲が死んでいたことを知 らない場合,乙 と婚姻 したが,既
に配偶者があることを知らなかった場合,丙 と同居 したが,丙 が現役軍
人の配偶者であることを知らなかった場合などである。第 一の状況の錯
誤は,行 為者の故意の性質に影響 を及ぼさないので,殺 人未遂 をもって




する行為者の認識が,現 実 と符合 しないことをい う。例えば,行 為者が
禁漁区で または禁漁期に水産物 を捕獲 したが,禁 漁区 または禁漁期では
ないと誤認 していた場合である。この種の錯誤が犯罪故意の成立 に影響
するか否かは,法 律が行為者 に禁漁区 ・禁漁期の認識を要求 しているか
どうかで決 まる(171。これを要求 していないならば,犯 罪故意の成 立には
影響 しないので,そ の他の構成要件状況 も具備 されると,水 産物不法捕
獲罪が成立する。 これを要求 しているならば,予 め知っていなければ犯
罪の故意を具備 していないことにな り,故 意犯は成立 しない。
4)因 果関係の錯誤。因果関係の錯誤は,因 果経過 〈因果関係発展過
程 〉の錯誤 ともいわれる。 これは,行 為者の希望 した結果が発生 してい
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たが,食 塩 を爆薬だと誤認 した場合などである。行為者の心理状態から
みれば,こ の種の錯誤があって も,彼 の主観での故意の成立は影響 され
ない。客観的にみれば,行 為者が本来採用 しようとしていた手段(例 え
ば毒物混入)は,社 会危害結果の発生に足 り,行為者の投毒行為 ・爆破
行為それ自体が一種 の社会危害行為であるべ く決定づけ られている。手
段についての認識錯誤 によって,危 害結果が発生 しなくとも,そ の行為
の社会危害性 を否定 しえない。 したがって,行 為者は,そ の故意犯の未
遂 として刑事責任を負 う。
2)行 為対象 〈客体〉の錯誤。 これは,自 己の行為の対象に関する行
為者の認識が現実 と符合 しないことをい う。対象 〈客体 〉の錯誤 は,同
類的対象の錯誤 ・非同類的対象の錯誤 ・対象自体の性質の錯誤に分けら
れる。同類的対象の錯誤は,行 為者が侵犯す る対象 と行為者が誤認 した
対象が性質上同一である場 合である。乙を殺そ うとした甲が乙だと誤認
して丙 を殺 した場合,乙 と丙とは人であ り,侵犯の客体には相違がない。
甲は,丙 を殺そうが乙を殺そうが,他 人の生命を剥奪 している。同類対
象の錯誤は,主 観での故意の性質に影響せず,客 観的にも客体の性質に
影響せず,犯 罪構成の全体性質には全 く影響 しないのである。それは,
同一一性 質の行為に応 じて,定 罪 される。甲が殺人の故意をもって殺人行
為を行い,他 人の死亡結果を惹起 した以上,殺 人既遂 となる。 また,丙
を乙 と誤って傷害 し,あ るいは丙の物 を乙の物 と誤って盗んだ場合など
も,同 じく同類の対象錯誤に属する。非同類対象の錯誤 とは,行 為者の
侵犯 した対象 と行為者の誤認 した対象が性 質において異なる場合であ
る。例 えば,甲 が乙を犬だと誤認 して殺害 した とき,あ るいは丙が犬を
丁だと誤認 して殺害 したとき,人 と犬は同類の性質に属 さないので,行
為の侵害する客体が異 なる。犬を殺す ことは他人の財産 を侵犯すること
であ り,人を殺すことは他人の生命を剥奪することである。甲の故意は,
犬を殺す ことであ り,他 人の生命の剥奪ではない。この点の認識を錯誤
したことで行為者の故意の性質は変わ らないか ら,乙 を殺害 してはいる
が,故 意殺人罪 とすることはで きない。甲に乙の死亡について過失があ
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生 した事実 と符合 しないことをいう。例えば,仇 である乙だと誤認 して
甲を銃殺 した場合,妻 を毒殺 しようとして化学調味料 を毒薬だと誤認 し
た場合である。その錯誤が犯罪故意の成立お よび行為者の刑事責任 に及
ぼす影響 は,複 雑なので,具 体的に検討 していかねばならない臓。
わが国の刑法では,事 実の錯誤論はまだ確 立の途中にあ り,探 究 ・検




と符合 しない場合である。例 えば売春婦買いをする者が,実 際には性病
に罹患 していないのに,重 い性病 と誤認 した場合,ま たはその反対に,
実際 には重い性病 に罹患 しているのに,健 康だと誤認 した場合が,そ れ
である。前者の状況は,行 為者に認識錯誤があって も,そ の主観 におけ
る故意の存在 を排斥 しえないが,性 病伝染の行為が欠ける(行 為者は性
病 でない)。後者の状況は,性 病伝染の行為であるが,行 為者に認識錯




1)行 為の錯誤。これは,自 己の行為の性質 ・態様 に関する行為者の
認識が現実 と符合 しないことをいう。前者は行為の性質の錯誤,後 者は
行為の態様の錯誤 という。行為の性質の錯誤 とは,行 為者が,自 己の行
為の実際の性質について,錯 誤認識 していることをいう。例 えば,誤 想
防衛 〈仮想防衛 〉または誤想避難 〈仮想避難 〉は,行 為者が自己の行為
の実際の性質を錯誤 している場合である。 この状況 下では,犯 罪が成立
しない。行為者 に過失があるならば,過 失犯が成立 し,無 過失ならば刑
事責任を負わない。行為の態様の錯誤 は,行 為者が実行行為時に,自 己
の採 るべ き方法について,錯 誤 していることをいう。例 えば,人 を毒殺
しようとしたが,砂 糖 を砒素だと誤認 した場合,工 場 を爆破 しようとし
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違法性の錯誤 と犯罪構成事実の錯誤 とに分ける新たな分類方法を採 るべ
きである。
1.違法性の錯誤
違法性の錯誤 は,禁 止の錯誤 ともいわれる。 これは,行 為者が犯罪構二
成事実の認識については錯誤がないが,自 己の行為が違法性を有するか
否か,ま た法律が禁止 しているか否か,こ の認識に錯誤があることをい
う。違法性 の錯誤にはS二 つの ものがある。
(1)積極的錯誤 とは,自 己の行為が合法であるにもかかわらず,違
法であると誤認 し,無 罪であるのに有罪 であると誤認することをいう。
例 えば,甲 が好色的内容 を含む芸術 文学作品を複製 した場合,本 来は犯
罪が成立 しないにもかかわらず,同 人は犯罪になると誤認 しているよう
な場合である。 この ような錯誤の場合,行 為者は主観的に違法性の意識
を有 しているが,そ の行為が合法であることに変わ りはな く,よ って犯
罪の成立はない。
(2)消極的錯誤 とは,自 己の違法行為が合法 だと誤認 し、有罪 を無
罪 と誤認することである。例 えば,父 親が,悪 行を続ける息 子を殺すこ
とは,大 義のために私情を捨てる正義の行いであ り,犯罪ではない と考
えたとしよう。この ような事情の下で,父 親 に違法の意識が欠けること
は,犯 罪の成立に影響するのであろうか。この問題 に関 して,各 国の刑
法には,異 なった規定が設けられているflitO
わが国の刑法 は,理 論上 または実務上 を問わず,「法律の不知は故意
な しとせず」の原則を堅持 してお り,こ れはわが国の国情 にも合ってい
る。 このように考えなければ,法 律 を知 らない大多数の犯罪者が,法 律
の制裁か ら免れることになってしまう。
2。犯罪構成事実の錯誤
犯罪構成事実の錯誤は,事 実の錯誤 または構成要件的錯誤 ともいわれ
る。 これは,行 為者が犯罪実行時に予見 した犯罪構成事実が,実 際 に発
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は,人 々の行動 を鼓舞する原因であり,個 性欲求の現 れである。人々の
一切の活動は,一定の要求の満足のために行われるものであるので,こ
れによって,お よそ人間は,あ る行為の実行へ と促進 される。あるいは,
行為 ・活動か ら…定の要求を満足 させる内心の衝動 ・思惑が,行 為や活
動の動機である。 しか し,要 求には対象がある。人間が 自己の要求を満
足 させるために,そ の行為活動で取得 ・創造す る対象が,目 的なのであ
る。目的は,行 為者の実践活動の起点 であり終着点である。それは主観
と客観 観念 と現実の統一である。実践活動の起点 となるものが,人 間
の内心で観念 される行為結果であり,そ の終着点 となるものが,結 果実
現である。
行為の動機 と目的の分析 に際 して,同 一の犯罪行為が異なる動機か ら
起こ りうること,同 …の犯罪動機か ら異なる犯罪が実行 されうることに
注意すべ きである。そ して,犯 罪の目的にも多 くの段階があ り,直 接 目
的の他 に,さ らに一歩進んだ目的ない し最終 目的があ りうる。同時 に,
目的と手段 は相 互に転化 し,手段の創造が目的 となることもあれば,実
現 した 一定の目的が,他 の目的の実現手段になることもある。
第6節 行為者の認識錯誤
行為者の認識錯誤 とはNそ の主観的認識 と客観的事実 とが符合 しない
ことをい う。認識が現実 に符合 しないことは,行 為者の罪過 〈故意 ・過
失〉に影響 を与えうる。このため犯罪の主観的要件 を研究する際には,
どの ような状況下における錯誤がその者の刑事責任 に影響 しうるか を確
定するために,錯 誤の問題 を論 じなければならない。
行為者の認識の錯誤 は,こ れまで事実の錯誤 と法律の錯誤 とに分類 さ
れて きた・ しか し,「事実」 と 「法律」の含む意味が不明確 なため,ど
のような錯誤が事実の錯誤であ り,ど のような錯誤が法律の錯誤である
かの区別は難 しい。例 えば,「他人の財物」 を 「自己の財物」 と誤認す
ることは,事 実の錯誤で も,法律の錯誤でもあるので,こ の区別は困難
である。誤解 と混乱を避けるために,この伝統的な分類方法を放棄 してT
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原因をい う。同一の犯罪行為が,各 種の異なる犯罪動機 か ら実行 される
ことも,ま た,各 種の異 なる犯罪 を実行 させることもある。犯罪動機 と
犯罪目的は,同 一で はな く,た だ密接 な関係があるだけである・
犯罪の主観的要件について,幾 つかの犯罪では罪過(故 意 ・過失)の
他 に,さ らに特定の 目的が要求されている。例えば,賭 博罪(303条)
では 「営利の目的」,狸褻物密輸罪(152条)では 「暴利又は伝播の 目的」,
詐欺資金収集罪(192条)では 「不法領得の目的」,略取罪(239条)で
は 「財物 を交付 させる目的」が必要 とされる。法律の定める特定 目的を
具備 しなければ,当 該犯罪は構成 されない。このため,特 定の犯罪 目的
は,こ れ らの犯罪が成立するための主観的要件である。他方,犯 罪動機
は,わ が国の刑法ではs法 定の犯罪構成が主観 的要件 とされず,犯 罪情
状の一つ として犯罪構成 に一定の影響 を与えることがあるだけである・
犯罪の目的 と動機は,全 犯罪の法定犯罪構成に必須の主観的要件では
ない。 しか し,こ れは,そ の犯罪行為にいかなる目的も動機 もないこと
を意味 してはいない。このため,… 般的には,ど のような意識的 ・有意
的行為 にも,… 定の目的 と動機がある。エ ンゲルスは,「社会歴史領域
で行われる活動は,す べて思考を通 じあるいは激情 による意識的なもの
である。その目的を追求 している人にとっては,い かなる事情の発生も
自覚的な意図や目的な しに生 じたものはない」q31,また,「別の人の言説
によれば,人 間の行動のすべての原動力は,頭 脳 を通 じ願望や動機へ と
変貌 して行動 を起 こす」fll・とい う。故意犯 ・過失犯 を問わず,人 間の行
為は意識的 ・有意的であ り,そ こには必ず 目的 ・動機がある。当然なが
ら,こ れ らの 目的と動機のすべてが,犯 罪の目的 と動機であるわけでは
ない。 しか し,こ れらは,罪 過(故 意 ・過失)と い う心理態度の形成に
多大な影響 を与 え,罪 過に必要な組成部分であることさえある。このた
め,行 為者の目的 と動機の検討は,罪 過の具体的形式 ・その社会的政治
的内容 を確定 し,ま た行為者の主観的悪性 ・主観的責任の程度 を確定す
る上で極めて重要である。
行為の目的 と動機 は,密 接 に関係 しなが らも相互に区別 される。動機
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前者は,単 位が,そ の行為で社会危害結果 を発生 させることを予見すべ
きであるのに,不 注意にも予見 しなかったために,そ の結果を発生 させ
る心理態度をいう。後者は,単 位が}そ の行為で社会危害結果を発生 さ
せることを既 に予見 しながらも,回 避できると軽信 したために結果を発
生 させる心理状態 をい う。 この単位の心理態度は,単位の構成要素であ
る単位構成員(管 理職員 ・直接 責任者 ・その他の法人構成員)の 態度 と
して示される。これらの単位構成員が,単 位の業務活動中に,単 位全体
の組成部分として,単 位全体の意思支配 下で,単位責任に関する法規 に
違反 して,ま たは単位の義務 を履行 しないで,過 失で社会危害結果を発
生させた場合,こ の ときの単位構成員の過失的心理態度が,単 位全体の
過失的心理態度 なのである。
第 三に,し か し,上 述 した単位故意犯罪 と同 じくs単 位構成員が二重
身分を有することか ら,彼 らが単位の全体意思の支配下で故意に実行 し
た行為,こ の行為により発生 した社会危害結果は,すべて二重性 を有す
る。 この二重性の…方は,単 位全体の行為 とこれにより発生 した社会危
害結果であ り,も う一方が,(他の構成員の行為 と共同 一致 した)挙 位
構成員個人の行為 とこれにより発生 した社会危害結果である。このため,
単位構成員(管 理職員 ・直接責任者)も,危 害結果の過失的心理態度 に
ついて同 じく一二重性 をもち,こ れは,単 位全体の過失で もあ り,単位構
成員個人の過失で もある。
第5節 犯罪の目的と動機
犯罪目的 とは,犯 罪者が主観的に犯罪行為 によって達成 しようとする
何 らかの結果のことをい う。これは,観 念形態 として,人 々が頭脳 で犯
罪行為によって達成 されると予測 する結果 であって,発 生 した結果自体
ではなく,ま た,既 に実現 された目的 とも異なる。犯罪 目的は,直接故
意の犯罪にのみ存在する。間接故意と過失の犯罪では,当 該犯罪結果に
ついて,犯 罪 目的は存在せず,た だ他の目的があるだけである。
犯罪動機 とは,犯 罪主体が実行する犯罪行為の実現 を刺激する内心の
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に違反 して」,332条の 「国境衛生検疫の規定に違反 して」,334条2項の
「規定 に基づ く検査測定を行 わず,又 はその他の操作規則 に違反 して」,
337条の 「動植物出入国検疫法の規定 に違反 して」,338条,339条の 「国
家の規定 に違反 して」 などの規定ある。 これ らの規定はs単 位(法 人)
が個人と異なる独立の主体 として責任 を負 うためにはSその前提 として・
単位が…つの統一体 として法律の規定に違反す ること,あ るいは法律上
の義務 を履行 しないことが,必 要であると明示 している。
(3)過失 により社会危害の結果 を惹起 したこと。 この社会危害につ
いては,す べて明文規定がある。例 えば,刑 法137条の 「重大な事故を
引 き起 こした場合」,「その結果が特に重い場合」,刑法332条の 「伝染病
を伝播 させ,又 は伝染病 を伝播 させる十分 な危険を引 き起 こす場合」が
それである。
上述 した単位過失犯の概念か らすると,単 位犯罪の過失には次の特徴
がある。
第一に,単 位過失犯において,単 位が法律の規定に違反 し,あ るいは
法律の定める義務を履行 しないという点は,主観的にいえば故意であ り・
これは単位の全体意思 としての態度である。単位の全体意思に,過 失 と
いう心理的態度はあ りえない。 しか し,ま さに単位の統一一意思の支配の
下で,法 律の規定 に違反する行為や法律上の義務を履行 しない行為(作
為 ・不作為 を含む)が 故意に行われることにより,社 会危害結果の発生
が引 き起 こされるのである。したがって,単 位の全体意思は,必 然的に,
社会危害結果の発生に対する単位責任者の過失的心理態度 と不可分の関
係 にある。単位の全体意思は,各 単位構成員の違法行為 を単位全体の違
法行為の構成部分 として,社 会危害結果を生 じさせる。 こうして,単 位






が社会に危害 を及ぼす結果 を生 じさせることを知 りなが ら」には,管 理
職員お よび直接責任者が,単 位の全体意思の内容 として,単 位全体の行
為によって惹起 される社会危害結果 について知ってお り,ま た自らの毛、
理態度 として,自 己の行為によって惹起 される社会危害結果について知
っていることも含 まれる。かような二種類の認識 は,単 位の構成要素 と
しての身分および独立 した個人としての人格 とい う二重の身分 をこれ ら
の者が有することを示 した必然的なもの といえる。 まさにこの ような身
分の二重性 によって,故意内容の二重性が決定づけられているのである。
同 じく,「この結果の発生を希望 し又は放任 したために」 という文言 も,
」.性 を備えてお り,…・方では,単 位全体の意思内容 として,単位全体
の行為によって惹起 される結果の希望ない し放任が,他 方では,個 人の
主観的な意思要素 として,(他人の行為 との 共同一致 した)個 人の行為
によって惹起 される結果の希望ない し放任 を意味 している。
2.単位犯罪の過失
まず単位過失犯の概念 を明確 にする。
単位の業務活動において,そ の管理職員 ・直接責任者 ・単位構成員が
単位の責任に関する法規に違反 して,または単位の義務 を履行 しないで,
過失により社会危害の結果を惹起 することが4単 位過失犯 である。
この概念は,次 のことを表明 している。
(1)単位過失犯は,単 位の業務範囲 を超 えず に,単 位業務 中に実施
した過失犯である。単位構成員が,そ の業務 または職務範囲を超 えて,
過 失により社会危害結果を惹起 して犯罪を構成 して も,単位過失犯では
な く,単位構成 員個人の犯罪になるにす ぎない。
(2)単位過失犯が成立する前提条件 となるのは,単 位が全体 として,
法律の規定 に違反すること,あ るいは履行すべ き義務 を履行 しないこと
である。わが国の刑法の単位の過失犯に関する規定はsい ずれ も単位が
全体 として法律の規定に違反 し,あ るいは法律 上の義務を履行 しないこ
とを要件 としている。例 えば,刑 法330条の 「伝染病防止治療法の規定
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ときは,個 人犯罪にす ぎず単位犯罪にはならない。
(4)単位故意犯は,単 位 の利益のため に,実 行 されねばならない。
単位構成員が,単 位名義 を冒用 して犯罪 を実行 して私利をむさぼったと
して も,単位犯罪ではな く,単位構成員の個人犯罪になるにす ぎない。
単位故意犯の概念 と特徴か らしてfそ れには次の特徴がある。
第一 に,単 位犯罪の故意は,単 位が犯罪行為(例 えば偽薬製造)を 実
行す る経営戦略の決定 をした時点で生ずる。その決定者は,既 にその時
点で,こ の犯罪行為 による危害結果 を惹起する惧れを予見 し,か つその
結果発生 を希望 している。 しかも,こ の故意は,そ の時点 における単位
の統一一意思の主要な内容である。
第二 に,単 位犯罪の故意は,単 位の統一意思 として単位構成員に下達
されて,初 めて単位構成員の故意 とな り,単位構成員の行為を支配する。
もっとも,単 位構成員の単位内部での職務 ・地位 ・役割は,構成 員ごと
異なっているので,単 位構成員の故意の発生には時間的な先後があ り,
内容の詳細 も差異がある。 しか も,故 意のない構成 員であろうと,単 位
の統一意思については知 っている。 しか しなが ら,間 違いな く,単位の
直接責任を負 う管理職員 とその他の直接責任者 との故意の内容は,統 …
され一致 している。まさに,こ のような犯罪的な心理的態度の統一ど 一
致が,こ れ らの者の積極的な犯罪活動の遂行 を支配 している。それゆえ
に,こ れらの者が単位犯罪の責任者 となるのである。この ように統一 さ
れ一致 した心理的な態度が,単 位有機的統一体の犯罪故意である。
第三に,単 位犯罪の故意にも,直 接故意 と間接故意の区別がある。直
接故意か間接故意かに関わ りな く,こ れ らは単位 という有機体の統一 さ
れ一致 した心理態度であ り,同 時に,単 位の直接責任 を負 う管理職員そ
の他の直接責任 を負う構成 員の心理態度で もある。
第四に,単 位犯罪は,一 つの犯罪 に二つの犯罪主体がある。そこで,
刑法14条は,故 意犯に関 して 「自己の行為が社会に危害 を及ぼす結果 を
生 じさせることを知 りなが ら,し か もこの結果の発生 を希望 し,又 は放
任 して」 と定めて,こ のことを説明 している。ここでいう 「自己の行為
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1.単位犯罪の故意
単位犯罪の故意 を研究するにあた り,ま ず単位故意犯の概念 を明確に
してお く。
単位故意犯 とは,単 位の管理職員 〈主管人員〉 ・直接責任者 ・その他
の構成員が,単 位意思に支配 されて,単 位の名義 とその利益 をもって実
行する故意犯 をいう。
この概念は,次 のことを明 らかにしている。
(1)単位故意犯罪の実行者 は,単 位お よび単位全体の構成要素 とな
る セ要な管理職員 ・直接責任者 ・その他の単位構成員である。 単位犯罪
は単位全体 の犯罪であ り,全 構成員が単位犯罪の関 与者 とな りうるが
(例えば単位贈賄収賄),これ らの者は,単 位有機体 を組成する部分 とし
て犯罪活動 を行 うのである。ここで,管 理責任者 と直接 責任者を特に強
調するのは,こ の ような者が単位故意犯では,重 要な役割 を果たす こと
が多いからである。単位故意犯の概念における主要な問題は,ど の よう
な事情 ドで単位構成員の行為が単位犯罪 を構成するかであ り,ど の よう
にその刑事責任 を解決するかではない。 単位の犯罪活動に関与す る単位
構成員の全員に刑事責任 を負わせる必 要はないか らである。
(2)単位故意犯 は,単 位 の意思に直接 支配 されて実行 される。 単位
の意思が形成 される態様 は複雑であ り,こ れ を概念に直接反映 させるこ
とはで きない。 しか しs事 件処理 においては,そ れぞれの複雑な状況 を
具体的に分析 して,単 位構成員の行為 を確定することによ り,単位意思
の支配下で実行 されたか否かを確定すべ きである。この特徴 を具備 して
いなければ,単 位犯罪ではな く,単 なる個人犯罪 にす ぎない。
(3)単位 故意犯は,単 位の名義で実行 されねばな らない。 単位 は,
人格化 した社会組織であ り,独立の人格 を有 し,独 立の社会関係 をもつ
主体 としての資格でy対 外的取引等の活動 を行 う。二 重の身分 を備える
単位構成員が,単 位名義で犯罪活動を行 うことで初めて,そ の犯罪行為
は単位犯罪を構成する部分 となる。単位構成員たる単位の法定代表者が,
個 人として犯罪 を行った場合,例 えば偽の契約 を締結 して詐欺 を行 った
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状況 と行為者の主観的認識能力に照 らして も,行 為者が予見で きなかっ
た原因をいう。例えば,あ る小雨の降る夜の10時頃,Zが 自動車 を運転
し車庫入れようとした ときに,責 任者Sが 車庫の門を開けたので,Zが
大灯 を消 して小灯で車庫内へ進入 し,自動車の向 きを変えようとした と
き塗料布の下で眠っていたRを 右前輪で圧死 させた。捜査により,Rは
野宿 していた農民であ り,当初は馬車で寝 ていたが,そ の後車庫の中へ
と移動 し,大 きな塗料布で全身を覆って寝ていたことが判明 した・当時
の事情下で,被 害者Rが 雨を避 け車庫内の塗料布の下にいると予見す
ることは,Zに とって不可能である。 したがって,Zの 行為は,客 観的
には人の死亡 という重大な結果 を惹起 しているが,故 意 ・過失 による行
為ではな く,予 見不能の原因によるものであるから,偶 然 〈意外 〉事件
であ り,犯罪 とは認められないない。
偶然 〈意外 〉事件 と認識な き過失 〈軽率不注意の過失〉の両者は,類
似 しているが本質的な違いがある。その類似点 としては,行 為者が結果
発生を予見 していないことが挙げられる。逆 に本質的に異なる点は,偶
然事件では,当 時の実際の状況から根 本的に予見不能であるために,行
為者が危害結果 を予見 していないとい う点である。 一方,認 識なき過失
では,当 時の実際の状況 下で行為者が完全に結果発生を予 見可能である
のに,不 注意によって 予見 していないのである。かような両者の事情 を
比較すると,行 為者の主観的責任は完全に異なっている。この点で,前
者は犯罪ではないが,後 者は過失犯 を構成することが定 まる。
第4節 単位(法 人)犯 罪の故意 と過失
まず,刑 法14条お よび15条の故意 ・過失に関する規定が,自 然人犯罪
のみならず,単 位犯罪 〈法人犯罪〉にも適用 されることを,明 らかに し
ておかねばならない。刑法の定める故意 ・過失の概念 ・種類は,単 位犯
罪 にも妥当するといって も良い。しか し,単位犯罪の特殊性 に鑑みれば,
単位犯罪の故意 と過失は独自の特徴 を備えてお り,専 門的な検討が必要
である。
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6.犯意(罪 過)な ければ,犯 罪 も刑事責任 もない。これは,わ が国
の刑法が遵守 する重要原則である。刑法16条は 「行為が客観的に損害 を
生み出す結果になったとしてもe故 意又は過失によるものではな く,不
可抗力又 は予見するこ とができない事由によって引 き起 こされたもの
は,犯 罪 でない」 と定める。このような犯罪状況は,わ が国の刑法理論
では偶然 く意外〉事件 と呼ばれる。偶然事件の特徴 としては,① 行為者
の行為が客観的に損害結果を惹起 していること,② 行為者が自己の行為
による結果惹起に対 して故意 も過失 もないこと,③ この損害結果発生が
不可抗力ない し予見不能な事由により惹起 されていることが,挙 げ られ
る。この三つの特徴は,密 接不可分な関係にある。
抗拒不能の原因 とは,行 為者が当時の知能 と能力では対抗 しえず,そ
の危害結果の発生 を阻止で きなかったことをい う。例えば,Yが 正常な
速度で港に向かって道路 を走行中,29メー トル手前の坂道に到達 したと
きに,ブ レーキ管が突然破裂故障 した(行 為者が運転前に規定に照 らし
て全面点検を したが,問 題は発見 されなかった)。Yは3回 ブ レーキを
踏みサイ ドブレーキをかけたが,車 はILまらず海に落 ドしたため,車 中
の4人 が溺死 し,Yと もう…人の者だけが救出 されたとす る。事後の技
術検査でも,ブ レーキ管の破裂のために制動不能になったもので,純 然
な機械故障 と判明 した。再度の現場検証により,自 動車が左 にハ ン ドル
を切 り,2.85メートルの高 さか ら転落 していたら,車 の損壊 と人の死亡
を惹起 したはずであ り,右 に急旋回 していたならば,そ こには自動車 と
多 くの通行人がいたので,衝 突事故 によ り多数の死亡者を出 していたは
ずであることが判明 した。 したが って,こ の自動 車の海中への転落は,
予見不能かつ不可抗力の原因か ら惹起 された とい うことができ,Yは ブ
レーキ管の破裂を予見 してお らず,予 見する必要 もなかった。Yが あら
ゆる措置を行って最大限の努力 を尽 くしたとしても,危 害結果の発生 を
阻止す る方法はなかった。Yに は,果 発生について主観的に故意 も過失
もな く,偶然 〈意外 〉の事件に属するので,刑 事責任 を負わない。
予見不能の原因とは,行 為者が現に予見 していないが,当 時の客観的
(984) 何兼松編 著 ・刑法教千十書(総 論編9章 ～12章) 77
る。 この ような医療事故では,処 方 を誤 った医師のみが責任 を負 う。わ
が国の司法実務 には,甲 の過失責任 を追及する判例があるが,正 当な判
断 とはいえない。
信頼の原則の適用は,特殊 事情の不存在を必要条件 とする。それゆえ,
共同の準則ない し規則は,通 常 の事情下でのみ適用 され うる。心身に特
殊事情のある障害者 ・老人 ・児童などを信頼で きない場合,行 為者は適
切な措置 をとって安全を保障 しなければならず,信 頼の原則 を適用 しえ
ない。
信頼の原則の適用には,行 為者自身が共同の準則 ない し規則を遵守す
ることが必要な前提になる。これ らの準則や規則 には,行 為者が履行 し
なければならない特殊 な義務が含 まれる。行為者が共同の準則ない し規
則 に違反することは,相 互信頼の上に成 り立つ正常な秩序 を最初に破壊
したことを意味する。
信頼の原則は,必 要限度,す なわち共同の準則や規則が適用 される範
囲を超えて適用することはで きない。他人に対する過度な要求は,行 為
者 自身が責任を負わない余地が過度に大きす ぎることを意味するがゆえ
に,当 然なが ら,発 生 した事故に対する行為者の過失責任 を否定 しては
ならない。
人類社会は,共 同の準則ない し規則 に照 らした行動 を行い,正 常 な生





現代科学技術の飛躍的発展 と人類社会の現代化 に従って,過 失犯は,
以前のような故意犯の付属 ・例外 という状態を脱 して,重 視 されるよう
になった。こうして出現 した幾多の新 しい状況や問題には,さ らなる検
討 ・解決が待 たれている。過失犯論の迅速な発展は,世 界の必然的な傾
向 となっている。
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危険分配の問題は,過 失犯が現代の技術的条件Fで 直面 している極め
て複雑な問題 であ り,理 論的な深化が求め られる。それにより初めて,
日々発展 し続けるわが国の科学技術 を刑法上の要求に順応 させることが
で きるのである。
5.も う…方の問題が,信 頼の原則である。これは,ド イツの判例 ・
学説で提唱 された原則であ り,第=:次世界大戦後に日本へ と伝わ り,交
通事故関連の判例で広範に適用 されている。これまで,わ が国では台湾
がこの原則 を受容 しているが,我 々も,過 失犯にこの原則の適用 を肯定
すべ きであると考える。
信頼の原則とは,生 産 ・業務 ・社会生活において,あ る者が共同の準
則ない し規則に基 づいて行動する場合,特 殊 な事情 がない限 り,他 の関
係者が共同の準則 ない し規則に依拠 して行動 することを信頼 しても良い
という原則 をい う。他の人が共同の準則ない し規則 を無視 した行動 を し
たために事故が発生 した場合には,共 同の準則 ない し規則 を遵守 してい
た者 はその責任 を問われない。例えば,日 本の私鉄の乗務員が,深 夜,
駅 に停 車中の電 車から泥酔 して眠っていた乗客 を起 こ して下車 させた
が,進 行監視 を怠 った結果,そ の乗客が線路Lに て電車 に櫟かれて圧死
した。 日本の最高裁判所は,そ の乗務員の業務L過 失を否定する判決 を
下 した。判決は 「乗務員が酔客 を下車 させ る場合に,そ の者の酩酊の程
度や歩行の姿勢態度その他外部か ら容易に観察 しうる形跡 に照 らして,
電 車との接触a線 路敷への転落などの危険 を判断で きる特別 な事情があ
るときを除き,そ の者が安全を維持するために必要な行動 をとるもの と
信頼 し,これに応 じた対応 をすれば足 りるJと 認めているq2・。
信頼の原則は,交 通医療事故な どで広範に適用 されている。例 えば,
医師が患 者に処方箋を出す にあた り誤 った薬品を記載 し,薬 局の甲がこ
れに依拠 して患者に薬 を渡 したので,こ れ を服用 した患者が死亡 した と
しよう。信頼の原則 によれば,甲 の過失責任は否定 され うる。なぜ なら,
甲は医師が病状に照 ら して正 しく処方 した もの と信頼 していたからであ
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さらに,適 切な危険分配は,多 様 に異なる具体的な事案事情に適応 し
なければならない。例 えば,高速道路r_の運転手 と歩行者の危険分配は,
普通道路の場合 とは異なる。高速道路は,本 来歩行者の進入を許可して
いないので,原 則的には危険分配の問題は生 じない。 しか し,万 …歩行
者が進入 した場合,歩 行者には安全保障について広範な注意義務が要求
され,運 転手の負担する注意義務は極めてわずかなもの となる。 また,
線路や道路が交差する地点 について も,運 転手と交差点を通る歩行者と
の危険分配は,列 車が山鵠地域や広野を走る際 に対 立する双方当事者の
危険分配 とは違ったものになる。これにつ き,前 者の事情 下では,運 転
手の注意義務は交差点を通る歩行者よりも大とされねばならず,後 者の
事情 下では逆 になる。 この ことか らわか るように,す べ ては時 間 ・地
点 ・条件によって定 まるのであるから,具 体的な状況 を具体的に分析す
ることが求められる。
危険分配 と価値観 ・価値評価は,密 接 に関連 している。 しか し,科 学
技術が飛躍的な進展 を遂げ,社 会の大量生産が迅速に発展 している時代
では,人 々が社会の発展のために生産 ・生活の中で冒さねばならない危
険 は,過 去のいかなる時代の危険 よりも遙かに大きなものとなる。新 し
い技術や科学研究 を導入する際 には,常 にそこに人々の生命 ・健康 ・財
産に対する危険が含まれる可能性がある。発展 と安全の両者の矛盾は,
先鋭化 しつつある。その例 として,核 反応を利用 したエネルギー供給 量
の増加が考 えられ よう。刑法,そ の他の全法律が,発 展の保障 と安全の
防衛の問で選択 を迫 られているとして も,ど のように適切 な妥協点を模
索 して,両 者の矛盾 を正確 に処理することがで きるだろうか。既に我 々
は,安 全のために核 を原料 とするエ ネルギー設備の発展をやめることが
で きない段階にある。 しか し,核 エ ネルギーの発展のみを追求 して,人
民の生命や財産の安全を無視することもで きない。この ように,価 値基
準は,過 失犯における危険分配に多大かつ直接的な影響 を及ぼす。正確
な価値観 と価値基準がない限 り,必 然的に方向性 を見失 うことになり,
危険分配の不均衡 と判決の不公正が避けられな くなるであろう。
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には広範な注意義務が課 されたが,歩行者の注意義務はご く僅少であ り,
事故が発生 した場合にはrほ とんど運転 手の責任が肯定 された。例えば,
大審院は,あ る交通事故 の判決で次の ように認めている。「自動車の運
転 手が,自 動車 を操縦するにあた り,常 に前方を警戒 し危害を未然に予
防す ることは,業 務 上当然の義務である。 自動車が進行する際,進 路 を
横断す る者に漸次接近 した ときは,単 に警笛を鳴 らし減速 しただけでは
足 りず,通 行人の態度姿勢その他の情況 に注意 し,い つでも停 車しうる
措置をとり,急遽危害 を避ける方法を講 じ,危 害を未然に防止 しうる余
地を残 しておかねばならない」。 さらに別の判例では,一 時停 車 し,歩
行者が通過 した後に再運転することが要求 されている。運転手に前述の
業務上の注意が欠け,自 動 車で歩行者 ををはねて しまったならば,業 務
上過失致死罪が成立する。
しか し,第 二次世界大戦後,日 本の 自動車数は大幅に増加 し,道路施
設や交通標識 も日増 しに完備 されs歩 行者 も交通規則を次第に尊重する
ようになるとともに,高 度経済成長の要求の ド,自動 車の社会的効用が
著 しく増大 した。 これに応 じて,自 動 車は高速運行が可能でなければな
らず,自 動 車の運行 を妨害 しないよう歩行者 に協力が求め られると人々
の意識 も変わっていった。この ような状況において,運 転手の注意義務
は縮小 され,歩 行者の注意義務が増大することになった。運転手 と歩行
者 との間の危険分配は,そ れ以前には運転手の 一方的な負担 とされたの
に対 し,現 在では相当の部分が歩行者側に移 され,運 転 手の危険負担が
減少 されている。 もはや,交 通事故が発生 した場合,一 律に運転手の責
任であると認め られな くなった。例えば,福 岡高等裁判所判決は,通 常,
歩行者が横断 しない場所で,自 動車の前方へ突然飛 び出 した歩行者 をは
ねて,死 傷 を発生 させ た場合には,歩 行者に注意義務違反があ り,運転
手に過失のないことを認めた。それ以降 も,類似の判例がみ られる。
このような事情 は,適切 な危険分配が,社 会の具体的な要求に合致 し,
対 立関係 にある双方の均衡に即 した処理 を考える必要のあることを示 し
ている。
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前述 した四つの過失形式は,行 為者の犯罪実行着手時における主観的
心理態度 を具体的に説明 したものである。 これ らは,予 備罪の時点 にお
ける行為者の主観的心理態度に関連するものではない。 この四形式は,
行為者が犯罪実行着手時にいずれかの思想意識の支配下にあることを明
らかに し,その形式の違いか ら,各 主観的悪性の相違がある程度説明さ
れるにす ぎない。そのいずれにも,罪 過 く責任 〉があるのである。
4.過失 に関 しては,な お二つの問題 について,さ らに検討が求め ら
れている。すなわち,危 険の分配 と信頼の原則である。これ らは,過 失
犯 を処理するにあたって,極 めて重要な意義を有 している。
危険分配 とは,過 失犯において,行 為者 と被害者が各負担すべ き注意
義務の程度 をどのように確定するか,つまり誰が注意義務に違反 したかe
という問題である。交通運輸や生産活動では,危 険発生の回避や安全保
障のために,関 与者各 自に相応の注意義務が課 され,一一hには多 くの義
務が求められ,他 方には僅かな義務 だけが求め られる。関与者間の危険
つ まり注意義務の具体的負担は,ど の程度に分配 されるべ きか。これが
危険の分配である。危険分配の問題 は,複 雑な問題ではあるが,社 会の
発展変化に伴い,最 終的には,社 会で対立す る法的地位にある各人の具
体的な 「社会生活上必要な注意」をどのように決定すべ きかという問題
である。
例えば,交 通事故で,自 動車の運転手が歩行者をはねて負傷 させた場
合,関 係当事者の過失を解決す るにあたっては,運 転手および歩行者に
対 して,具 体的にどの程度の注意義務が分配 されるべ きかが考慮 されね
ばならない。 日本ではT高 速交通手段 としての自動車に対する社会的評
価 に応 じて,そ の結論に変化がみ られる。第二次世界大戦前は,日 本の
自動車数は少な く道路 も完備 されていなかったので,歩 車道の区別 も横
断歩道 もな く,歩行者 も交通規則 をさほど守っていなかった。このよう
な状況下では,裁 判で自動車の高速交通 手段 としての地位が承認 される
ことなどあ りえず,歩 行者の安全保護が強調 された。それゆえ,運 転手
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能の軽信 とは,… 方では,行 為者が結果発生を回避可能であると希望 ・
信頼することである。他方では,行 為者が確実 に信頼で きる客観的根拠
もないのに,軽率にも回避で きると信頼 して しまうことをいう。例えば,
自己の熟練 した技術や豊富な経験,ま た客観的に有利な条件や他人の援
助により,危 害結果発生を回避で きると考える場合などがあろう。 しか
し,こ のような 主三観的評価が,軽 率で現実 に適合せず,危 害結果発生を
回避で きない ことは,事 実か ら明 らかである。例 えば,運 転手Xが,
追越 を強行すれば事故 を起 こす可能性 を知 りなが ら,自 己の技術 を信用
して何度 も追越を して,最 後に一台の大型重機車を追い越 した際に人身
事故を起 こ した。 このXは,自 ら追越の強行行為によって交通事故 を
起こす可能性 を予見 していたが,た だ 自己の高度な技術 に頼って事故 を
回避 可能 と軽信 した結果,交 通事故 を発生 させている。その行為時にお
ける運転手の心理状態は,認 識ある過失 〈過信の過失〉である。
認識ある過失 〈過信の過失 〉と間接故意の二つの心理状態 には}類 似
点がみ られるが,両 者の間には本質的な相違がある。両者の類似点 とし
て,第 一に,行 為者が自己の行為 によって社会危害結果を発生させ る可
能性 を予見 していること,第 二に,行 為者が危害結果の発生を望んでい
ないことが挙げられる。他方,両 者の相違は,次 の点に存する。認識あ
る過失では,行 為者は危害結果の発生 を望んでいないだけでなく,結 果
発生の回避 を望 むとともに,回 避可能であると信 じている。 これに対 し
て,間 接故意では,確 かに結果の発生を望んではいないが,結 果の不発
生を望んでいるわけで もな く,む しろ放任の態度に出ている。積極的に
結果 を回避 しようとした り,回 避措置 を講 じることもしない まま,結 果
の発生を成 り行 きに任せている。
過失を理論的に分類するならば,一 般過失(普 通過失)と 重過失,軽
過失 と重過失,積 極的過失(積 極的行為による一定の結果の発生。例 え
ば,車 両の運転中不注意にも歩行者 を礫 いて傷害 を負わせる場合。)と
消極的過失(消 極的行為による結果発生の不防止。例えば,鉄 道職員の
転轍機の切換遅れのために列車が衝突 した場合。〉に区分 されるllls。
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(3)行為者が結果発生の可能性 について認識を欠 くことが,そ の者
の軽率不注意 によるものであること。 これが,認 識なき過失 〈軽率不注
意 〉の本質であ り,行為者に社会的責任感の欠けること,社 会の共同生
活の規則が求める注意義務に違反 していることの現れである。
軽率不注意 とは,注 意力が散漫,い い加減であるために,真 剣にその
責任を果たさないことをいう。例えば,あ る薬局の臨時責任者が記憶 を
頼 りに表示のない薬品を硫酸ナ トリウムであると決めつけて薬局内で使
用 した ところ,薬 物中毒を起 こした5人 のうち3人 が死亡 し,調 査の結
果,砒 素中毒であることが判明 した。明らかに,こ の責任者は}薬 品の
取 り違えによる危害結果発生の可能性 を予見すべ きであったにもかかわ
らず,本 人の不注意ゆえに予見せずに重大な結果 を発生 させた・行為時
のこのような心理状態が,認 識 なき過失である。
3.認識ある過失 〈過信 による過失〉 は,行 為者 が自己の行為による
社会危害結果の発生 する惧れを既に予見 したが,こ れを回避できると軽




すること。一一一方では,こ の結果予見は,た だ結果発生の可能性 を予見す
るだけであ り,回避不能であることを予見 してはいない。他方では,結
果発生の可能性の予見は,具 体的でなければならない。すなわち,そ の
行為か らどのような危害結果が発生 しうるかを予見することであ り,結
果発生の可否 について知 りえない抽象的危惧感や不安感ではないのであ
る。 この点で,日 本の危惧感説(新 新過失論)と は区別される。この新
新過失論では,行 為者の予見可能性が危惧感の形態で予見可能であれば
足 りるとされるflO)。当然なが ら,危 惧感説は,現 代の科学技術の飛躍的
発展に応 じるべ く提唱 されたものであ り,こ の点に存在価値がある。
(2)行為者が危害結果の発生を回避 しうると軽信すること。回避 可
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結果 を予見すべ きであったのに,軽 率で不注意 にも予見 しない心理態度
をい う。 まさに,か ような心理態度により,自 己の行為が社会危害結果
を発生させた場合,過 失 犯 を構成す るのである。
2・認識 なき過失 〈軽率不注意な過失 〉には,次 の 三つの特徴があ
る。
(1)行為者は自己の行為によって社会危害結果が発生 しうることを
予見 しなければならない。予見すべ きということには,二 つの意味が含
まれる。第一一に,行為者 に予見義務があることである。この予見義務は,
法律,各 種の規則制度に定める共同生活の規範,長 年の蓄積により形成
された慣習法に由来す る。例 えば,屋 上から重い物 を落 とす場合には,
通行人に当たって殺傷する可能性が予見されるべ きであ り,飲 酒運転 で
は事故の発生が予見 されねばならない。第二に,行 為者がその時点で予
見能力を有することである。行為者の予見能力の存否の判断については,
刑法理論 上,主 観説(行 為者本 人の注意能力を判断基準 とす る見解),
客観説(社 会の 一般 人ない し平均 人の判断能力 を判断基準 とする見解)}
折衷説(注 意能力が 一般人より高い行為者には…般人の注意義務 を基準
とし,一 般人よりも低い行為者にはその行為者の注意能力を基準 とす る
見解)の 論争が従来か らある欄。我 々は,行 為者の予見能力 を判断する
にあたっては,そ の時点における行為者の主観的 ・客観的条件のすべて
を総合 して判断 にすべ きであると解する。すなわち,行 為者本人の心身
状況 ・知識経験の程度 ・能力などの主観的条件 と,行為時の気候 ・地理
条件 ・環境 などの客観的条件 とを全面的に考慮 して,事実 に即 した判断
をすべ きである と考える。 予見義務 と予見能力の両者は,同 時 に備わっ
ていなければならず,さ もな くば,行 為者が予見すべ きであったと認め
ることはで きない。
(2)行為者が 自己の行為 によって危害結果 を発生 しうる可能性 を予
見 していないときとは,自 己の行為による結 果発生の事前認識がないこ
とである。
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しか し,事 前故意 と事後故意 という分類は,非 科学的である。
第3節 過失の概念 と類型
1.わ が国の刑法15条は,「自己の行為が社会に危害を及ぼす結果 を
生 じさせる可能性 を予見すべ きであるのに,不 注意によって予見せず・
又は既 に予見 していたにもかかわらず結果 を回避することがで きるもの
と軽信 したため,こ れ らの結果を生 じさせ た者は,過 失の犯罪である」
と定めている。このことは,次 のことを示 している・過失 とは・行為者
が自己の行為によって発生 しうる社会危害結果 を,予 見すべ きであった
にもかかわらず軽率不注意にも予見 しない心理態度,ま たは4既 に予見
してはいたが回避可能 と軽信する心理態度 をいう。
過失の概念には,次 の二つの特徴がある。
第一に7過 失は,自 己の過失行為によって惹起 した結果に対する主体
の心理態度である。この心理態度は,結 果注意義務 に違反 して結果を予
見 しないこと,あ るいは結果回避義務に違反 して結果発生 を回避で きる
と軽信することに出現する。前者は,そ の行為によって惹起 される結果
についての行為者の予見義務 と予見能力であ り,本 来ならば注意力を集
中 してその結果を予見すべ きところ,こ の義務 に違背 して注意 を集中せ
ず予見 しなかったために,結果発生の予見が欠けた場合である。後者は・
行為者がその行為によって発生 しうる社会危害結果の可能性 を予見 し,
結果発生に至 る行為をやめて結果発生を回避すべ きであったにもかかわ
らず,こ の義務 に違反 して,自 己の危険な行為 をやめな くとも結果発生
を回避で きると軽信 した場合である。
第二に,過 失の行為 と過失の心理態度 とは,同 時性 と関連性 を備 える
べ きである。すなわち,そ れらは同時に存在 し1か つ相互に関連作用 し
なければならない。
過失 は,軽 率不注意な過失(認 識 なき過失)と 過信の過失(認 識 ある
過失)に 分けることができる。
認識 なき過失 とは,行 為者が自己の行為によって発生 しうる社会危害
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現実生活において,故 意犯の多 くは直接故意である。間接故意はそれ
ほど多 くはなく,通 常は次のような場合に生 じる。①行為者が犯罪意図
を実現する際 に,そ れにより惹起 される別の危害結果の発生を放任する
場合。例えば,甲 に毒を盛って殺害 しようとしたが,同 室の丙の毒死 と
いう社会危害結果の可能性 を放任する態度をとり,そ の結果丙が毒死 し
た場合。②行為者が非犯罪目的 を追求 して,そ れによる社会危害の発生
を放任 した場合。例えば,鳥 や猪 を撃つために,付 近の通行 人の殺傷 と
い う危害結果発生の可能性 を放任する態度 をとり,そ のために通行人が
撃たれて死亡ない し傷害を負った場合。③行為者がある直接故意犯を実
行す る過程で,そ の犯罪目的を達成するために,あ るいは,別 の行為を
実行するため,も う 一方の犯罪結果の発生を放任する場合。例 えば,甲
が乙女 を誘拐 したとき,遠 くか ら歩いて くる二人の警察官 に乙女が救助
を求める声 をあげたので,甲 が道端の密林で乙女の口を手ぬ ぐいでふ さ
いだ。その後,乙の顔色が青ざめ,生 命の危険があったにもかかわらず,
甲は人民警察官が接近 していたので敢 えて手を放 さず,そ の結果,乙 女
を窒息死 させた場合。
直接故意 と間接故意の両者は,異 なる主観的心理状態であ り,行 為者
の 主観的悪性 を反映する程度 も異なれば,そ のいずれの故意の支配下で
実行 されるかによって,行 為の社会危害性 も異なる。 一般 的に,前者の
直接故意の方が後者の間接故意 よりも重大であ り,量 刑に際 しては,い
ずれの故意であったかが考慮 されねばならない。 しか し,こ の ような区
別 を絶対化することは不可能である。いずれか一方を孤 立化 して片面的
に強調 し,事 件の全事情 を考慮 しないことがあってはならない。 また,
およそ間接故意による犯罪は,… 律に軽い刑罰 に処すべ きもの と決めて
かかってはならない。
故意の種類に関 して,刑 法理論では別の分類 もある,,例えば,確 定的
故意 と不確定的故意,偶 発的故意 と計画的故意,実 害故意 と危険故意,
積極的故意 と消極的故意 といった分類などである卯。このような区別は,
犯罪故意の政策的研究の進展に役立 ち,実務で も一定の参考価値がある。
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匿販売罪 にい う 「知 りなが ら」 は,上 級裁判所 お よび検察 の司法 解釈 に
よれば,次 の よ うに解 され る。す なわ ち,「被 告 人が鍼物 隠匿販売罪 に
い う 『知 りなが ら』行 った ものか否か は,・… 同人が犯罪 に よ り取得 さ
れた鍼物 であ る こ とを知 り,ま たは知 るべ きで あった に もかか わ らず,
賊 物 の隠匿 また はその販売代行 を行 った ことが立 証 されれば,『知 りな
が ら』行 った もの と認める ことがで きる」{7b
(3)わ が国 の刑 法14条に よれば,犯 罪 の故 意 には,行 為者が 自己の
行 為の社会危害性 を認識 す るこ とのみが 要求 され,自 己の行為 の違法性
の認 識 まで は求め られ ない。 この ため,・ 般 的 な事情下 では,行 為者が
自己の行為の違法性 を認識す るか否 かは,故 意犯の成 立に影響 しない。
3.わ が国の刑法14条の規定によれば,故 意 は,直 接故意 と間接故意
に分けられる。直接故意 とは,行 為者が自己の行為によって社会危害結
果が発生する惧れを知 りつつ,その結果発生 を希望する心理態度 をい う。
間接故意 とは,行 為者が自己の行為 によって社会危害結果が発生する惧
れを知 りつつ,こ の結果発生 を放任する心理態度をいう。直接故意 と間
接故意の両者は,認 識要素か らすれば,「行為者が 自己の行為 による社
会危害結果発生の惧れを知っている」 とい う点で一致す る。 しか し,両
者は意思要素で区別 され,直 接故意の意思要素は,社 会危害結果の発生
を希望 し,間接故意のそれは,社 会危害結果の発生を放任 している。社
会危害発生の希望 とは,行 為者がその結果発生 を積極的に追求 をするこ
とであ り,そ れを自己の行為の直接 目的 として,積 極的な行動 によりこ
の 目的実現 に努力することである。放任 とは,そ の自然の流れに任せる
ことをいい,危 害結果の発生 をなすが ままに して,危 害結果発生 を積極
的に追求 してはいないが,回 避措置をとらない ことをいう。
直接故意 と間接故意は,刑法理論上の区分であ り,刑法の条文上では,
故意犯 と総称 される。 したがって,お よそ各則の定める故意犯は,間 接
故意 を排除する特別な制約がない限 り,一 般的には直接故意 と間接故意
とを包括するものと解するべ きである。
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例えば,主 体 ・客体 ・行為 ・方法,行 為の対象 ・結果 ・因果関係,行 為
の時間的空間的条件などを,認識 しなければならない。しか し,主体は,
これらの要素を,一一般的概括的に認識するのみで足 り,正 確に精通 して
いる必要はない。その中には,専 門知識または法律知識がなければ,具
体的な限界を認識で きない事柄 もあるので,精 確 な認識は要求で きない
ことがある。例えば,幼 女姦淫 ・幼女売春強制勧誘 ・幼女売春などの犯
罪 にいう 「幼女」,嬰児幼児誘拐売 買 ・児童略取などの犯罪にいう 「嬰
児 ・幼児 ・児童」 らの年齢的限界については,刑 法規定や関連する司法




14歳未満の児童であることを,犯 罪行為時にその主体が予め知 ってお く
べ きであるとすれば,犯 罪主観面の故意は成立 しえない。これでは実際
に適合 しないばか りでな く,犯罪 を放任するに等 しい。その他,貴 重 な
文物,稀 少鳥獣,永 久的測量表示などにも同 じことがいえる。
(2)法律が明文で 「知って」 いなければならない と定める事実 に関
しては,主体がそれを明確に認識 している必 要がある。これについては,
刑法14条の規定のほか,「～を知 りなが ら」 と定める各則規定 に示 され
ている。例 えば,刑 法312条の 「犯罪 により取得 された賊物 であること
を知 りながら」,258条の 「他人に配偶者のあることを知 りながらJ,259
条の 「現役軍人の配偶者であることを知 りなが ら」,399条の 「無罪 と知
りなが ら」お よび 「有罪 と知 りなが ら」,363条の 「他人が狸褻の図書若
しくは雑誌を出版することを知 りなが ら」,360条の 「自己が梅毒又は淋
病等の重い性病 に罹患 していることを知 りなが ら」,214条の 「盗用 した
登録商標 を使用 している商品であることを知 りなが ら」などがある。こ
れ らの規定によって,主 体にその明確な認識のあることが要求 されてい
る。 ところで,「知 りなが ら」の解釈 は,各 条文が定める具体的な内容
と裁判上の実務経験に基づ いて確定 されねばならない。例 えば,賊 物隠
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免れようとし,妻 と狩猟 大会に参加することを決定 したが,そ の前 日に
銃の暴発によって妻が死亡したとしよう。確かに,甲 は妻の殺害の故意
を有 しているが,こ の故意は,妻 が暴発死 したときの行為 と同時性 もな
ければ関連性 もない。 したがって,故 意殺入罪は成立 しえず,過 失殺 人
罪あるいは偶然 〈意外 〉の事故 として処理する以外 にない。
2.故意の概念については,更 なる検討が求められている問題がある。
それは,故 意の認識要素の問題である。わが国の刑法14条では,行 為 ・
結果 ・因果関係の明確 な認識のみが定められているのに対 し,西側資本
主義国には,刑 法で 「法定の事実 に属す る状況」の認識について定める
国がある。それゆえ,こ れらの国では,理 論 上一・般 に次の ように認め ら
れている。「故意の成立には,行 為者が構成 要件の客観的事実 に該当す
ることの認識 を持つ ことが要求 される。構成要件に該当する客観的事実
は,行 為(行 為主体 ・行為客体 ・行為状況を含む。)・結果 ・両者の因果
関係に及び,これに関する全ての認識がなければ,故意は成立 しない。」㈲
わが刑法の故意は,す べての犯罪構成事実の明確 な認識まで要求するの
だろうか。この問題は,80年代初期に,幼 女姦淫罪が犯罪主体に 「幼 女
の認識」を要求するか否かの論争によって,重 大な実践的意義 をもつ理
論問題 となった。これを契機に,故 意の認識要素に関する研究 ・討論が
行なわれ,そ れ以来,認 識一一一要件説(犯 罪の客観的事実の認識 を要する
とする見解),二要件説(客 体 と犯罪客観面 とい う二つの事実の認識 を
要するとする見解),三要件説(犯 罪主体 ・犯罪客体 ・犯罪客観面の認
識を要するとす る見解)が 展開された。その具体的な点 については,さ
らに諸学者の意見が異なっている(fitO
我々は,故 意の認識内容 と程度に関 して,次 の二つの異 なる事情 を区
別 して考 える。
(1)故意犯は,主 体の意識的 ・目的的な犯罪活動であ り,行 為者 は
犯罪活動の全事情 につ き一般 的認識 を持 っていなければならない。犯罪
構成の観点か らすれば,行為者は,犯罪の主観面以外の全犯罪構成事実,
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我々は,そ の刑事責任の判定時には,当 然そ うするに至った影響 を充分
に斜酌 して,一 定の条件の 下ではその刑事責任を減軽 または免除す るこ
とがで き,場 合によ り犯罪 を構成 しないとな しうる。例えば,あ る既婚
女性が,白 然災害に見舞われ,人 身略取売買の被害に遭い,あ るいはそ
の他の客観的な原因のために零落放浪 し,生 活に迫 られて他人との結婚
を余儀 なくされたとして も,確 かに重婚罪の法定の犯罪構成 に該当 して
はいるが,重 婚罪は構戒 しないとすることができる。




生 じさせることを知 りながら,そ の結果発生 を希望 し,又 は放任 してお
いたために,犯 罪を構成 した者は,故 意犯 となる」 と定める。 この条項
の規定によればs故 意 とは,自 己の行為が社会危害結果を発生 させるこ
とを知 りなが ら,こ の結果発生 を希望ない し放任する とい う行為者の心
理態度である。
この概念は,犯 罪構成 の主観的故意について,次 の 二つの特徴 を示 し
ている。
第一に,故 意 とはw自 己の実行する犯罪行為 とその結果に対する主体
の心理態度 である。故意の構成要素には,認 識要素および意思要素 とい
う二つの要素がある。認識要素 とは,主 体が 自己の行為 によって社会危
害結果が発生する惧れを知ること,す なわち行為 と結果 との因果関係 を
明確に認識 していることである。他方,意 思要素 とは,主 体が自己の行
為による危害結果の発生 を希望 ない し放任す ることである。
第二 に,主 体の心理態度 とは,犯 罪行為の実行時 にお ける主体の心理
態度 であり,こ の行為 と心理態度 は,同 時に存在 して関連 する。 この特
徴が一つで も欠ければ,犯 罪構成の主観面 としての故意に含 まれない。
例えば,妻 を殺害 しようとする甲が,偶 発的な事故 に見せかけて懲罰 を
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って人間の理性 ・良心 ・行為の評価が損なわれることにはならない。 ま
さにその逆で,決 定論の観点に依拠 してこそ,極 めて正確な評価が可能
となるのであって,あ らゆる任意が 自由意思そのものだとする推論 には至
らない」ゆ のである。
かつてエ ンゲルスは,資 産階級社会で無産者が犯罪を犯す原因を分析
して,次 の ように鋭 く指摘 した。「困窮 した労働者は,幾 つかの選択肢
を迫 られる。ゆっくりと餓死 してい くか,直 ちに自殺するか,あ るいは,
奪って逃げることができれば所構 わず欲 しい物 を物色 しまわる盗人にな
るかの選択である。 もし大多数の人が,物 を盗む結果 として餓死 または




を正確 に評価 しえず,労 働者が負 うべ き窃盗罪の責任問題 を正 しく解決
しえない。資産階級の刑法が,無 産階級者の窃盗行為に厳 しい刑罰で臨
んでいるのは,資 産階級者 自身の利益のみを守 り,法律の正義を公然 と
蔑視 し躁躍するものである。
わが国での社会主義制度の建立は,通 常の生活 に必要な物質的生活条
件 と健康 な育成 を保障する良好な社会環境 とを提供 した。 一般的に,わ
が国の公民は,安 心 して生活 し楽 しく働 きなが ら規律や法 を遵守 しうる
ようになったので,犯罪 とい う選択肢を選ぶ必要はな くなったのである・
それゆえ,国法,社 会主義社会の共同生活上の規則 を無視 した場合には,
その社会危害行為が故意 または過失によって行われたのであれば,こ の
者が社会的な調責 と国家による懲罰を受けるべ きは,極めて当然である。
しか し,わ が国はなお社会主義の初級段階にあ り,未 だに生産力の水準
も非常 に低い。社会主義制度には,さ らなる完全化が必要であ り,多 く
の問題が今 なお存在 している。 これ らの点 を見逃 してはならない。 した
がって,極 めて特殊な事情下にあったため,行 為者が当時の具体的な社
会の環境や条件の切迫 によって犯罪 を行 ったことが確実であるならば,
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を増長させ,徐 々にその人的危険性 を強化 してい く。 この点に,犯 罪の
主観面が犯罪構成の全体的機能に重大な影響 を及ぼ し,定 罪量刑に重要
な意義 を持つことが,明 確に示 される。
4.資産階級の刑法学者によって 「結果責任」が厳 しく非難され,責
任主義が提唱 されて以来,「責任なければ刑罰な し」の原則はi既 に多
くの西側資本主義諸国の刑法における重要な原則となっている。 このこ
とは,間 違いな くr刑 法の大きな進展である。わが国の刑法 も,人 間の
自覚的 ・意識的 ・有意的な活動のみが責任を負 う,と するマルクス思想
の基本的出発点に基づ き,行 為者の思想意識や心理状態が,定 罪および
量刑 にとって重要な意義 を持つ とともに,犯 罪成立 と刑事責任に必要な
条件 になることを強調 している。犯意(犯 罪意思)が 欠ければ,犯 罪 も
刑事責任 もない。 これは,わ が国の刑法の重要原則である。マルクス主
義 も,犯 罪が人間の有意的 ・意識的な活動であることを認めている。心
理面から見ると,こ の種の意思 ・意識 を持つ活動の重要な特徴は,行 為
者が行動の自由を選択 したことを意識 してお り,彼 は自由に自己の行動
を選択で きることにある。 この種の選択決定の自由は,自 己の意思 と行
動が負っている認識 に密接な関連がある。 しか しなが ら,人 間の意思 も
行為 も,現実の生活では客観的な制約 を受けている。犯罪の意思活動 も,
犯罪者 自身が既 に形成 した個性 ・動機 ・生活 目標 による制約 を受けてい
る。 さらに,そ の犯罪者の個人的性格 ・動機 ・生活 目標 は,社 会生活条
件の影響下で形成 されている。 この点で,我 々の考 え方は,刑 事古典学
派が吹聴する抽象的 ・絶対的な意思 自由 とは,根 本的に異なっている。
しか し,人 間の意思活動が客観的環境 による制約 を受けることを認める
からといって,人 間の意思活動が,心 理学的に人を強制する外部の必然
であるとの理解 を意味するわけではない。それゆえ,こ のような活動 を
実現 した者に,自 己の行為に全責任 を負わせるのは妥当でない。 まさに
レーニ ンが指摘 したように,「決定論の思想は,人 類の行為の必然性 を
確定 しrい わゆる意思 自由 とい う根拠なき神話を克服 したが,こ れによ
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に外部化 され,そ の他の犯罪客観 面の要素 と相互に関係作用 しつつ,客
体 を侵害する主体の犯罪活動 を共同形成する。犯罪の主観面 は,犯 罪主
体 を犯罪客体 と結びつける精神的媒介 であり,犯 罪構成の全体構造に不
可欠な最高次の要件である。この要件が欠けるならば,社 会危害性 とい
う特性 を有する犯罪構成 は,有 機的統 一体 として組成されえない。
しか し他方,犯 罪の主観面は,犯 罪の意識 ・EI的・動機 ・故意 ・過失
などの心理的要素によって組成 される子系統である。 この犯罪主観面の
子系統 を構成する諸要素の うち,犯 罪の故意 ・過失が最 も重要な要素で
ある。なぜ なら,故 意 ・過失は,主 体が犯罪の実行 に着 手する際の最 も
主要な要素であ り,あ らゆる犯罪に備わるべ き心理態度であるか らであ
る。旧ソ連の刑法理論では,か ような心理態度は罪過 〈責任形式 〉と総
称 され,犯 罪の故意 ・過 失を罪過 〈貴任 〉の 二形式 とみな していた・
「罪過 とは,主 体が自ら実行する行為 とその結果について,故 意 または
過失の形式で表現する心理態度 をいう」{即。 この概念は,ソ ビエ トの通
説である。1996年のロシア連邦刑法典は,故 意 ・過失が罪過の二形式で
ある,と 法律で明定 した。わが国の刑法理論は,50年代 よりソ連の罪過
概念 を継受 し,今 日まで一貫 してこれを踏襲 している。
犯罪 主観面の組成要素は,各犯罪の具体的な犯罪構成 に応 じて異 なる。
しか し,単 に違 いがあるだけでなく,故 意犯 と過失犯,ま た,特 定の犯
罪 目的や,特 定の認識 を要件 とする規定 もある。その相違は,多 様であ
り,故意 ・過失 とその具体的内容に限っても,非 常 に複雑である。我 々
は,刑 法各則の具体的犯罪の各犯罪構成に依拠 して,犯 罪主観面の組成
要素について検討 を深めねばならない。その具体的特徴を理解 して初め
て,正 確 な定罪量刑が可能 となるのである。
犯罪の主観面は,一一方では,犯 罪主体の個性的特徴 と主観的悪性の表
現 として,ま た,外 部的犯罪活動 を制御す る主体の内心的要素 として,
犯罪行為 とその活動全体の特質 ・社会危害性 を直接 的に決定づけてい
る。犯罪の主観面は,他 方では,そ の主体の媒介により,外 部的犯罪活
動の反作用 として主体に影響 を及ぼす際 に,自 らの犯罪意識 と犯罪意欲
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じく犯罪故意を有す るものではない。 したがって,犯 罪主観面の定義づ
けにおいては,そ の過程 を無視 してはならずs陰 謀罪 ない し予備罪 にお
ける 註体の心理状態 を除外 してはならない。
z.過失犯では,犯罪活動の過程が故意犯の場合ほどに明確ではない。
しか し,そ の過程 を認める必要のあることは,過 失犯でも同 じである。
したがって,過 失犯の セ観面 も,危 害結果 に対 して,過 失行為の実行時
にその主体が有する過失的心理態度である,と 結論づけるだけでは足 り
ない。実際に,過 失犯に関す る刑法の条文も,こ のことを明確 に指摘 し
ている。例えば,「航空関係の従業員が規則又は制度 に違反 して重大な
航空事故を引き起 こ し… ・」 と定める131条,また,「=1二場,鉱 山,営 林
業,建 設業,又 はその他の事業体の従業員が,管 理 に服 さず又は作業の
規則若 しくは制度 に違反 して,又 は規則に背いた危険な作業 を他の従業
員に強制的に行わせてT重 大な死傷事故 又はその他の重大な結果を生 じ
させた場合は… ・」 と定め る134条は,過 失犯の過程について明示 して
いる。すなわちs主 体が,規 則や制度 に違反 した り,他 の労働者に規則
違反の作 業を強要 して,重 大な事故 を発生 させる過程では,主 体の主観
面は,危 害結果に対する過失の心理態度の現れであるのみならず,規 則
や制度への違反 という点で,あ るいは他の労働者に対す る規則違反の作
業強要という点では,故 意的心理態度の現れで もある。
3.ま さに我 々は,こ のような考え方に基づ き,犯 罪の主観面を 「犯
罪活動の遂行時点における犯罪主体の意思活動」 と定義する。犯罪の主
観面は,犯 罪 主体の思想意識 として,犯 罪活動の過程における一・連の感
性的動作 ・行為 を支配 し,犯 罪活動の過程で内心的な制御要素 となる。
故意犯 ・過失犯に関わ りなく,い かなる犯罪であれ,そ れは,主 体の犯
罪の思想意識が外部 に表現 された ものである。毛沢東は,「思想な どは
主観であるが,動 作や行動は,主 観が客観的な もの として現れたもので
ある」 と述べているlP。犯罪の主観面は,犯 罪の行為 ・態様 ・手段 など
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故意犯において,犯 罪 とは,目 的的な活動の過程である。犯罪主体は,
犯罪の動機 ・動因に促進 されて犯罪 目的を形成 し,こ うして犯罪の方
式 ・方法 ・順序 ・手段が内心に設定 されることで,徐 々に犯罪の故意を
形成 しつつ,犯 罪の実行 に着手する。 この過程に要する時間は,突 発的
ない し偶発的な犯罪では短 く,計画的な犯罪では長い。しか し,問題は,
その長短ではな く,そ れが一つの過程であって,そ こで犯罪活動の主観
面 と客観面 とが相互に密接 に関係 して作用することである。伝統的な刑
法理論 によると,故 意犯には,犯 罪の予備 ・未遂 ・中止 ・既遂 とい う発
展過程が認め られているが,犯 罪の主観面 を分析す るにあたって,犯 罪
意思の形成過程が軽視 されている。そのため,犯 罪の主観面は,「行為
によって惹起 される社会危害結果に対 して,行 為者がその行為時に有す
る心理態度」であると結論づ けられている。 しか し,こ の ような捉え方
は,犯 罪着手以前の主体の態度を全 く問題 としていないので,不 完全で
ある。犯罪の主観面 には,犯 罪主体の行為着手時における心理態度だけ
でな く,犯罪の予備陰謀行為時における主体の意思活動 も含 まれる。予
備罪での犯罪主体は,犯 罪のために道具 を準備 した り,条件 を整備 して
いるだけであ り,犯罪の実行に着手 していない。それゆえ,そ の主体は,
主観的に犯罪の意図 ・目的 ・動機 を持つにす ぎず,犯 罪直接実行時に特
有の犯罪故意を有するとはいえない。陰謀罪での犯罪主体 も,犯 罪のた
めに他人と通謀 して犯罪実行の共同謀議を しているだけであるから,同
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第一二に,犯 罪の客体 は,犯 罪構成系統構造の両極の 一つ として,犯 罪
の主体および犯罪の主観面 ・客観面 と同…・次元におかれる構成要件であ
って,い かなる犯罪構成に も必要な要件で もある。しか し,行為対象は,
犯罪客観面の 一要素にす ぎないため,犯 罪構成の構造順位において,犯
罪客体 より低い位置にある。 しか も,行 為対 象は,大 多数の犯罪の犯罪
構成 に必 要な要素であっても,ご く少数の犯罪,例 えば刑法316条の脱
走罪の場合には,好 対照であって,そ の犯罪構成 に必要な要素にされて
いないこともある。
第一三に,い かなる犯罪 も,必 然的に一一定の社会利益,す なわち…定の
犯罪客体 〈法益 〉を侵害す る。 しか し行為対象は,必 ず しも犯罪による
侵害を受けるわけではない。例 えば,銃器弾薬不法製造罪における弾薬,
商標冒用罪 における商標などがそれである。 もちろん,多 くの行為対象
が犯罪により侵害 されることもある。例 えば,虐 待罪 における家族構成
員,不 法狩猟罪における珍 しい禽獣,林 木盗伐罪における木材,殺 人罪
における自然人などがそれである。
(ユ)犯 罪 の 客 体 概 念 の 変 遷 お よ び わ が 国 の 犯 罪 客 体 に 関 す る論 争 につ い て は ,
fll∫兼松 著 『犯罪 構 成 系統 論 』([#1国法 制iii版社1995年版)第6章1節 を 参照 。
(2)菰 宏 章 『利 益論 』(迂 宇 大学 出版11991年版>21頁 。
(3)肖 前 編 『歴 史 唯 物L義 原 理 』 〈修 訂 本 〉(人 民 出 版 社199玉年 版)115-116
頁 。
(4)『 マ ル ク ス ・エ ンゲ ル ス選 集』 第2巻537頁 。
(5)前 注(4>第 ユ巻69頁。




(10)『{1沢東 選 集』 第4巻1317頁。
(11)『都 小'r文選』 第2巻(人 民 出 版 杜1994年版)175頁。
(12)ワ トフ ス キ ー 著 『科学 思 想概 念 の 基礎 』(求 実 出版 桂1988年版)290頁。
(1004} 何 乗松編 著 ・刑法孝文科 井(総 論編9章 一12章) 57
害を意図 していたのであれば,そ の犯罪客体は乙の健康 とい うことにな
る。ある刑法の著者は,犯 罪客体 と行為対象の区別を絶対化 し,完全に
その内部関連 を切断する。こうして「犯罪の客体が犯罪の性質を決める」,
「犯罪 〈行為〉の対象は犯罪の性質を決めない」 と認識することは,正
確 とはいえない。犯罪客体 と行為対象が,本 質 と現象との関係 に立つの
であれば,その関係 は差異を有 しなが ら統 さ れるというべ きであろ う。
なぜなら,い かなる本質も一定の現象を通 じて表されなければならない
し,い かなる現象も本質的なものを有するのである。それゆえ,両 方 と
も,あ る程度犯罪の性質を決める。ただ直接 に犯罪行為の侵害性 を反映
す るものなので,後 者は,直 接 に犯罪行為の侵害性 を反映で きないので
ある。ある刑法の著者は,電 線 を盗 む事件 を例 として,犯 罪 〈行為 〉対
象が犯罪の性質 を決める ものではない ことを説明する。例えば,「同 じ
く電線 を盗んで も,甲 が盗んだのは倉庫に積み込まれた準備用電線であ
って,他 方,乙 が盗んだのは空中に枷せ られた送電線であるとき,前 者
は窃盗罪,後 者は電力設備破壊罪に該当する。両者の区別は,犯 罪 〈行
為 〉対象に表現 される社会関係の違いにある」。 この ような分析は,正
しくない。弁証法的唯物観によれば,電 気輸送線 として使用 されている
電線は,単 純 な電線 ではな く,電 力設備の有機的構成 部分である。それ
は,ま さに時計内の歯 車の ように,単 純な歯車ではな く,既 に時計の有
機的構成部分になるわけである。このような電線 を盗むことは,つ まり
電力設備に対す る破壊 となる。 よって,甲 の窃盗行為の対象は電線であ
って,乙 の窃盗行為の対象は電線ではなく電力設備である。両者の区別
は何 よ りも行為対象の違いであって,こ の対象の表す社会関係(利 益)
がそれによって違って くる。対象が同 一であるにもかかわらず,異 なる
社会関係(利 益)が 表現 されることはない。
ここで強調すべ きは,犯 罪客体であれ,行 為対象であれ,そ れらが犯




意味からすると,客 体 と対象 との間に区別はない。 しか し,刑 法学の特
別な要請から,わ が国の伝統的な刑法理論は,犯 罪客体 と犯罪対象を区
別 して論 じてきた。これに対 し,我 々は,犯 罪対象 を行為客体 〈行為対
象〉へと改めるべ きとの認識 に立つ。こう考 えると,犯 罪対象 といわれ
てきたものの犯罪構成にお ける位置づけが,よ り正確 に反映 されうる。
なぜな ら,対 象はa行 為 と同 じく,犯 罪の客観的な要素に属 しているか
らである。対象とは,人,物,情 報のように,犯 罪の客観的要素 である
行為 によって侵害 され直接の標的とされるものである。これに対 し,犯
罪客体 〈法益〉 とは,犯 罪主体 とその(主 観面 と客観面 を含 む)犯 罪活
動によって侵害 される社会的利益 であり,犯 罪構成の全体構造における
二極の うち,犯 罪主体 と相反するもう一方の極 をなすものである。両者
を厳格に区別すると,そ の セ要な相違点は,以 ドのようになる。
第 一に,行 為の客体 〈行為対象〉とは,主 体の行為により侵害 または
直接 に指示 される具体的事物(人,物,情 報)で あるため,人 間の器官
と感覚で感知 されうる物である。 しか し,犯 罪の客体 〈法益 〉は,主 体
の犯罪活動により侵害 される事物の本質であ るため,感 覚 と器官で単純
かつ直接 に感知することがで きず,そ れを抽象的思惟 を通 じてこそ把握
で きる。両者の関係は,ま さに現象 と本質の関係 に立つ。各犯罪構成 に
とって,行 為対象は,犯 罪客体の確定に,極 めて重要な意義 を有する。
なぜならば,人 々の事物 に対する認識はr常 に現 象に従って取得 され,
現象を通 じて本質を認識するか らである。ゆえに行為対象は,し ば しば
犯罪客体確定のための重要な要素の一つであると解 される。 しか し,そ
れを他の 主客観的要素 と連結 して,全 体的に考究 しなければな らない。
例えば,甲 の発砲により乙が狙撃 され重傷 を負った場合,そ の行為によ
って侵害 される対象は乙であるが,犯罪の客体は乙の生命である場合 も,
乙の健康である場合 もある。そのいずれであるかは,単 純に行為の対象
から確定 されえず,必 ずこれを甲の主観的要素と結 びつけて考察 した上
で確定 されねばならない。その場合,甲 が主観的に乙の殺害を意図 して
いたのであれば,そ の犯罪客体 は乙の生命 となり,甲 が主観的に乙の傷
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の同類客体 と対応する各類の犯罪は,次 のようになる。公共安全危害罪,
社会主義 市場経済秩序破壊罪,国 民人身権利民主権利侵害罪,財 産侵害
罪,社 会管理秩序妨害罪,国 防利益危害罪,横 領賄賂罪,涜 職罪お よび
軍 人職責違反罪である。
(3)犯罪の 一般客体 〈一般法益 〉,犯罪客体 〈法益 〉の一般性
刑法における犯罪の一般客体 は、あ らゆる犯罪に共通する侵害法益 を
いう。 その共通法益 とは,社 会主義社会の利益 である。ゆえに犯罪の 一
般客体 は,あ らゆる犯罪で侵害される法益の総体で もある し,その共通
本質にもあたる。社会主義社会の利益は,一 つの様 々な利益で構成 され
る有機的統一体であ り,当 然に犯罪の同類客体 と直接客体の法益 も含 ま
れる。このほか,す べ ての犯罪は,そ の直接客体あるいは同類客体が ど
ういう利益であるかを問わず,結 局,社 会主義社会の利益 に対する侵害
というべ きである。これは,す べての犯罪客体の共通性質であろう。 こ
の共通性質は,単 純な共通点ではな く,客体の本質であ り,犯罪客体の
解明によって,犯 罪構成の社会的政治的意義および階級的本質も明らか
にす ることになる。 しか も,犯 罪概念の本質的特徴 たる 「社会危害性」
は,法 益の共通性 と密接に関わっている。
犯罪の一般客体 ・同類客体 ・直接客体の関係は,一 般 ・特殊 ・個別 と
いう関係にあたる。 これ らの関連性 は密接である。 一般は個別 と関連 し
ながら存在 し,個別か ら乖離 した一般 はあ りえず,逆 もまた同 じである。
そ して特殊は,一般 にとっては個別的な存在であるが,個 別にとっては
一般的な存在である。上述 したのは,こ の三者の関連であって,一 般客
体 ・同類客体 ・直接客体の繋が りである。この三者関係から見ると,犯
罪の一般客体 は,犯 罪主体の一般 として存在す る。 しか し,他 面では,
犯罪の一般客体 は,ま た犯罪客体の種類 として,犯 罪客体の概念 と一致
する。この意味で,犯 罪の一一般客体 とは,犯 罪客体のことである。
第3節 犯罪客体 と行為客体
前章で既に指摘 したように,客 体 という用語の語源およびその基本的
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であ る。例えば,強 盗罪は,あ る国の刑法がそれ を人格的利益侵害罪
〈人身権利侵害罪 〉に含め,あ る国の刑法がそれを財産侵害罪に含める。
刑法理論界においても,人 々は,た びたび犯罪客体に対す る注目基準お
よび評価結果の相違によって,理 論上の犯罪分類 と刑法各則の理論体系
の構築につ き,異 見と相違 を導いている。
ここで指摘すべ きは,刑 法各則の条文 に定める犯罪は,数 種の法益 を
侵害するものがあるとして も,こ れらの被侵害法益は当該犯罪構成にお
ける地位 と役割が異なることである。その中には,被 侵害法益が当該犯
罪を構成する要件 に当たるもの もある し,当 該犯罪の結果的加重犯の要
件 に当たるものもあ り,当 該犯罪の加重 もしくは重き情状の要件に当た
るもの もある。犯罪客体の犯罪構成内部 における異なる構造を深 く分析
することも,正 確 な定罪量刑 に重要な意義を有す る。
(2)犯罪の同類客体 とは,同 種の犯罪で同時 に侵害 される法益のこ
とをい う。
同類客体は,一 定の犯罪の共通属性であって,刑 法の犯罪分類の基礎
にあたる。 ・般的にいえば,「ある種の共通属性 を有する事物 は,そ の
属性 を生み出す類 といえる。この事物は,他 面において何等かの違いが
あるかどうかに関係 な しに,少 な くともこの種の属性 において相互に対
等な関係 を備える」q2)。例えば,わ が刑法各則の第…章 に規定する各犯
罪の犯罪構成は,す べて自らの特徴 を数多 く備えている。その危害性 も
異なるが,こ れらに侵害される法益はすべ て国家の安全であるため,こ
れがその共通属性 にあた り,こ の点で相互 に対等な関係 を備えている。
そこで,立 法者がこれ らを…種類 にまとめて,国 家の安全を害す る罪 と
す る。刑法各則の他の各章における分類基礎 も,同 様 に各犯罪の侵害法
益の共通性sす なわちその同類客体 を取 り」二げている。 この ような共通
客体の順序 は,次 のようになる。社会主義社会の公共安全,社 会主義社
会の市場経済秩序 と経済利益,国 民の人身権利 と民主権利,国 家 と国民
の財産,社 会主義社会の管理秩序,国 防利益,国 家政権による廉潔な政
治の建設,国 家機関の機構機 能の健全,国 家の軍事利益である。 これ ら
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(1)犯罪の直接客体 とは,あ る犯罪行為によって直接 に侵害 される
特定法益(法 律で保護 される利益)を いう。
例えば,殺 人罪で直接 に侵害 される客体は,他 人の生命であって,傷
害罪で直接 に侵害 される客体は,他 人の健康である。婚姻 自由干渉罪で
直接 に侵害 される客体は,他 人の婚姻の 自由である。直接客体は,一一定
の犯罪構城 の有機的構成部分であって,直 接 に当該犯罪行為により侵害
される法益の社会的性質を反映 しなが ら,犯 罪構成の他の要素と共に当
該犯罪の性質特徴およびその侵害性 を画定する。
犯罪行為 は複雑 な性質を有す るため,あ る犯罪で侵害 される法益は,
一つだけではな く,数個のことが多い。例 えば,強 盗罪は,直 接 に公私
の財産を侵害するだけでな く,他 人の生命 ・自由 ・健康などの人身の権
利 も侵害する。婦女児童誘拐罪 も,婦 女 ・児童の人身の自由 と安全を侵
害すると同時 に,社 会治安 も害す る。これらの犯罪によって直接侵害 さ
れる法益の数量に応 じて,直 接客体 はsさ らに単純客体 および複雑客体
の二種 に分け られる。特定犯罪が,た だ一つの法益 を侵害する場合は,
単純客体に属 し,特 定犯罪が二つ以上の法益を侵害する場合は,複 雑客
体に属する。同一犯罪で侵害 される数個の法益は,場 合によって,同 じ
法益に属することも,異 なる法益 に属することもある。このことは,侵
害 される法益の種類による犯罪の分類 と刑法各則体系の構築 に困難 をも
た らした。例えば,強 盗罪の侵害法益は,生 命 ・健康であるためrこ れ
を人身権利侵害 に編 入することもできるし,ま た,そ の侵害法益 は,公
私の財産でもあるため,そ れを財産侵害罪 に編入することもで きる・こ
の ような場合,立 法者は,一 般的に,当 該犯罪の侵害法益 をさらに区分
し,犯 罪により侵害 される主要法益を主要客体 と称 し,犯 罪で侵害 され
るその他の法益を副次的客体 と称する。同時に犯罪の主要客体に従って,
犯罪の分類 と刑法各則体系の建立 を行 う。 しか し,世 界各国の立法者が
犯罪客体の区分につ き注 目す る基準は,異 なってお り,そ れに対する評
価の結果 も違 っている。そのため同一犯罪に対す る分類 も異なることに
なる。 これが,各 国刑法 に犯罪分類に大 きな違いが存在する主要な原因
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る分類お よび構図として,刑 法各論体系の基礎 となる。
この ように犯罪客体は,重 要であるにもかかわ らず,刑 法 には明確に
犯罪客体 を掲げる条文が数条 しかない。例えば,刑 法420条の軍人職務
違反罪の客体は,「国家の軍事利益」 と明定 している。その他の大多数
の条文は,こ の ような直接的で明確な表現 を用いていない。 よって,犯
罪客体の確定に関 しては,主 に刑法理論により解決が図られている。
各具体的犯罪構成の客体 を科学的に確定す ることは,・ つの複雑かつ
困難な任務である。現在わが国の刑法の著作は,犯 罪構成の客体 に関す
る区分について,非 科学的 ・非合理的なものが多い。例 えば,殺 人罪の
客体 を人間の 一種の権利である生命権 にまとめることも適 当なもの とは
いえない。なぜ ならば,人 間は自然属性 と社会属性の統…体にあたるか
らである。殺 人は,根 本的に,人 間の存在を消滅す ると同時に,人 間の
全属性(自 然属性 と社会属性)お よび社会的価値 も消滅することになる。
侵犯 されるものは,人 間に属する権利の一種ではない。それゆえ,殺 人
罪の客体は,人 間の生命権ではな く,人 間の生命であるというべ きであ
る。我々は,現 在,各 具体的犯罪構成の客体 を科学的に確定で きる理論
を用いて,こ のような複雑かつ困難な問題 を解決することが必要不可欠
であ り,急 務であると感 じている。
第2節 犯罪客体の類型
犯罪客体 〈法益〉の分類 と犯罪客体 〈法益 〉の実質的内容 としての社





犯罪客体 〈法益 〉は,そ の範囲の大小 に応 じて,直 接客体 〈直接法
益〉 ・同類客体 〈同類法益〉 ・一般客体 〈一般法益〉の三つに分類 され
る。
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領土保全 ・人民民主専政制度 ・社会主義制度 ・社会秩序 ・経済秩序 ・国
有財産など,国 家 ・社会の利益を包括す るものだけでな く,集 団財産 ・
個 人財産 ・国民の人身の権利など,集団あるいは個人の利益 も含まれる。
その内容は非常 に広範なものであるが,刑 法13条には次のような規定 も
設け られている。つ まり,こ れらの利益 に対す る侵害は,「法律 によっ
て刑罰の懲罰 を受けるべ き」程度に到達 しなければ,犯 罪が構二成 されな
いことである。 もし利益侵害が重大 なものではな く,「情状が著 しく軽
微であって,危 害 も大きくない」 と認められれば,犯 罪 にはな らないと
されている。
第三に,犯 罪の客体 〈法益〉は,主 体の犯罪活動によって侵害 される
社会主義社会の利益でなければならない。社会利益が単に客観的に存在
するだけの場合は,犯 罪の客体でも,犯 罪構成の有機的構成部分で もな
い。社会利益が犯罪主体の対象的活動 によって侵害 される標識であるか
らこそ,犯 罪主体 との間に侵害 と非侵害の関係が提立 され,初 めて犯罪
の客体および犯罪構成の有形的構成部分になるのである。ここにいう侵
害 と非侵害は,犯 罪構成の全体構造 における主体客体関係の本質であっ
て,こ のような本質関係が欠けると,犯罪客体にとなることもできない・
しか し,主客体間の侵害 と非侵害は,犯 罪活動 を通 じて提立されたもの
であって,犯 罪活動が一つの動態過程にあたる。 セ体が客体をその侵害
目標 に確定 し,そ れに対 して実際行動 を行 うとき,主 体が犯罪の予備行
為を行 うときか ら,この侵害 と非侵害の関係が既に提 立される。そこで,
主体 による客体への侵害は,一一つの過程 として理解 しても良いが,客 体
に現実の損害を与えただけで良いと理解 してはならない。
犯罪客体は,犯 罪主体 と対応す る一極 として,犯 罪構成 の全体構造に
おいて極めて重要な地位 を占める。これは,客 体 なき主体 も犯罪構成 も





として,当 然 に全社会に存在する共同利益の保護 も配慮す る。社会主義
社会における社会 主義生産の根本 目的は,増 大 しつつある全社会構成員
の物質的 ・精神的生活の需要 を満足 させ ることである。 各社会構成員間
お よび国 ・集団 ・個 人間の利益の根本的一致 も,こ れによって決 まる。
こうして,刑 法で保護 されるのは,各 種の異 なる利益で構成された…つ
の完全な社会主義社会の利益体系である。この利益体系の内部 にも差別
と矛盾が存在するとはいえ,そ れは根本的に統一的な もの といえる。か
つて,都 小平は,次 の ように指摘 した。「社会主義制度の下 において,
個 人利益 と集団利益 ・局部的利益 と全体的利益 ・ ・時的利益 と長期的利
益 は,究 極的には統…的なものである。我々は,こ れを全面的に考慮 し,
統 一的に処理す る原則に従 って,各 利益相互の連関系を調整 しなければ
な らない」(11)。いかなる犯罪 も,一一一定の利益 に対す る侵害であって,そ
の侵害は,個 人利益 または集団利益に対するものでも,国 家利益 または
全社会利益 に対するものにもな りうる。 しか し,そ の侵害は,い かなる
利益に対す るかに関係な く,す べて社会主義社会の利益に対す る侵害に
なろう。
第二 に,犯 罪の客体 〈法益〉は4刑 法が保護する社会主義社会の利益
である。刑法で保護 される社会利益は,極 めて広範であって,実 際に全
社会主義社会の利益に厳重なる危害が及ぶ場 合には,刑 法 を用いてその
保護に努めなければならない。換言すれば,あ る社会利益が刑法の保護i
を受けられるか否かは,そ の種類 によるものではな く,む しろ侵害の程
度 によって決められる。これは刑法 自身の性質および特徴による。刑法
は,社 会防衛の最 も厳重な 手段 として,民 法 ・経済法のように,た だ特
殊分野 または 定 範囲に属する社会利益に限 って保護 を与えることもで
きない し,社 会利益が侵害 される程度 を区別せずに,… 律 に刑法をもっ
てそれを保護iすることもできない。こうして,犯 罪客体は刑法で保護iさ
れる社会利益でなければならないことにな り,刑 法で保護 されない社会
利益は,侵 害 を受けても犯罪客体 に属 しえないことになる。わが刑法13
条の規定から判明するように,犯 罪 により侵害 されるのは,国 家主権 ・
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東 も,次 の ように指摘 した。「マルクス ・レーニ ン主義 の基本原則 は・
大衆に自らの利益を認識 させ,し か も団結 して自らの利益のために努力
することである」t11?1。
要するに,利 益 とは,深 遠かつ内容豊かな意義 を有する社会的な思惟
形式である。「利益」を用いた犯罪客体概念の区分には,い くつかの利
点がある。①利益の内容は,広 範でほぼ全社会 を包含するため,犯 罪に
より害 される生産力 ・上部構造 ・自然環境のすべてを,社 会利益に対す
る侵害 に納めることがで きる。②利益は,多 様 な可分性 を有 し,犯罪客
体の具体的で多様な要求に適合することがで きるため,犯 罪客体の内容
について科学的な区分が期待できる。例 えば,犯 罪客体 を政治利益 ・経
済利益,あ るいは世界の平和 ・国家の安全 ・他 人の生命財産に分けるこ
とが,そ れである。③利益は,利 益主体の特徴 を通 じて,犯 罪客体の社
会的属性お よび階級的属性 を明 らかにす る。こうして,犯 罪の社会的 ・
政治的意義 も明確化 される。例えば,犯 罪が人民民主尊厳の国家利益 ・
人民の利益 ・プロレタリア階級の利益 ・人類の利益 を侵害することを指
摘す ることが,そ れであ る。④ 利益 は,深 遠な意義 を有 しているが,
人々に理解 されやすいので,既 に多 くの人々に受 け入れ られ,広 範 に使
われている。それゆえ,犯 罪客体は,犯 罪 により侵害 される 「社会主義
社会の利益」である。この ように要約することが比較的に科学的である,
と我々は解する。
社会利益 は,あ らゆる社会において,各 種の利益か らなる有機的統 一
体である。 しか し,各 社会には特定な性質があることを認めざるをえな
い。異なる性質を持つ社会の利益 と内容は,同 じものではな く,各 利益
主体間の利益関係 も違 うであろう。そこで,異 なる性質を有する各種の
社会利益の機能 ・制度 を分析するにあた り,歴 史的 ・具体的方法が要求
される。搾取階級社会 において,搾 取者 ・非搾取者間の利益は,直 接 に
対抗する。その刑法で保護iされる利益 も,主 として少数派たる搾取階級
統治階層の利益であろう。 まず彼らが統治階層の生産方式 ・上部構造 ・
その他の社会的条件 の建設 ・維持 に依拠 しながら,こ れを支援するもの
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利益は,一・定の 主体の物質的生活および精神的生活の需要を満足 させ る
ために,一一定の数量 ・質量の物質的資料 を占有することをい う。その特
徴 と満足の程度は,生 産力の発達段階 と切 り離せない」i;37。生産力の本
質は,人 々が自らの知恵 と能力を用 いて自然界を克服 ・改造 して,自 ら
必 要な物質的利益性 を取得することにある。生産力は,あ る意味では,
人々の利益需要 を満足 させて,全 面的に発展 させる能力である。 これが
物質利益の自然的基礎である。党の基本方針は,経済建設 を中心 として,
生産力の発展 と全国民の基本利益 を重視する。都小平は,「社会主義 の
現代化建設が,我 々の 目前にある最大の政治課題である。それは,全 人
民の最大利益および最 も基本的な利益を代表 しているからである」 と指
摘する。他方では,物 質利益 と生産関係 との間には,内 在的で不可分の
関連がある。生産関係 は,物 質的利益の社会的基礎であって,物 質利益
を決定 ・制約 ・体現する役割 を果たす。エ ンゲルスは,次 の ように指摘
する。「いずれの社会の経済関係 も,ま ず利益 として表される11。 さら
にr… 定の経済的・基盤の上 に成 り立つ政治 ・思想のr部 構造 も,同様 に
利益 と密接 に関わる。「国家は,資 産者が国内外で相互 に自らの財産 と
利益を保障するために構戒 した一種の組織形態にす ぎない」鼎。「法律は,
社会全体が共同で一定の物質生産方式により産出する利益 と需要を体現
したものである」岬。階級 と階級闘争 において,あ る社会各階級の生成
は,ま さにその共同利益 を基礎になされる。エンゲルスのい う階級闘争
とは,「まず経済利益のため に行 われるものであって,政 治権力 はただ
経済利益実現の 手段 にす ぎない」ゆ。事実,人 々のあらゆる目的の活動
は,す べて 自らの利益実現のため になされる。「人々が努力 して勝 ち取
るすべ ての ものは,彼 ら自らの利益 と関連する」 とマルクスはいケ ・・。
プロレタリア階級の人民群衆の指導 ・闘争 も,プ ロレタリア階級 と人民
大衆の利益のためになされる。「共産党宣言」が明言するように,「過去
に行われた全運動 も,少 数者あるいはその利益のためのものであった。
しか し,プ ロ レタリア階級の運動は,絶 対多数者あるいは絶対多数の
人々の平和のために行われる独裁的な運動 といえる」酬。同様 に,毛 沢





第1節 犯罪 客体 の概 念
犯罪の客体 〈法益 〉 とは,犯 罪 主体 の犯罪活動 に よって侵 害 され,刑
法で保護 され る社会主義社 会の利益 をい うi。 この概 念 によ り,次 の こ
とが表明 される。
第一 に,犯 罪の客体 〈法益 〉 は,社 会主義社会 の利益 である。 このマ
ル クス主義の観点 を根拠 とす る利益 は,人 間の生存発展 の需要 と客観世
界 との関連 か ら得 られ る もので ある。 ここにい う需要 とは,人 間の外 部
対 象へ の依存 関係 で あ る。 入間の需要 には,創 造 ・享用す る衣 ・食 ・
住 ・業 の物 質的必 需品 な ども含 まれ る し,創 造 ・享 用す る精神的財産 お
よび人間の尊厳 ・安全 ・感情 の満足 ・維持 のため に人間 として享有すべ
き権利 な どの精神的需要 も含 まれ る。利益 はsこ れ らの需要 を満足 させ
る保 障要件 にな る。 「利益 とは,… 定 の社会形式 の 下で,人 間の活動 で
実現 され 主体 の要求 を満足 させ る一一定数量 の客体対 象であ る」(%
利益 は,極 めて広 範 な社会的 な思惟形 式の一一つで ある。 お よそ 人々の
生存お よび発展 の需要 を満足す る もの は,利 益 と総称 され る。異 なる観
点 と段階 に応 じて,利 益 は,物 質的利 益 と精神 的利益,一 時的利益 と長
期 的利益,一一般 利益 と基本利益,局 部利益 と全体利 益等 々に分 ける こと
が で きる。 しか し最 もよ く見 られ る区分 は,利 益 主体 に応 じて,利 益 を
社 会利益(国 家 と人民 の利益)・ 集団利益 ・個 人利益 に分 ける ことであ
る。 これ らの 異なる利益 は,競 合適用す る ことがで きる。例 えば,プ ロ
レタリア階級 の長期 的利 益 と一時 的利益,あ るい は国家の経済利益 ・政
治利益 ・軍事利益 ・文化利益 な ども競 合 しうる。その利益 の範 囲は,社
会の生産力 ・経済 的基盤 と上部構造 との間 に密接 な関連 を有す る。
利益 は,一 ・面 におい て,生 産力 と密接 に関連 す る。 なぜ な ら,「物 質
46 神奈川法学第33巻第3号2000年 (10ユ5)
(1)関 連企 業関係 とは,企 業間 に次 の ような関係が ・つ ない しそれ以 ヒみ られ
る もの をい う。 す なわ ち,統 制 ・従 属関係,相 圧的投資 関係,同 じく第 三者
に よって直接 的 ・間接 的に所有統 制 され る企業相 配の関係,お よびその他 の
利益 面で相 圧に関連す る企業相111の関係 である。
(2)『中国企 業管理 百科4≧卜董1:』1984年版。
(3)『 ブラ ック法律辞典』(英文版)128頁。
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的統 一体か ら乖離 して,孤 立的に主体の人身危険性を考慮 してはならな
い。これは特に注意を要する。
わが刑法 は,死 刑の執行猶 予・累犯 ・自首 ・執行猶予 ・軽減 ・仮釈放
などの刑罰制度の適用について,必 ず犯罪主体の人身危険性 を考慮 しな
ければならない ことを明定 している。例えば,刑 法72条は,執 行猶予の
適用について,「犯罪者の犯罪の情状及び改俊 の情に基づいて,刑 の執
行猶予を適用 して も確実に再び社会に危害を与えるおそれがない場合に
限って,刑 の執行猶予 を宣告す ることがで きる」 という規定 を明示 して
いる。そ して刑法81条は,仮 釈放の適用について,「確かに改俊の行動
が認められ,仮 釈放すれば後に再び社会に危害 を及ぼすおそれがない場
合には,こ れを仮釈放することがで きる」 と定める。また,減 刑の適用
〈刑法79条〉については,「確かに改俊する意思があ り,又 は功績 を立て
た事実があると認められる場合は,裁 定 によ りこれをを減刑す る」 こと
ができる。1991年10月8日,最高法院は,「減刑 ・仮釈放 を具体的事件
に適用す る法律 についての若干の問題 に関する規定」 において,次 の よ
うに明確に指摘す る。いわゆる再び社会に危害 を及ぼす こととは,「犯
人が労働改造期 間内において,一 貫 して良い態度 を見せてお り,確実に
本条1項 の状況 と合致 して,再 び犯罪に向か うことはないとみ られる場
合,あ るいは老弱 もしくは病気の身体障害があ り,犯罪をする能力がな
い とみ られる場合」などを指す。 これらは,量 刑における人身危険性の
重要な意義について明白に説明 している。
犯罪構成の主体性 は,犯 罪主体が犯罪構成 を制約 ・決定する役割だけ
を示 しているのではな く,最終的に犯罪主体がその悪性 を改め,あ るい
は犯罪能力を完全 に喪失 しない限 り,犯 罪構成の役割が終了 しないこと
も意味 している。犯罪主体の人身危険性 が継続的に存在すれば,社 会の
安全に対する潜在的脅威 が依然 として存在する。
犯罪構成の主体性 は,犯 罪構成 理論の中で も深 く開発する必要がある
分野である。そこに盛 られる豊かな内容 を理論化することは,犯 罪構成
の理論的研究に新 しい局面をもた らすであろう。
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も住宅 に侵入 して窃盗行為を した場 合,5)労 働教育犯 ・労働改造犯が
執行猶 予期間内に窃盗行為を した場合,6)執 行猶予 ・仮釈放期 間内あ
るいは保護観察 ・刑務所外執行期間内に窃盗行為を した場 合,7)窃盗
罪で治安処罰を3回 以上,あ るいは労働教育処分を2回 以上受 けた後,
年内に再び窃盗行為を した場合,8)窃 盗の免訴処分を受けてから2年
以内 または窃盗で刑罰処分 を受けてから3年 以内に,再 び窃盗行為を し
た場合である。 これ らは,主 体の危険性の事情 を直接 に表す ものであっ
てrこ れらの事情の つ に該当する場合には,窃 盗の被害額が犯罪基準
に到達 しな くて も,そ の刑 事責任 を追及することがで きる。これは,人
身危険性の 一定条件が定罪に'}える影響の大 きさを説明 している。第4
項は同時 に,「個人の公私財産の窃取が,比 較的に多額のときで も,次
のいずれかの事情 にあたる場合には,犯 罪 としない処理 をすることがで
きる1と 定める。すなわち,① 初犯 ・偶発犯 ・満16歳以上18歳未満の未
成年が軽微な犯行をした場合,② 犯行軽微であって,積 極的に自白を行
い,積 極的に賠償 を行った場合。 自首お よび後悔 して,積 極的に事件解
明に努めた場合。脅迫 されて窃盗行為に参加 し,賊 物の分配を受けず,
あるいは受けた賊物が極めて微少 な場合。これ らは,直 接 に主体の人身
危険性 を表す もので,こ れ らの事情のいずれかに該当す る場合には,窃
盗被害額が犯罪基準に到達 していても,犯 罪 として処罰 されない。これ
も,同 様に,人 身危険性の 一・定条件が定罪 に与 える影響の大 きさを説明
している。
犯罪構成に内包 された人身危険性 を示す内容の他 に,直 接 に犯罪構成
に含 まれていないが犯罪構成 と密接 に関連 して主体の人身危険性 を示す
各種の事情 について も,考 察する必要がある。例えば,主 体の平常の状
態 ・性格 ・性質 ・感情 ・犯罪意識の強弱 ・犯罪の原因 ・犯罪後の態度 な
どがある。
犯罪主体は同時に刑罰主体(刑 事責任主体〉で もあ り,刑罰個別化の
原則に従って,よ り効率的に特別予防の刑罰 目的 を実現す るためにも,
主体の人身危険性 は量刑に重要な意義をもつ。 しか し,犯 罪構成 の有機
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第5節 犯罪構成の主体性
いわゆる犯罪構成の主体性 とは,犯 罪構成に対する犯罪主体の支配 ・
決定の役割 く作用〉をいう。これは犯罪構成の…つの重要な特徴である。
我 々は,既 述のように,犯 罪構成の最高段階において,犯 罪主体 を最 も
主導的 ・能動的な要件 として取 りLげ,犯 罪活動全過程の発動者 ・支配
者および制御者 として認める。あ らゆる犯罪構成 には,犯 罪主体の烙印
のない ものは一つ もな く,犯 罪主体の人身危険性の表現 と実現 に属さな
い ものは一つ もない。 しか し,伝 統的な犯罪構成理論には,犯 罪主体の
犯罪構成理論における特殊の地位 と役割 について,認 識不足の問題があ
る。ある刑法の論者は犯罪主体 と犯罪行為を分裂 させ,さ らに犯罪主体
を犯罪構成要件の外に排除 しようとする動向も見受 けられるが,こ れは
正確ではない。我々は,犯 罪構成 主体性の重要な特徴 と犯罪主体の犯罪
構成 における特殊な地位および作用 を十分 に認識 し,も って正確 に犯罪
構成 の全体性能を認識 しr定 罪量刑 を行わなければならない。
犯罪構成の主体性 については,法 定犯罪主体要件すなわち法定責任年
齢および責任能力を分析するのみでは足 りない。犯罪主体の犯罪能力構
造および人格 〈人身 〉危険性 を深 く分析することによって,正 確な定罪
量刑が行い うる。人格の危険性 〈人身危険性 〉の判断を多面的に考察す
る必要がある。 まず犯罪構成の要件 ・構造 ・性能について考察 を行 う。
なぜ ならば,そ れらは,主 体の人身危険性の表現 と実現にあたるか らで
ある。
犯罪構成の考察にあた り,法定犯罪構成の 「情状厳重」 ・ 「情状特別
厳重」 ・ 「情状比較的厳重」などの曖昧な規定に注意を払 わなければな
らない。その理由は,そ こには人身危険性に関する規定が直接に設けら
れているか らである。例 えば,1992年12月11日,高等法院 ・高等検察院
は,「窃盗事件処理の具体的法運用問題 に関す る解釈」の第4項 におい
て,次 の ように指摘 している。「個人の公私財産の窃取が,比 較的に多
額でな くても,次 のいずれかの事情 にあたる場合には,刑 事責任 を追及
することがで きる」。例 えば,1)何 回 も窃盗行為 をした場合,3)何 回
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訴追責任 を負 う国家公務員等),特定の生理病理的現象(例 えば,梅 毒
淋病 など重病 の罹患者),そ の他の特殊 な地位状態 にある者(例 えば,
労働教育人員 ・労働改造犯 ・法律によ り逮捕拘禁される犯罪者 ・常習的
窃盗詐欺犯人等)を 指す。 このような特定身分は,刑法 各則その他の刑




って,… 般 主体 と特殊主体 との区別が単位主体 にも適用 されるかsと い
う問題が生 じた。
我 々は,次 のように解する。現行刑法の犯罪主体概念で論 じられる人
には,自 然人と単位(法 人)を 含むとすれば,一 般主体 と特殊 主体 との
区別は,自然人主体だけでな く,同様 に単位 主体にも適用すべ きである。
しか も両者を区別する基準 としてf単 位 主体 と自然人主体 との区別はな
い。それゆえ単位 と自然人 を統一 して,新 たに一般主体 と特殊主体の概
念 を確定する必要がある。よって一般主体 とは一般犯罪主体 に要求 され
る構成要件 を備 える者 であって,特 殊主体 とは一般犯罪主体に要求 され
る構成要件 を有するほかyあ る犯罪に要求 される特殊身分 をその構成要
件 として有する者である。 この一般主体 と特殊 主体の確定は,自 然人 と
単位(法 人)を 含む全犯罪主体 に適用 されるようになる。
前述の ように,… 般単位犯罪主体 に要求 される構成要件は,刑 事責任
能力(犯 罪能力と刑罰能力)を 有する単位であって,刑 法各則に定める
多 くの単位犯罪 も一一般単位で構成 しうるのである。例えば,各 種の密輸
犯罪,偽 商品生産販売犯罪などである。しか し,一定の単位犯罪主体 は,
ある特定 な単位のみで構成す る しか ない。例 えば,刑 法244条に定める
犯罪主体は,「雇用単位」でなければならずS刑 法137条の主体は 「建設
単位 ・設計単位 ・施工単位 ・工事監督管理単位」 などであって,こ れ ら
は特殊主体である。
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な個人(自 然人)の 意思および罪過 〈責任 〉ではなく,単 位において直
接責任 を負 う管理者その他の責任者の意思 と罪過で構成 された単位全体
の意思 と罪過である。犯罪構成の客観面 とは,単 純な個人(自 然人)が
した犯罪行為ではな く,単位の直接責任者その他の構成員の行為によっ
て共同で構成 された単位の有機的統一体の行為である。この ような犯罪
構成の主観的要素 と客観的要素の変化は,相 互 に関連 し複雑に交錯 して
いて,最 終的に犯罪構成全体の性質に深刻な変化を引 き起 こす。単位犯
罪 における犯罪構成の主体性 は,犯 罪主体の犯罪構成に対す る抑制お よ
び決定の作用を顕著に示 している。
第4節 犯罪の一般主体 と特殊主体 〈身分犯 〉
わが国の刑法は,以 前 には自然人だけを犯罪主体 として認めていたた
め,一 般主体 と特殊主体の区別については,自 然人主体に基づ くしかな
く,伝 統的な刑法理論 は次の ような認識 を示 していた。犯罪の一般主体
とは,一 般の犯罪主体に要求 される法定犯罪構成要件 を備える自然人の
ことである。それは,法 定責任年齢 に達 し,責 任能力 を備える自然人主
体である。犯罪の特殊主体 とは,一 般の犯罪主体 に要求 される構成要件
の外 に,あ る犯罪に要求される特定の身分 もその構成 要件 として備 えな
ければならない自然人主体のことをい う。例 えば,刑 法397条に定める
職権濫用汚職罪の犯罪主体は,犯 罪の特殊主体にあたる。 この犯罪主体
は,法 定年齢 に到達 し責任能力 を有する自然人の外 に,国 家公務員 とい
う特定身分 を具備 しなければならない。ゆえに国家公務員がこの職権濫
用汚職罪の特殊主体 にあたる。いわゆる特殊身分 とは,特 定の犯罪行為
に関与する主体の社会関係 における,特 殊な地位状態 ・生理病理的現象
をい う。一般には,特 定の職務(例 えば,国 家公務員 ・司法職員 ・現役
軍人な ど),特定の職業(例 えば,交 通運送業 に従事する者 ・工鉱業 に
従事する者),特定の法的地位(例 えば,捜 査裁判の証人 ・鑑定人 ・書
記官 ・翻訳 人 ・有配偶者等),特 定の法 的義務(例 えば,高 齢者 ・幼
者 ・病人または独立の生活能力を有 さない者に対する扶養義務者,犯 罪
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ねばならない。彼 らが刑事責任を負 う根拠は,単 位犯罪では単位が一つ
の系統全体 として行 なった犯罪であって,彼 らが 自ら独立 に行 った犯罪
ではな く,単 位全体 において主観的には違法行為(故 意 または過失)・
客観的には犯罪行為(作 為 または不作為)を した点にある。彼 らの刑事
責任 を追及することは,犯 罪構成 理論に合致す るものであろう。ここで
指摘すべ きは,彼 らの主観的不法行為 と客観的犯罪行為 とが共に重要な
ことである。すなわち,一 方では単位犯罪有機的統 一体の主観的不法行
為 と客観的犯罪行為によって構成 される有機的構成 部分であるが,他 方
では,彼 ら自らの違法行為 と犯罪行為である。これが一つの犯罪(単 位
全体犯罪)を 二つの主体に分ける客観的原因なのである。
法人犯罪は,実 際には,二 つの(二 種類の)犯 罪主体 を有する。すな
わち単位犯罪主体 および単位犯罪構成員 と しての自然人犯罪主体 であ
る。この二つの犯罪主体 は,互 いに依存 し不可分に存在 する。両者 とも
刑罰の懲罰 を受 けるべ く,そ の刑罰の軽重 は,単 位全体犯罪の性質およ
びその危害性の大小により定まるが,具 体的な量刑は,各 犯罪主体の単
位全体犯罪における地位 ・役割などの事情によって決められる。
刑罰主体(刑 事責任 を負 う主体)に ついては,厳 格に法律の規定によ
って定めなければな らない。法律 が単位犯罪について両罰制 を定めてい
る場合には,単 位 を処罰すると同時に単位犯罪 に重大な責任 を負 う単位
構成員 も処罰するので,二 つの刑罰主体が取 り上げられる。法律が単位
犯罪につき単罰制 を定めている場合には,単 位 あるいは単位犯罪に重大
な責任 を負 う法人構成員のいずれか一方だけを処罰するので,た だ一つ
の刑罰主体 と法律上の犯罪主体 しか取 り上げられない。
いうまで もな く,単位犯罪における自然人主体は,犯 罪主体 または刑
罰主体(刑 事責任 主体)と しても,他 の自然人犯罪主体 と同 じ内部構造
を有 し,法定の犯罪能力 と刑事責任能力を備える。
上述の分析 によれば,単 位(法 人)犯 罪の犯罪主体構造は,次 の よう
になる。
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って,単 位全体の活動 ・意識 ・目的を持 ち,自 然人の自発的活動によっ
て実現 されることに注 目しなければならない。単位 にとって自然人は,
ただ単位存在の前提 と基礎 となるだけでな く,単位活動においても重要
な役割 を果た している。そこで全体 を見れば,単 位の系統全体が,単 位
構成員としての 自然人に対 して統率的 ・主導的な役割 を果た し,自 然人
(単位構成 員)の 機能 を規定 している。 しか し,単 位系統の内部構造か
ら見れば,単 位は,自 然人を中心 とし,自 然人に依拠 し,か つ従属する
もので もある。自然人の性 質,特 に法人の主導権 を握る自然人の性質は,
単位系統の性質に重要な影響 を及ぼ し,さ らに …定の条件 下において決
定的な役割 を果たす。
単位犯罪において も同 じであろう。単位犯罪は単位の有機的統 一体 に
よる犯罪であるが,単位は つ の人格化 した社会関係の主体 にす ぎない。
その犯罪全体意思の形成 と犯罪全体行為の実施は,す べてその構成 要素
としての自然 人に依拠 している。単位全体の前犯罪活動 もr単位構成員
の自発的活動 によって実現 される。単位犯罪 を全体的に見れば,単 位が
犯罪主体であって,法 人の自然人構成員は,た だ単位主体の内部構造の
有機的構成部分 として単位全体の犯罪活動 に参加するにす ぎず,全 体の
犯罪活動 に従属する地位 におかれるにす ぎない ものである。 しか し,単
位系統の内部構造か ら見れば,単位全体の犯罪活動 は,自然人 を中心 に,
自然人に依拠 し,自然人に従属 し,特 に単位全体犯罪 で重要 な役割 を果
た して重大 な責任 を問われる単位の最高構成員その他の責任者 に依拠 ・
従属するものでもある。 そこで,有 効に単位犯罪 を抑制するためには,
単位主体の刑事責任 を追及 し,そ の重大な責任 を負 う単位構成員に対 し
ても.刑 事責任 を追及 しなければならない。彼らが刑事責任を負 う理由
は,単 位 を構成す る要素 として,単 位内部の組織構造 において,一 定の
職務および責任を担 っている。正確 にその職務を履行 して単位全体の活
動の正当性 と合法性 を保障するのが,彼 らの本来の使命であるが,そ の
職務執行および業務活動において誤 った決定 を下 して違法行為を為 した
場合,単 位犯罪の発生に重大な影響 を及ぼす ため,免 れない責任 を負わ
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立人格 を有す るため,自 然人と同様に刑事責任を負いうるのである。
単位(法 人)は,一 つの独立人格 を有する社会系統 として,内 部的に
は…つの多層的等級構造 をもつ。単位構成員である多 くの自然人は,そ
の等級構造 における地位 ・作用 ・役割の分配 も異なる。単位の最高構成
員は,こ の等級構造 において最高の地位 を有 し,最 高の決定権 ・分配権
お よび指揮権 を掌握する。そ して,単 位の全体意思は主に彼 らによって
形成 され,単位の全体活動 も彼 らの統…的支配 ・指揮 によるものである。
各単位の内部構造 の具体的な方式が異 なるため,単 位の全体意思の形成
も違って くる。単位の最高構成 員全体の決定による可能性 もあるが,少
数の決定 による可能性 もあ り,さ らに個別の最高構成員の決定による可
能性 もある。しか し,どこまで も,これは単位系統の全体意思であって,
孤立 した個人の意思の よるものではない。 この ような意思は,個 人によ
る決定であって も,単 位系統全体の意思 として表示 されてこそ権威性が
認められるか らである。 よって,そ れは,単 位構成員に無理矢理に押 し
つけ,彼 らを無条件 に服従 させるような単位の全体活動,つ まり単位の
統…意思の支配 下において,多 数の単位構成員の組織的 ・指導的な活動
によって規定 される。 ここでは(最 高構成 員を含む)各 単位構成員の全
行為がs単 位全体活動の有機的構成部分であって,単 位全体の活動か ら
乖離 して独立に存在することはない。単位が備 えるこのような全体意思
と統一的行動能力はT単 位 自身の意思能力および行為能力に当たる。そ
れは,犯 罪意識のもとでは,単 位の刑事責任能力(犯 罪能力および刑罰
能力)に なる。法人全体の意思 と行為は,い ずれの者の個人的意思 と行
為に帰することもで きない し,法 人犯罪は個 人犯罪に帰す ることもで き
ない。単位の刑事責任 を追及する理由は,単 位 が一つの人格化 または準
人格化 した社会的有機 的統一体 として犯罪行為 を行ったからである。 し
かも,このような犯罪行為 は,統一体の全体意思により支配 されるのでs
主観において単位には責任があるとされe社 会 から容赦な く責め られ制
裁 を受 けるべ きである。これが単位の刑事責任の根拠 となる。
しか し我 々は,単 位が一つの社会系統 として,そ の主体は自然人であ
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件 とし,か つ有意識的な犯罪行為 下であることを認定 した上で,そ の刑
事責任 を追及するべ きであると解する。
実務では,あ る者が犯罪行為 を起こす ときは正常であるが,犯 罪行為
後 に精神病になった犯罪行為者 に対 しては,法 によりその刑事責任 を追
及すべ きであろう。なぜ ならば,行 為者が犯罪を行 うときの精神は正常
であって,責 任無能力の状態 にある者ではないか らである。刑法18条2
項 によれば,精神正常時の犯罪行為 につき,刑事責任を負 うべ きである。
しか し,そ れに対する刑事責任の追及は,精 神病から完全に回復 した後
に行われるべ きである。
2.単位(法 人)主 体の内部構造
単位犯罪は,既 述の ように,本 質的には法人犯罪であって,人 格化 し
た社会的有機体による犯罪である。事実,単 位犯罪 における犯罪 主体 は,
その大部分が法人であってs中 には法人格 を有 しないもの もあるが,準
法人として考えて良い。す なわち,法 人格 を備えない事実 ヒの法人に当
たる。 これは,完 備 した人格を具備 しない社会的有機的統一体である。
それゆえ,単 位犯罪は,人 格化 または準人格化 した社会的有機的統…体
による犯罪であって,個 人(自 然人)犯 罪ではない。
いわゆる単位(法 人)主 体の内部構造 とは,人 格化 または準人格化 し
た社会的有機的統一体の内部構造のことである。
単位(法 人)は,一 定の社会関係にある自然人が一定の構成方式によ
って結合 され人格化 された社会系統(有 機的統一体)で ある。人格化 と
は,独 立 した人格 を有することをいう。 この特定の社会系統は,法 的に
認定 されて,自 然人と同 じように独立人格 を有 し,権 利能力 と行為能力
を備えr社 会生活 において特定の社会系統主体の身分 をもって,自 己名
義で独立 して周囲の法人お よび自然人 との相互関係 を処理 し,独 立に経
済社会活動を行い,自 己の権利行使および義務履行 をして,自 己名義で
裁判所 〈法院 〉での起訴および応訴 を行 う。単位(法 人)は,自 己の生
命をもつ と考えられ,誕 生 と死亡がある。 まさに法人は,こ のような独
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無能力者で もないため,刑 事責任 を負うべ きである・ しか し,一一種の病
理性酒精中毒は,以 前 より精神病 に属するとみられるので,こ の種の患
者は,行 為時に心理学的な基準を満たせば,責 任無能力者 とされて刑事
責任を負わない。
5.聾唖症患者 または盲者が犯罪を犯 した場合には,処 罰 を軽減免除
することがで きる。いわゆる聾唖症患者 とは,全 く話す ことがで きず耳
が聞こえない者のことである。聾者で も話す ことがで き,あ るいは唖者
でも耳が聞こえるのであれば,当 該規定に該当 しない。盲者は両眼 とも
視力がない ものをいう。この ような生理的欠陥によってこれらの者の責
任能力に一定の影響が出ることは考 えられる。 よって,そ の責任能力の
影響の程度によって,処 罰 を軽減あるいは免除することがで きる。
実際には,後 者の意図的犯罪つ まり自己を無責任状態に陥 らせ ること
があろう。例えば,明 らかに自分が病的酒精中毒になるおそれがあるこ
とを知っているにもかかわらず,わ ざと犯罪を隠すために酒を飲 む。 こ
れは資 産階級の刑法理論 では,「原因 において 自由な行 為」あ るいは
「制御 しうる原因行為」 と呼ばれている。 この ような犯罪行為は,責 任
無能力状態下において為 されたものであるが,行 為者がその様な状態 に
陥った原因は,結 局,完 全にその人の自由意思によって惹起 されたもの
である。そのため,資 産階級社会の多数の学者たちは,そ の人の刑事責
任 を追及するべ きだと主張 している。一部の国の刑事立法でも,こ のよ
うな状況 は責任無能力 による刑事責任 を負わない条項には当たらない,
と明 文をもって定めている。例えば,ス イス刑法典(!871年3月18日改
正>12条では,「行為者の意図により,自 分を重大 な意識障害あるいは
意識障害の状態に陥 らせた者が,犯 罪を犯 した場合,本 法11条の規定に
該当 しない」 と定めている。 しか し,こ のような状況下では,刑 事責任
を負わせるべ きではない,と 主張す る資産階級の学者 もいる。我 々は,
このような状況において,行 為者がまず意識的 に自己を無責任能力状態
に陥 らせ ることによって,そ の犯罪 目的を達成 させ ようとす ることを要
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けではな く,中には正常で弁別制御能力を失 っていない場合 もあ りうる。
この ような精神病患者によって行われた犯罪行為には,刑 事責 任を追及
しなければならないが,精 神病 にかかっている状況下で行った行為であ
ることを否定できない。その弁別制御能力が精神病の影響で弱 まる可能
性が十分あ りうるため,刑 法の規定では処罰軽減が認められる。例 えば,
上海鉄道医学院の精神病研究所が三つの事例 を鑑定 したことがある。皆
男性であって,精 神分裂症であることが明確に診断 され,し か も発病期
にそれぞれ強姦罪 ・常習窃盗罪 ・汚職罪を犯 している。 さらに司法精神
鑑定時には,比 較的に鮮明な精神病症状が存在するが,犯 罪前 には,普
通の犯罪者 と同様 に,一 定の犯罪動機 を抱いて事前に計画をして,犯 罪
の時間 ・場所お よび対象を選び,犯 罪後には,隠 蔽 ・pJL弁を弄 して客観
的原因をいい逃れて,明 白な自己防御 をする能力を有すると思われ,さ
らに犯罪過程の記憶 には誤 りが無 く,自 ら行為の誤 りと違法性 を認識 し
うる。 このことか らsそ の司法鑑定の結論 としては,「被告人が行為時
に精神病 に罹患 して,回 復 していないとして も,そ の犯罪行為は精神病
と何 らの関連 もな く,つ まり精神病から導かれた ものではなく,弁 別お
よび自己制御の能力を失っていないので,そ の行為と相応する責任能力
がある(適 当に処罰 を軽減する)と 認定 される」。司法機関 も,こ の鑑
定結果を納得 して受容 し,彼 らの刑事責任を軽減処罰の形で追及 した。
3・間欠性精神病患者はrそ の正常期に,犯 罪 を起 こした場合には,
刑事責任 を負 うべ きである。一部の精神病患者は,間 欠的に発病反応 を
示すので,発 病 しない状態では一切の精神病症状が見 られない。すなわ
ち,正 常人と同然であるため,正 常時に行った社会的危害を及ぼす行為
につ き,当 然に刑事責任 を負わなければならない。
4.酩 酊 した者による犯罪は,刑 事責任 を負 うべ きである。上述の よ
うに…般的酩酊(一 般的急性酒精中毒)あ るいは慢性酒精依存症(慢 性
酒精中毒)は,非 精神病症たる精神障害に属 し,精 神病ではな く,責 任




の全面 において,重 大な障害 と一致 あるいは同時存在することはあ りえ
ないか らである。精神病患者は,精 神構造の全面で混乱 しているわけで
はな く,中 にはある面で正常なこともある。それゆえ,精 神病患者が行
った社会危害 を及ぼす行為は,精 神病症状に属す ることによって,そ の
行為を弁別制御不能な精神混乱に当たるか,ま た他の精神活動の正常部
分 に当たるか否か,に ついて確定 しなければならない。後者に属すれば,
当該患者は,完 全責任無能力 とは認め られない。
精神病患者がその行為を弁別制御で きない理由は,精 神病が患者の意
識 ・感覚 ・思惟 ・感情 ・知能 な どの面 において障害 を起 こすか らであ
る。例 えば,あ る患者が,夜 中に目を覚 まし,横 で寝 ている夫が黒魚の
化け物 に変わったと誤認 し,極 端な恐怖 を感 じる状況下において,刀 で
黒魚の頭部 を切 り夫 に死の恐怖 を味合わせた。これは,精 神病で惹起 さ
れた感覚全体の障害であ り,患者 に自分が外来物体に変形 した という感
覚 を与えるのが特徴である。 この精神病患者が,自 分の夫に重傷を負わ
せた行為は,上 述の二つの基本的要件に該当す ると思われる。彼は,責
任無能力者であるため,刑 事責任 を負 うべ きではない。
被告人の刑事無責任能力を正確 に判定するためには,必 ず 「法定手続
きを経て鑑定 によりそれ を確認 しなければならない」,と刑法18条は明
定 している。これは極めて重要なことであ り,簡単 に被告人あるいは被
告人側の提供する医療証明書 を信 じてはいけない。さらに,不 法の輩に
よる偽 りを常に警戒防止 し,被 告人による判決の不当取得 を阻止せねば
ならない。
2.完全 に弁別制御能力 を失 っていない精神病患者が犯罪を犯 した場
合には,刑 事責任 を負 うべ きではあるが,処 罰 を軽減 しうる。
既述のように,精 神病患者 は精神構造 のあ らゆる面で錯乱 しているわ
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わが国の刑法18条お よび19条は,刑 事責任問題 についてs明確 な規定
を設け,次 のような内容 を定めている。
1・精神病患 者が 自ら行為を弁別 または制御 しえない状況で危害結果
をもたらす場合,こ れが法定手続 により鑑定 ・確定 されると刑事責任 を
負わない。 しか し,そ の家族 または監護義務者に対 しては,厳 しく看護
および治療 に当たるよう命ずるべ きであ り,必要と認め られるときには,
政府が強制的に治療 を加えることができる。この規定 によれば,あ る者
の責任能力がない とされるためには,次 の二要件を同時 に具備 しなけれ
ばならない。
(1)行為者が,社 会危害 を及ぼす行為時 において,確 かに精神病 に
罹患 していること。これが行為の無行為性 を確定する医学的基準である。
いわゆる精神病 とは,確 実な科学的内容 を有 し,一 般に精神分裂症 ・感
情 的精神病あるいは症状的精神病 ・妄想的精神病 ・反応的精神病 ・病的
酒精中毒 ・白痴お よび痴呆の状態 などをいう。 ここでは,精 神病 と非精
神病的精神障害とを分けて論ずべ きである。後者は,各 類型の神経(機
能)症 ・変態人格 ・性変態 ・軽度 または中度の低知能(い わゆる 「精神
発育不全」)・情緒反応 ・薬物依存症(薬 物中毒)・ 慢性酒癖(い わゆ
る慢性酒精中毒)・ …般性酩酊(い わゆる一一般急性酒精中毒)な どを含
む。これらの非精神病性精神障害は,か つての医学 界では,軽微精神病
または小精神病 と呼ばれたこともある。そ こで,医学的知識の欠如する
多 くの者が,こ れ らも精神病であると誤認 していた。ある刑法の論者 も,
このような誤解 をしたことがある。 これが正確ではないのは,両 者には
本質的な差異があ り,同 …に論 じえないか らである。実務では,ご く一
部の者が病院か ら交付 された性変態 ・人格変態 などの医療証明書を自己
弁護に使い,悪 事の限 りを働いて民衆に危害 を与えた例がある。当時の
地方司法機関 も,そ れを真正の精神病 と信 じて,誤 った取扱いをして き
た。 これ を見れば,精 神病の科学的内容 を明確にす ることは}極 めて重
要なことである。
(2)行為者が,行 為時 に,精 神病のため,自 己の行為 を弁別不能 ま
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れ とも刑法127条2項に定める銃器弾薬爆発物略奪罪 も含 むか否か。そ
れは,一 つの研究 に値す る問題である。刑法127条2項に定め る強盗の
性質は,刑 法263条に定め る強盗の性質 よ りさらに重い ものであると,
我 々は解 している。 しか も,そ の違法性 と社会危険性 は,極 めて著 しい
ものであるため,よ り簡単に青少年 に認識 可能であろう。そこでこの二
種の強盗罪 もそれに含めるべ きである。
〔2〕 刑事責任能力
刑事責任能力の意味 に関 しては,刑 事古典学派 と刑事社会学派 とは異
なる認識 を示 している。前者は,道 義的責任論 の立場か ら,責 任能力 と
は行為の是非善悪 を弁別 し,こ の認識に従って自ら行為を決定する能力
である,と 解する。後者は,社 会的責任論の立場か ら,刑 事責任能力 と
は社会防衛手段 としての刑罰に適応す る能力,す なわち刑罰適応能力で
ある,と 解する。 これは刑罰能力 または受刑能力 とも呼ばれる。
わが国では,刑 事責任能力とは,犯 罪能力でも刑罰能力(刑 事負責能
力)で もあ り,両 者 を統一 したものである。わが刑法は,犯 罪能力の最
低基準 により刑事責任能力を定める。
わが国における刑事責任能力は,責 任能力 と呼ぶこともできる。刑事
責任能力 とは,あ る者が自己の行為の社会的性質 とその意義 を認識 した
上で,こ れを制御 または抑制する能力をい う。行為者がこのように自ら
行為 を弁別 ・制御 しうる能力 を有する状況下にあって,意 識的に社会に
危害 を及ぼす行為 を行った ときには,犯 罪が成立 し,自 己の行為に対 し
て刑事責任を負 う。それゆえ,わ が刑法 における刑事責任能力は,犯 罪
能力があって刑事責任を負 う能力でもある。
刑事責任能力は,一 定の年齢制限を前提 としている。幼児 ・児童の場
合は,当 然 に責任無能力 とされる。 しか し,法定刑事責任年齢に到達 し
て も,精 神病な どの生理的要因によって責任能力が喪失する場合には,
犯罪主体 にはならない。それゆえ,刑 事責任能力 と刑事責任年齢 とは,
犯罪主体の必要条件 と有機的な構成部分 に当たる。
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② 満14歳以上16歳未満の者が,故 意殺人 ・故意傷害で他人に重傷 を負
わせ または死亡 させ,も しくは強姦 ・強盗 ・麻薬販売 ・放火 ・爆発 ・毒
物混入を行 った場合には,刑 事責任 を負 うべ きである(刑 事相対責任負
担期)。
③14歳未満の場合は,刑 事責任 を一切負 わない(刑 事絶対責任負担
期)。
④ 満14歳以上18歳未満の者が犯罪を行った場合には,刑 罰 をで きるだ
け軽 くし,ま たは減軽すべ きである。
⑤16歳未満のため懲罰 を加 えない者については,そ の親 または監護義
務者 に対 してs管 理 ・教育 を行 うように命 じ,必 要があれば,政 府がそ
の者 を収容 し教育す ることもある。
司法実務で上記の規定 を適用する場合には,次 の ような問題 に注意 し
なければならない。
第…一に,刑 法17条に定める刑事責任年齢は,満 年齢 を指 し,日単位で
計算すべ きである。すなわち,各14歳,16歳,18歳の誕生 日を経過後に
限って,そ の翌 日から満14歳,16歳,18歳とみなされる。例えば,被 告
人は,1968年7月26日生 まれであれば,1982年7月27日になると,満14
歳 とみなされる。 しか も,そ の計算方法 は一律 に公歴の年月 日に従 う。
ここで強調すべ きは,法律の定める年齢限界は,絶 対的なものであって,
決 して裁量の余地はないことである。一 日のみ法定年齢 に足 りない とし
ても,刑 事責任を追及することもで きない。そうでなければ,社 会主義
法制度の厳正 と統 …性が破壊 されてしまいかねない。ゆえに年齢問題 は
刑事責任 を追及するか否か,あ るいは処罰 を軽 くしうるか否かに関わる
ので,特 に死刑判決を下すか否かになると,必 ず事件 を調査 ・解明 して
絶対的な正確性 を求めなければならない。同時 に上級裁判所および大衆
の監督に配慮 して}判 決文には被告人の生年月日を明記すべ きである。
第二に,刑 法17条2項の規定では,満14歳以上16歳未満の者が,強 盗
罪を犯 した場合には,刑 事責任 を負 うべ きことを掲げている。 ここでい
う強盗罪が,刑 法263条に定める公私財産略奪罪 だけに限るか否か,そ
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ではない。少年の個性意識や心理状態の成熟程度および少年犯罪の特徴
と法則 に照 らし,社 会 を保護する客観的立場から,少 年の健全な成長 を
保護す る理念に基づいて,少 年の違法犯罪行為に対する政策 を定め,正
確 に彼 らの刑事責任 を負 うべ き年齢を定めることになる。
今 日の各国の立法では,刑 事責任年齢の規定 には,大 きな差異が存在
す る。これは,各 国の政治 ・経済 ・文化 ・教育の発展水準および少年の
心身発育状態 さらに少年の違法犯罪行為に対する刑事政策 を反映 してい
る。各国の刑事責任年齢の規定は,次 の四つに分類することがで きる。
①四分制 とは,刑 事絶対無責任期,刑 事相対無責任期,刑 事責任軽減
期お よび刑事責任全部負担期に分ける ものである。
②三分制 とは,刑 事絶対無責任期,刑 事相対無責任期(あ るいは刑事
責任軽減期)お よび刑事責任全部負担期 に分けるものである。
③ 二分制 とは,刑 事絶対無責任期(あ るいは相対無責任期)お よび刑
事責任全部負担期 に分 けるものである。
いわゆる絶対無責任期には,こ の年齢範囲内の者は,社 会にどんな危
害行為 を行 って も,刑 事責任 を…切負わないことになる。また,い わゆ
る刑事相対無責任期には,こ の年齢範囲内の者は,刑 法に規定 される…
定の犯罪にだけ刑事責任 を負 うことになる。刑事責任軽減期には,こ の
年齢範囲内の者が犯罪行為を行った場合,そ の責任が軽減 されうること
になる。刑事責任全部負担期 には,こ の年齢の者は,自 ら行ったいかな
る犯罪 について も,全刑事責任を負わなければならな くなる。
わが国は,人 民民主専政の国であるから,少 年 ・児童の心身健康の全
面的発展に対す る保護 を非常 に重視 してお り,法 に違反 して犯罪 を行 っ
た少年に対 しても,教 育を手段 として,懲 罰 をその補助手段にす るにす
ぎない方針 を貫いて きた。同時 に少年犯が負 うべ き刑事責任の範囲につ
いては,厳 格な制限を加えている。刑法17条の刑事責任年齢に関する規
定 は,次 の ように概括 しうる。
①満16歳の者が犯罪を犯 した場合は,刑 事責任を負 うべ きである(刑
事責任全部負担期)。
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力 もこうして構成 される。刑事事件 を処理するに際 して,各 犯罪主体の
内部構造 を深 く分析することは,正 確に主体の犯罪活動 とその性格の危
険性を認識すること,さ らに正確 に定罪量刑 を行 うことに,重 要な意義
をもつと思われる。 しか し,ど の犯罪主体の内部構造にも複雑かつ多様
な事情があるために,法 律でこのような各異なる事情 について具体的な
格付けをすることはできず,た だ,法 律では犯罪能力お よび刑事責任能




刑事責任年齢は,責 任年齢 と呼ばれ,法 律に定める行為者が,自 らの
犯罪行為に刑事責任 を負 うことができる年齢 を指す。行為者 は法定刑事
責任年齢に達すると,自 らの犯罪行為につき刑事責任 を負 うことが可能
となる。
人間の個性 と意識心理状態 は,年 齢の増長 に伴 って発展す る。一般的
にいえば,幼 児は,脳 の構造がまだ幼稚で,事 物の是非 を判断 して自ら
を制御する能力が極めて劣 っているので,自 己の行為の性質および意義
を明確に理解 しえない。それゆえ,彼 らが社会に危害を及ぼす行為を し
ても,犯 罪処罰の対象にするべ きではない。 しか し,少 年期 に入ると,
生理的には著 しい変化が見られ,脳 機能の迅速な発達により,一定の是
非 を判断 して自らを制御する能力を備えるようにな り,世 界観や個性 を
徐 々に形成 し始める。この時期 に彼 らが社会に危害を及ぼす行為をすれ
ば,彼 らが 自己の行為の性質および意義を理解 していないという理由づ
けを簡単にな しえなくなる。 しか も少年期の心理的変化には,複 雑性 と
不安定性が潜在するため,不 適切 な教育または外部か ら不良の影響 を受
ければ,法 律に違反 して犯罪 を犯すことになるおそれ もあ り,社 会に重
大な危険を及ぼ しかねない。そこで少年期の犯罪行為については,… 律
に懲罰 を加えないわけにもいかない し,一 律に懲罰 を加 えることも適切
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電信労働組合,教 育労働運動会など)が 設置 され,中 国労働運動学院,
中国従業員旅行者総社,工 人 日報社,中 国工人出版社など,9事 業体が
挙げ られる。このほか省 ・市 ・県などの地方に各級の労働組合 もあって,
その中にも中心 となる労働組合機関とそれに直属する事業体がある。同
時に各全国的産業労働組合に も,各地方の支系機構 としての産業労働組
合がある。そ して省 ・市 ・県以下の労働組合組織 も加 えれば,さ らに膨
大な数にのぼる。このような例 を挙げるのは,社 会団体の複雑性 を説明
するためである。例えば,全 国華僑連合会は,そ れに所属する事業体だ
けを有するものではな く,さ らに先後に分けて9の 所属会社 と企業 を設
立するに至った。それは華僑 ビル有限会社,北 京華僑連合 ビルなどであ
る。そこで,社 会団体およびその支系機構 ・所属単位が単位犯罪主体 に
なるか否かを確定するの も,極 めて困難 なことであろう。我 々は,大 体
三つの原則 に依拠 して,そ れ を解決で きると考える。①社会団体お よび
その支系機構 ・所属単位は,法 人格 を有する団体であれば,単 位犯罪の
主体 にな りうる。②法人格 を備 えな くとも,実 際に非法定の民事主体な
い し民事訴訟主体の準法人にあたれば,単 位犯罪の主体 にもなりうる。
③社会団体に属する会社 ・企業 ・事業体およびその支系機構 ・所属単位
が,単 位犯罪の主体 になるか否かの問題については,上 述 した会社 ・企
業 ・事業体の取扱原則に従えば良い。
第3節 犯罪主体の内部構造
犯罪主体は,犯 罪構成の一要件であ りなが ら,自 らの内部構造 を持つ
子系統でもある。犯罪主体の内部構造 を深 く研究することは,正 確 に犯
罪構成 を理解するための重要 な鍵 になる。
1.自然人主体の内部構造
自然人主体は,一 つの犯罪意識 を有 し,体 力と知能,知 識 と経験,感
情 と意志 などの諸要素で構成 された有機的統一体である。 自然人主体の
犯罪能力 は,こ れらの要素 によって構成 されi当 然に刑事責任 を負 う能
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権力 を行使 し,国 家機能 を実現する活動 を行 うこと。③ 国の財政支出金
を独立経費 として保有すること。以上の ような概念お よび特徴 に合致 し
うる各級の国家機関お よびその支系機構 ・下属部門こそが,単 位犯罪の
主体 にな りうる。
5.団 体
社会団体 とは,一 定の目的 ・趣 旨を実現するために自発的に設立 し7
ある種の社会活動 を行 う合法組織のことである。その特徴は,① 自発的
に設 立すること,② 一定の目的を実現するために,共 同で 一定の社会活
動 を行 うこと,③ 独立 した財産 ・経費を保有することなどである。杜会
団体 は,非 政府組織 ・非営利組織 ・非事業的組織 に属 し,官 庁 ・企業あ
るいは事業体 とは異なる。これは,そ の趣 旨お よび社会活動の性質で決
め られる。社会団体は,異 なる基準 により,異 なる分類 を行い うる。例
えば,全 国的な社会団体 と地方的な社会団体,法 人団体 と非法人団体な
どがある。最 も通常の分類 としては,その活動の性 質が取 り上げられる。
例えば,労 働組合 ・共産主義青年団などの民衆団体 ・文芸体育団体 ・学
術研究団体 ・宗教団体 ・社会経済団体などがある。社会団体の状況 も複
雑かつ多種多様である。組織形態 ・財源 ・規模の大小が皆異なる。建国
以来,わ が国の社会団体が大いなる発展を遂げて きた今 日,全 国的な社
会団体の数は1800にも達 し,そ の中では行政お よび事業機構 の編制 を用
いて国家財政の支出金を受ける約200団体の規模が最大であって定員 も
一番多い。その機構・の構成が最 も複雑 なのは,中 央機構管 理部門が直接
にその主要任務を確定す る19の社会団体である。すなわち全国総労働組
合,共 産主義青年団,全 国婦 人連絡会,文 学芸術 界連絡会,科 学技術協
会,華 僑連合会,貿 易促進会,作 家協会,法 学会,対 外友好協会,身 体
障害者連合会,宋 庚齢基金会,外 交協会,台 湾同胞友連絡会,黄 哺軍校
同学会,従 業員思想政治工作研究会,欧 米同学会などである。ここでは,
全国総労働組合を例 にすれば,そ の内部において,11の機能部門 ・党の
委員機関および12の全国的産業労働組合(例 えば,船 員労働組合}郵 便
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にな りうる。 しか し,中 には独 立 した経 費予 算 を有 しないが,大 学 か ら
一一定の金 員 を調達 して経費 に し,ま た独 、1に事業活動 を営 むこ とで,自
己財 産 を蓄 え,こ れ に よ りあ る程 度の範 囲内で民 事 の権利 義務 を担 い,
事実上 の民事 主体 にな る場 合 には,単 位犯罪の 主体 に もなる。
4.官庁 〈機関〉
これは,国 家の官庁 〈機関〉 を指 し,中央 と地方の各級における国家
の権 力機関,国 家行政機関 ・国家軍事機関 ・国家裁判機関 ・国家検察機
関も含 まれる。 さらに,与 党の機関も国家の機関 とみなされる。国家機
関は膨大かつ複雑多様な組織体系を抱 えているため,国 家機関 とその下
部機構 につ き,11位犯罪の主体適格の有無 を解決するには,さ らに困難
が生 じ,複 雑になる。国の地方行政機関,つ まり地方各級の人民政府を
例 として掲げると,自 らの派出機関(例 えば,行 政公所 ・区役所 ・町内
事務所)も ある し,自 らの機能部 門お よび内部機構(例 えば,各 種の
庁 ・局 ・部 ・課)も あ る。 これらの数多い単位組織の形態 ・性 質 ・権
限 ・機能は異なるので,そ の刑事責任主体の資格の有無を確定すること
は,む しろ極めて難 しいことであろう。国家機関自身の性質お よび特徴,
すなわち国が法により設立 し,国 の意思 を代表 し,国 家権 力 を行使 し,
国家機能 を実現する政治組織 では,国 家 予算がその独立活動の経費とし
て支給 されることもあってs商 業企業経営 その他の営利的経済活動が禁
止 されている。そこで,国 家機関の刑事責任主体 としての資格には,企
業 ・事業体 ・団体 よりも一層厳 しい制限を加える必要がある。通常,法
入格を有する国家機関つま り機関法人 しか単位犯罪の主体になりえず,
法人格を有 しない下級単位は単位犯罪の主体 になりえないとされる。機
関法人 とは,法 により設立 され,国 家権力を行使 し国家の職能 として活
動 に従事することか ら,国 の予算から独立の活動経費が支給 されるもの
であって,法 人格 を有 する中央および地方各級の国家機関およびその支
系機構 をい う。機関法人は,次 の特徴 を備える。①法 による設 立,す な
わち法律 ・法規 ・行政命令の合法的手続に従 って設立すること。②国家
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3.事 業体 〈事業単位〉
事業体 とは,多 様な社会的事業に携わ り,独立の経費と財産 を保有す
る各種の社会的組織である。例 えば,中 央 と地方の新聞社 ・出版社 ・映
画会社 ・博物館 ・劇場 ・各種の学校 ・科学研究部門 ・医薬衛生などの事
業体 〈単位 〉である。事業体の特徴は,次 のようになる。①主に社会的
利益を目的として現実の具体的社会活動に従事する。②独 立した経費 と
財産を有する。大部分の 単位は,国 の財政支出金あるいは事業活動の収
入に依存 しているが,ご く少数の民間単位 は,国 民 または社会組織の寄
付 と援助 によってこれを営 む。③ 大部分が法律 または行政命令に従い設
立 されるが,ご く一部 は個人が設立 したものである。
事業体にはi異 なる基準の分類 もなしうる。所属部門を基準にすると,
農林水利気象事業体 ・工業交通商業事業体 ・文化教育科学衛生事業体 ・
都市防衛その他の事業体に分けることがで きる。所有制の性 質を基準 に
すると,全 人民所有制 〈国営 〉事業体 ・集団所有制 く公営 〉事業体 ・民
間事業体 に分けることがで きる。予算形式 を基準 にする と,全 額予算事
業体(統 収支単位)・差額予算事業体(差 額補助 ない し差額上納単位)・
企業化管理事業体(全 収支単位)な どがある。
わが国の大多数の事業体は,法 人格を備えているので,通 常その全部
が 単位犯罪の主体にな りうる。 しか し,少 数だが行政機関 もしくは他組
織 に付属するものもあ り,独立予算 を行わないため,法 人格 も備えない。
ところが,こ のような非法人事業体 も,一…定の条件 下では単位犯罪の主
体 にな りうる。その条件 として,自 己名義をもって社会的事業活動 を行
い,… 定の経費収入を有 し,一 定の民事的権利義務 を有するため,実 際
には非法定の民事主体 になることが考 えられ る。このような場合,独 立
の民事責任を負担で きないにもかかわらず,独 立に犯罪 をして独立に刑
事責任を負担するがゆえに,単 位犯罪の主体にな りうる。
事業体の支系機構は,複 雑 な状況にある。例 えば,大 学には分校 ・大
学院 ・学部 ・研究所 ・研究室等 を設置することがで きる。 これらの支系
機構中の独立予算単位 は,法 人格 を備えるため,当 然に単位犯罪の主体
(1038) fl1∫兼松編 著 ・刑法教 科書(総 論編9章 ～12章) 23
任者の法定刑は,10年以.ヒの有期懲役 にす ぎない。そこで,個 人出資の
独資企業 を単位犯罪の主体 として定罪量刑 をすれば,公 平 さを欠 くだけ
でな く,犯罪撲滅 にも到達 しえない。
ある論者は,私営企業は単位犯罪の主体 にならない と主張 しているが,
これは検討 を要す る。私営企業の組織形式 は,会 社企業 ・組合企業 ・株
式協 同制企業 ・独資企業のいずれの形式で も成 り立つ。 しか し,こ れ ら
がただ私営企業であるため単位犯罪の主体 にならないのは,法 の下の平
等 に反する。 しか も,改 革 により従来の所有制の境界が打破 され,各 種
の経済体が互いに融資 しあ って,株 式参与 ・持株などが行われるので,
企業の所有制性質か ら見れば,混合所有企業に属するものが少な くない。
これ らの企業の所有制の性質 だけに注 目 して公有 と私有 に分 けるこ と
も,も ちろん私人経済色のある混合所有制企業 を 一律 に単位犯罪主体の
外 に排除することもで きないゆえに,上 述 した主張は実施 しえない。
果た して,企 業の支系機構 またはF級 部門が犯罪主体 となるかは,極
めて複雑な問題である。 とい うのは,大 多数の企業は,共 同企業 ・株式
協 同制企業を含めて,支系機構あるいは下級部門を設立 しうる。しか も,
その状況は極めて複雑であ り,中 には法人格を有するもの も有 しない も
の もあ り,独立 に民事責任 を負 うもの も負わないもの もある。ここで鉄
道運送企業を例 とすれば,鉄 道局 ・鉄道支局 ・鉄道区間 ・鉄道駅は,そ
の管理体系で基本的企業構造 をなす。かかる法律の定めによると,鉄 道
局 と鉄道支局は,す べて国有の全民所有制企業であって,法 人格 を備 え
るため当然 に犯罪主体 になる。鉄道区間および鉄道駅は,法 人格 を備え
ない。支系機構で も,実 際には自己名義 をもって活動 を行い,あ る種の
民事権利 を享有 しなが ら,あ る種の民事義務を負い,非 法定の民事主体
と訴訟主体 として成 り立つ。独立に民事責任 を負 えない もので も,こ う
した支系機構 は,単 位犯罪の主体 とみても良いであろう。 しか し,あ る
企業の支系機構 ・下級部門は,こ の条件 を欠 くので,企 業犯罪の主体 に
ならない。例えば,鉄 道区間または鉄道駅 に属する経営体は,通 常,単
位犯罪の主体 とは認め られない。
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において設立 される農業支援義 務 を負 う各種の企業を指す」。すなわち,
郷鎮企業は,次 の特徴 を備える。①農村集団経済組織 または農民の投資
を主要な もの とする。この主要な投資 とは,投資額が50%を超 えること,
もしくは50%を超えないとして も,株 の買占または実質的支配 を行える
ことをい う。 ここでい う農民には,個 人 と集団がその範囲に含 まれる。
②農業を支援する義務を負わなければならない。 これには,農 業に要す
る各種の用品 ・各種の社会的サービスの提供,農村の過剰労働力の吸収,
農業生産 ・農業現代化の促進等が含 まれる。③企業形式 を多様化 して,
独資 ・共同 ・会社 ・企業集団 ・株式協 同制な どを遂行す ることがで き
る。 さらに株式協同制の形式 を多様化することもで きる。農民が 自ら連
携 して成立 したもの も,農 民が国有企業 ・郷鎮集体企業 ・外資系企業 と
合資協同 して成立 した もの も,株 式協同制を実施することがで きる。同
時に単独経営 ・私営 ・共同企業 を株式協同制 に転換す ることもできる。
こう して,複 雑多様 な企業形式および類型 を分析 した後に,い よいよ企
業の犯罪主体問題について検討 を行 うことにする。
刑法30条は,企 業が単位犯罪主体の一つであることを明定 している。
そこで企業であれば,そ の所有制の性質(国 有企業 ・三資企業 ・主体企
業 ・私営企業),組織形式(独 資企業 ・組合企業 ・株式協同制企業 ・会
社企業),法人格の存否などを問わず,原 則 として単独 で犯罪主体 にな
りうる。唯一の例外 としては,個 人投資の独資企業がある。なぜ なら,
いかなる意味で も,個 人投資の独資企業は,自 然 人で構成 した社会的 ・
有機的統 一イ本ではないか らである。企業形式 を備えるにもかかわらず,
その本質は自然人主体であると認めざるをえない。ゆえに,そ れ を単位
犯罪の主体 に して刑事責任 を追及することは,妥 当ではない。前述の よ
うに,刑 法 においては,一 部の単位犯罪の直接責任者の処罰 に関する法
定刑が,こ れと同様の普通の個人(自 然人)犯 罪の法定刑 より一 ・二段
階ほ ど低い。例えば,個 人が普通物品貨物密輸罪 を犯 した場合の法定刑
の上限は,死 刑 ・無期懲役であるのに対 して,単 位犯罪 における直接責
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えて経営 され強力 な競争力 を持つ大企業に育成 し,改組 ・連合 ・合併 ・
賃借 ・請負賃借 ・請負経営 ・株式協同売却などの形式 を用いて,小 企業
の働 きを活発 にして大 きく前進させ る」。今後,全 人民所有制の形式の
多様化につれて,必 然的に国有企業 における組織および経営方式の多様
化が もたらされる。こうした所有制の実現形式は,生 産手段の所有制に
おける出資関係 ・生産結合 ・支配方式 ・管理構造 など社会のより具体的
な段階に応 じて多様化するが,個 別の企業は,企 業財産の組織形式 と一一
体化することであろ う。近い将来には,も っと多様な国有企業の新形式
が出て くるに違いない。 これは,法 人犯罪の主体 として国有企業の概念
と種類 を研究す る際に,注 意を要する。
(6)集 団企業 〈集体企業〉
集団企業 とは,集団的所有制企業のことをい う。わが国の集団企業は・
市町の集団企業 〈城鎮集体企業〉と村落集団企業 〈郷村集体企業 〉の二
種類 に分けることができる。前者は,都 市 ・町に設立 され,一 定範囲内
の労働民衆が企業財産を所有 して共同労働 を行 う経済組織である。後者
は,村 落に設立 され,村 の農民が集団的に企業財産を所有する経済組織
である。両者は,町 村企業 く郷鎮企業 〉と総称 されている。
これ らの集団企業 〈集体企業 〉は,比 較的複雑な状況 を抱 えている。
その中には,協 同組合を基礎 に した もの,農 村の集団経済組織の出資,
官庁 ・企業 ・事業体 ・社会団体の出資 によるもの,都 市 ・町の単独経営
商工業者その他の者が 自発的に成立 したものが含 まれる。これ らの複雑
な状況か らして,集 団企業の所有権帰属問題 に関 して理論上の困惑が生
じている。改革が深 まるにつれて,集 団企業は著 しい発展 を遂げ,多 種
多様 な形式が表れている。例えば,有 限責任会社 ・株式会社あるいは企
業集団などである。郷鎮企業 には,株 式協 同制企業 も相当の割合を占め
る。郷鎮企業が健全に発展す ることを助成 ・誘導す るために,1996年10
月29日,中華人民共和国郷鎮企業法が公布 された。本法の2条 が郷鎮企
業の概念について明確 に定めている。「本法 にい う郷鎮企業 とは,農 村
集団経済組織 または農民か らの投資 を主 として,郷 鎮(所 轄村 を含む。)




資 ・設立 した国所有の企業以外に,国 が一部の投資 をして支配権 を握 る
企業 も含 まれる。 さらにある国では,国 の設立 でないに もかかわ らず,
国が完全にそれを支配 し,国 の行政機能 を部分的に執行することがで き
る企 業組織 も含 まれる。ゆえに国有企業の性 質は,通常二つの基準によ
り確定 される。すなわち①国による資本投資。これが最 も基本的な基準
であって,国 有企業はまず国が全部ない し主要な出資 をして設立 された
企業である。②国の統制支配。国が企業に投資 して株式を買い占める割
合 に比例 して,そ の企業は国の統制支配下に置かれる。そこで通常,国
が株式権を支配する企業が国有企業 とされるほか,あ る企業への国の投
資が少なくても,国 から行政的機能が与 えられ,例 えば …定経済分野の
企業活動 に対 して行政管理が行われる企業は,国 有企業 とされるべ きで
ある。
第11回第3次 全国人民代表大会以後,わ が国は国有企業の改革に力 を
入れつつある。全民所有制企業において,大 幅な請負経営制度を推進す
ると共 に,小 企業にリース経営制度が広められている。その後,株 式制
度 も導入され,国有企業での会社制度が行 われるようになった。1993年s
「社会主義 市場経済体制 を作 り上げることに関する決定」 において,中
央政府は,「現代的な企業制度の建設は,社 会の大量生産お よび市場経
済の発展のために必然的に要求 される ものであって,わ が国の国有企業
改革の方向を指す ものでもある」 と明確に指摘 している。同年12月,会
社法 〈公司法 〉公布により,わ が国の企業株式制度の改革が,大 いに促
進 された。そ して,党 の15回大会で再び,現 代的企業制度の建設が,わ
が国の国有企業改革の方向であると表明 された。つまり 「公有制の実現
形式は,多 様化が可能である し,そ うすべ きである」,「国有の大中企業
には規範 に適合する株式制度の改革を行 う」,「国有企業はr戦 略的な改
組を行い,資 本を連帯 して,市 場 を通 じて,地 域 ・業種 ・所有 ・国を超
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して株式 を取得 し,集 めた資金で経営 し,共 同で企業の生産手段 を使用
占有 し,企 業の内部分業 を基礎 に共同労働 を営み,労 働 と出資に応 じた
分配制を融合 した形態である。企業構成員は,一一方では,労 働者 として・
個人の貢献の大小に相応す る労働報酬 を受け,他方では,所有者として,
提供 した株金に相当する株式利息 と利益の給付 を受ける。この ように投
資者 ・経営者 と生産者の利益を…つに融合させ,自 主経営 をし,自 ら損
失 と利益 を共有 し危険を分配 し,企 業の経済収益 を従業員の物質利益 と
密接に結びつける。株式協同制企業は,従 業員代表大会が支配する工場
長(社 長)〈経理 〉責任制 を取 り,従 業員代表大会 と株主総会が企業の
最高権力機関 として営 まれ,そ の両者の性質と役割が一一教 す る。しか し,
株主総会では,企 業従業員の所有者 としての身分が前面 に出るが,従 業
員(代 表)大 会では,企 業従業員の労働者 としての身分が突出する。前
者は,株 券平等お よび一一株 一票の原則 を実行 し,後 者は,従 業員平等の
民主的原則を貫 く。株式協同制企業は,独 立 した法人格 を有す る経済実
体である。
株式協同制企業 〈股扮合作制企業〉は,労 働 の協同を中心に営 まれる
点で,資 本の協 同を中心 とする会社企業とは異 なり,法 律上独立 した人
格 を持 ちなが らも組合企業 〈合伏企業 〉とも異なる。そ して,単 一では
ない出資者 をもつ点で,独 資企業 とも異 なるので,一 種の新 しい企業組
織形式に属するといわざるをえない。
ただ企業 自体の組織形式(構 成員の構成 ・責任形式 ・法人格)だ けを
基準に企業 を会社企業 ・独資企業 ・共同企業お よび株式協同制企業 に分
類すると,こ れには企業の大多数 を占める国有企業 と集団企業が含まれ
ない。そのため,上 述の分類 と同時に,所 有形態 を基準 に分類を行わな
ければ,そ の分類は完全にならない。この ような二重の分類基準による
と,企 業 を六種類 に分 けることがで きる。すなわち会社企業 ・独資企
業 ・組合企業 く合伏企業〉および株式協同制企業 〈股扮合作制企業〉以
外 に,国 有企業 と集団企業が加わる・
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す る規定が明確 に設け られている。同法2条 の規定によると,「本法 に
いわゆる組合企業 とは,本 法によ り中国国内で設立 し,各 組合員が組合
協約 を締結 し,共 同で出資,経 営,収 益 をな し,か つ共同で危険を負担
し,組 合企業の債務 に対 して連帯的に無限責任 を負 う営利組織 をい う」。
組合企業法の規定 によると,組 合企業は次の特徴 を備える。①組合企業
の成 立は,二 人以hの 組合員の書面 による組合協約の締結に基づ くもの
である。② 組合企業は,法 律により設立 した ものである。 この場合,組
合企業は,企 業登記機関に登記の申込 をして批准 されれば}設立できる。
③組合企業は,共 同 して出資 ・経営 ・収益お よび危険負担 をする営利組
織の一一種であ り,組 合企業が 自らの財産を有 し,組 合員の出資お よび組
合企 業の名義の取得収益は組合企業の財産に属 し,組合員の共同管理使
用の下 におかれる。④組合企業は,組 合員が組合企業の債務 に対 して無
限責任 を負担する組織 である。組合企業は,そ の債務について,全財産
をもって弁済に努めなければな らない。弁済 しえない場合には,組 合員
が連帯 して無限弁済責任 を負う。





された重要なものの一つであ り,中 国の特色 を備える新 しい企業組織の
形式である。それは,株 式制 と協 同制に共通する特徴 を有 し,国 有小企
業の改革 ・発展 に有効な形式であって,集 団経済か ら今 日の状況に発展
した新 しい組織形式 にあたる。
株式協 同制企業は,労 働者が,自 覚的に相互の利益を図る精神 に基づ
いて,資 金を集めて株式 を取得することを通 じて株式的機能 を Y入 し,
協同経済の原則により企業の内部的経済関係を取得す る新 しい企業組織
形態である。
いわゆる株式協 同とは,資 金連合 ・労働協同,す なわち従業員が出資
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くわが国に存在する集団組織 ・国営企業 ・集団企業 〈集体企業〉 ・事業
体 く事業単位 〉 ・社会団体の単独出資設立企業いわゆる法人独資企業な
どが真正の独資企業 に属するか否かについては,民 法学会には異なる見
解がある。なぜなら,こ れ らの企業は,自 然人たる個人ではなく,各 種
の社会団体組織が設立構成 した ものであ り,そ の大部分が独立の法人格
を有す るため,本 来の独資企業の基本的概念に内在する意義 とは異 なっ




る。わが国では,組 合企業の発展は長い道の りをたどり,早 くも1950年
に公布 された私企業暫行条例では,組 合は私営企業の組織形式の一一つで
あると定め られていた。1986年に公布 された民法通則30条の規定に も,
「個人組合 とは,二 人以上の国民が協約に より,自 ら資金 ・現物 ・技術
などを提供 し,組 合で経営 して共同で労働 を行 うものをいう」 とある。
同時 に,法 人組合の三形式 について も,民 法通則が規定 を設けている。
すなわち法人連合経営 ・組合連合経営 ・協約連合経営の規定である。 し
か し,ロ ーマ法から今日にいたるまで,組 合は一一・種の契約の伝統的理念
の影響にす ぎない,と されてきた。ある学者は…貫 して,組 合の民事法
律主体 としての地位 を否認 して きた。よって広範な論争が引き起 こされ・
やがて次の ような三つの異 なる見解が形成 された。①民事法の主体は,
二つ しかな く,自然人か法人かである。組合は,自 然人または法人以外
の第三の民事主体ではない。なぜな ら,個 人による組合であれば自然人
主体 にな り,法 人による組合であれば法人主体になるか らである。②組
合は,自 然人とも法人とも違う第三の民事主体である。③組合の法律的
地位については,一 概 に論 じてはならず,単 なる組合は民事主体 にはな
らないが,既 に独立 した組織機構の組合は第三の民事主体 にな りうる。
1997年2月23日に公布 され1997年8月1日から施行 された中華人民共
和国組合企業 〈合伏企業 〉法 には,組 合企業の概念お よび法的地位 に関
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な く,会 社の特殊性 を強調するためである。なぜなら,… 定の犯罪主体
は,会 社 としか構城 しえず,会 社以外 の企業 としては構成 しえない。例
えば,刑 法161条に定める虚偽財務報告罪の犯罪 主体は,会 社でなけれ
ばならないか らである。
(2)独 資企業
それは,「ブラック法律辞典」の解釈 によると,一 人が 単独で保有 ・
支配 し,一般的に法人形式 を取 らない企業である。独資企業は,単 独の
自然人から構成 され,独 立 した法人格 を有 しない企業である(3t。その特
徴 としては,個 人の発展 ・個 人の経営 ・個人の収益 ・個人の危険負担 な
どが挙げ られる。ただ し,独 資企業 と一人会社あるいは純粋 な国有企業
とは異なる。いわゆる一人会社は,独 資会社 ・…株会社 と呼ばれること
もあるが,株 主が…・人 しかおらず,し かも,株 主が有限責任 しか負わな
い会社の ことをい う。わが会社法に定める国有会社は,一 人会社に該当
するもの と思われる。つ まり国が投資 して機構二・部門に権限を与え,こ
れらの機構 ・部門に単独で出資 して設立 した有限会社が,国 有会社であ
る。その出資者は,単 一・だが,国 が権限 を授与 して投資 を行 う機構 また
は部門でなければならないため,自 然人ではない。その財産の性質 も,
全国民所有制の財産であ り,私 有財産ではない。 もちろんsそ の機構 と
部門は,法 人格を備え,その出資範囲に従って有限責任 を負 うのである。
これが独資企業と異 なる点である。国有の独資企業は,既 に存在する全
国民所有制企業が経営機能の転換 を図るにあた り,重 要な組織形態を提
供する ものである。純粋 な国有企業は,国 が単独 に出資 して設立 した企
業であ り,単独投資により構成 された企業の点では独資企業 と大差な く
て も,投 資者が国であるため,中 には法人格 を有するものも有 しない も
の もある。 これが個人で しか設立せず一切法人格 を備えない独資企業 と
異なるのは,当然であ り,これと区別する必要がある。わが国で一般 に,
独資企業 とは,個 人家族経営で雇用者8人 未満の小独資企業(単 独経営
商工体),お よび,一 人で出資経営 して企業財産が個人に属 し,出 資者
が無限責任 を負 う,雇 用者8人 以上の私営企業であるとされている。広
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社に所属す る中国内の支系機構お よび子会社が実行する犯罪 に対 して
は,そ の犯罪が本社 または親会社の指示 もしくは支持によるものであれ
ば,そ の本社 ・親会社 を含めて刑事責任が追及されることになる・
2.企業
企業の概念 については見解の差異があるが,一 般的には,企 業 は,営
利 を目的 とし,人 と物 で構成 され,独 立 して継続的に製品生産 ・労務提
供などの経済活動 を行 う経済組織 である,と解 されている。ある著者は,
「企業を,生 産 ・流通等の経済活動 に携 わり,社 会的要求の充足により
利益を取得 し,自 主的に経営 を行い,独 立的に経済計算 を行い,法 人格
を備える基本的な経済単位である」,と解 している咄。 しか し,こ の定
義が企業の法人格 を強調することは,正 しくない。なぜなら,独 資企業
も組合企業 も法人格 を有 しないからである。企業は,次 の基本的な特徴
を備える。①人 と物の要素(生 産資料 ・生産者 ・経営者)で 構成 した経
済組織である。②営利 目的を=有する。③独立 して継続的に商品生産 と労
務提供などに携わる経済活動である。 この企業の概念 と特徴を根拠 にし
て,企 業は他の単位あるいは組織 と区別される。
企業は,異 なる基準によって,異 なって分類 される。例 えば,法 人格
の有無 によって,法 人企業 と非法人企業に分けられる。所有制度の性質
に よって,国 有企業 〈全民所有制企業〉,集団所有企業 〈集体所有制企
業 〉と私有企業に分けられる。
一般的には,次 のような分類が比較的に科学 的であると認め られてい
る。すなわち,企 業は,自 らの組織形態 によって区別 されると同時に,
所有制度の性質 も参照 される。そ して,企 業自体の組織形態(基 本的な
法律形態)に よれば,会 社企業 ・独資企業 ・組合企業 ・株式協同制企業
に区分することがで きる。
(1)会 社企業 〈公司企業〉
会社は,企 業の一つの基本形態であ り,当然 に企業に含 まれる。刑法
30条が会社 と企業 と並列 したことは,会 社は企業ではないというのでは
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特 にその経営資格 を持つため,支 社は,営 業許可証の取得後,自 己名義
で独立 に経営活動 を行 うことがで きる し,独立 に契約 を結ぶこともでき
る。 さらに}支 社は,自 己名義 をもって,原告 ない し被告 として民事訴
訟に参加することもで きる。ゆえに我々は,支 社が一定条件の下におい
て,単 位犯罪の主体にな りr独立 に刑事責任 を負うことができると認め
る。その一定条件 とは,本 社が,実 際の状況について …切知 らない場合
に,支 社の責任者が,独 立に支社名義で支社の利益のために犯罪 を行 う
決定 をすれば,支 社およびその責任者が犯罪主体 として刑事責任 を負 う
ことにな りうる。 しか し,支 社の実行 した犯罪行為が,本 社で決定 され
受命 され もしくは批准されたのであれば,こ の犯罪は会社全体の犯罪に
なるため,支 社が独立に刑事責任を負 うことにならない。
(3>会社は,そ の国籍によって,本 国会社 ・外 国会社 ・多国籍会社
に分けられる。
わが国の会社国籍に関する認定は,複 合標準説を採 ってお り,会 社の
住所地 と登記登録地を結びつけてf会 社の国籍 を定める。それゆえ,中
国の法律 に依拠 して中国国内に設立 された会社だけが,中 国の会社とし
て認められる。会社法18条に定めるように}「外国商人が投資 した有限
責任会社には本法 を適用する」。そこで,中 国にある三資企業,す なわ
ち中国 と外国 との合資企業 ・協同経営企業お よび外資企業 も,す べて中
国の企業である。いわゆる外国会社 とは,外 国の法律の定めにより,中
国国外で登記 された会社である。わが国はT通 常,中 国国内で設立され
たこれらの外国会社 を外国会社の支系機構 と称する。 また,い わゆる多
国籍会社 とは,親会社と子会社が別々の異なる国に所属する会社である。
そこで,そ れは,国 を跨 ぐ会社 とも呼ばれ,親 会社 と各国設立の子会社
とで構成 される。親会社は中国国内で登記 した法人であって,子 会社は
所在地法により登記 した法人である。
わが刑法30条に定める会社は,本 国会社 を含めて外国会社 と多国籍企
業を包括するものである。それらの会社が実行する単位犯罪に対 しては,
わが国の法律の定めにより,そ の刑事責任 を追及すべ きである。外国会
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を決す る観点か らすれば,特 に以 ドの分類について注意を払 う必要があ
ろう。
(1)ある会社の他の会社に対する支配関係 または従属関係の有無 に
よって,親 会社 と小会社に分けることがで きる。
積極的に他社の株式数の半分以上を取得 し,し かも直接 にその会社の
経営 を掌握する会社であれば,そ れは親会社にな りうる。そ して半分以
上の株式数を他の会社 に所有 される被支配会社は,そ の会社の子会社 に
なる。わが国の会社法 〈公司法>13条2項の規定によると,会 社は子会
社 を設立することがで きる。子会 社は,企 業法人の資格 を有 し,法 の定
めにより独立 して民事責任 を負 う。親会社は,そ の出資額あるいは所有
株式の分割 を限度 として,子 会社 に対する責任 を負うかたわ ら,直 接に
子会社の経営業務 を掌握する。親会社は,集 団企業関係 または関連企業
関係 を構成することがで きるq舶。親会社 と子会社は,と もに企業法人で
あるため,も ちろん独立 した単位犯罪の主体 にな り,独 立に刑事責任 を
負担することもで きる。 しか し以上の ように,親 会社 と子会社の内部に
は,複 雑 な関係が存在するため,親 会社 と子会社の関係 を有する単位犯
罪の事件処理の際には,親 会社の犯罪関与の有無の究明に注意 しなけれ
ばならない。親会社それ とも子会社の犯罪であるか,あ るいは両者が ど
の程度関与 して罪を犯 したのか,共 犯 〈共同犯罪〉の関係にあるかなど
の問題の解明は,正 確な定罪量刑 を行 うにつき重要な意義 を有する。
(2)会社内部の管轄系統 によって,会 社は本社 と支社に分けられる。
本社は,総 公司 とも呼ばれ,そ の組織全部 を管轄する機構にあたる・
支社は本社 に管轄 される支系機構である。会社法13条1項の規定による
と,「会社は支社 を設立することがで きるが,支 社 は企業法人の資格 を
有 しないため,そ の民事責任 は本社で負担することになる」。それゆえ,
支社は,独 立の会社ではな く,会社 としての組織 ・形態 を備えず,自 ら
の株主総会 ・取締役会 ・監査役会 を開催せずt自 らの取締役 〈法定代表
人〉も持たず,も ちろん,独 立 に財産的責任 を担 うこともで きない。 し
か し,支社には,本社 に任命 された支社の責任者としての支社長がいて,
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刑法175条,180条,181条f191条等)。③ 自然人犯罪には罰金が併科 さ
れることもあるが,単 位犯罪の単位構成員には,罰 金併科の規定が見あ
た らない(例 えば,刑 法182条,198条,205条,206条等)。もしその具
体的事情の如何 を問わず,大 であれ小であれ,全 単位 に単位犯罪の主体
資格 を認めるとすれば,…部の自然人犯罪を単位犯罪 として処理すると,
犯人を見逃すだけでな く,公 平 さも失われる。ゆえに単位犯罪 主体の認
定は,厳 しくすべ きであろ う。…般的にいえば,法 人格がな くて も,法
人に準ずる地位を有 し,す なわち法により設 血して独 自の名称 と組織機
構 を具備 し,し か も…定の財産を持 ち,自 己名義で独立に民事活動 を行
い,ある程度の範囲内で民事的権利を享有 し民事的義務 を負担で きるが,
実際 には非法定の民事主体お よび訴訟主体であって も,こ のような主体
は,単 位犯罪 主体 として成 り立つ。
我々は,こ の原則に根拠 して,以 ドでは,具 体的に会社 ・企業 ・事業
体 ・官庁 ・団体の概念および単位の支系機構 または所属部門における刑
事責任 セ体の資格問題について検討する。
1.会社 〈公司〉




構成 要素によって,会 社は,他 の単位あるいは組織 と区別 される。例 え
ば,事 業体 〈事業単位 〉は,営 利 目的ではないので,会社 とはいえない。
組合 〈合伏 〉は,共 同で出資 して経営 を行 う組織 であっても,法 人格 を
有 しないため,会 社にもならない。
会社は,異 なる基準 によって,多 様 に分類 されうる。例 えば,株 主の
責任形態 により,わ が国は会社を有限会社 と株式会社 に分ける。前者は
株主の出資額を限度 として会社に対する責任を負 うが,後 者は株主が所
有す る株式の数を限度 として会社に対する責任 を負 う。そ して刑事責任
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第2節 単位(法 人)犯 罪の主体
単位犯罪の主体には,自 然人犯罪の主体 にはない複雑 さがある。その
専門的な研究 を重ねる必要がある。
刑法30条の規定によると,単 位犯罪の主体 にな りうるもの としては,
会社 〈公司 〉 ・企業 ・事業体 〈事業単位 〉 ・官庁 〈機関〉 ・団体 などが
挙げられる。この ような単位の全部が,法 人格 を備えるわけではない。
しかもわが国の文理解釈 によると,いわゆる単位には単位(官 庁 ・団体〉
自体だけではな く,支所あるいは所属部門も含 まれる。そこで単位犯罪
を研究す る際 に,三 つの問題 を解決 しなければならない。第 一に,会
社 ・企業 ・事業体 ・官庁 ・団体の概念 を明確に定義づけなければならな
い。 これが各種の単位犯罪主体 を区別する根拠 となる。第二にs各 種の
単位内部の組織構造および分類 を明確に しなければならない。 これが単
位犯罪の主体適格 を区分する基礎 となる。第三に,こ の ような単位 ・そ
の系統機構 あるいは所属部門が どのような場合に単位犯罪の主体資格を
備えるかを明確 にしなければな らない。これが 単位犯罪 を研究する最終
目標である。この 三つの問題 を正確 に解決することは,正 しく単位犯罪
を処理するための重要かつ必要な前提条件である。このため,こ のよう
な単位の具体的状況 を研究 ・分析 しなければならないだけでな く,最 も
重要なことは,そ の明確な指導理念 を持つことである。
我 々は,単 位犯罪の実質 として,法 人犯罪 とは人格化 した社会的統一
体の犯罪である,と 認識 している。 しか し,刑法における二種の犯罪す
なわち単位犯罪 と自然人犯罪への刑事政策的対応は,違 っている・要す
るに,単 位犯罪の構成員に対する懲罰は,単 なる個 人(自 然人)犯 罪 に
対する懲罰 より緩和 されている。刑法各則の規定によれば,こ の 「緩和」
は,主 に次のように示 されている。① 自然人犯罪の法定最高刑 は死刑 ・
無期懲役であるのに対 して,単 位犯罪での単位構成員の法定最高刑は10
年以上の有期懲役(例 えば,刑 法153条)または無期懲役(例 えば,刑
法192条,194条,195条等)で ある。②一一定の犯罪 における自然人犯罪
の法定刑は,単位犯罪の構二成員への法定刑 より一一・段階高 くなる(例 えば,
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の他 の直接 責任 者だけ を処罰 し,単 位 には責任 を追 及 しない。例 と して,
刑 法137条,161条,162条,244条,396条な どが,そ れ に該 当す る。 わ
が刑 法 には,単 位(法 人)だ け を処罰 してその構成 員(主 要管理者 ,そ
の他 の責任 者)を 処罰 しない単罰制 は,存 在 しない。
両罰 制の採 用 に よって,犯 罪主体 と刑罰 主体 とは全 く一致 す る ように
なる。刑法 は,単 位 とその 主要管理 者その他 の責任 者 とい う二 つの犯罪
主体 に対 して,別 々の刑罰 を定 めてい る。
単罰 制で は,刑 法 は,犯 罪主体 と しての単 位の直接責任 者 につ いて刑
罰 を定 める。その犯罪 主体 が刑 罰主体 に該 当 し,両 者 は 一致 す る。 とこ
ろが,も う一つの犯罪主体 た る単位(法 人)自 身 につい ては,立 法 者が
政 策 に基づ いて処罰 を加 える必 要が ない と認定 したので,刑 罰規定 を設
けてい ない。 そ こで単 位(法 人)は 刑 罰主体 にな りえない。その単位 は
罪 を犯 して も処罰 だけ しない とい うのでは ない。 なぜ な らば,我 々の理
論 に よれ ば,法 人犯 罪 で は… つ の 犯罪 に二 つ の犯 罪 主体 が あ るの で ,
(政策上 の理 由で)そ れ に単罰 制 を適 用 して一つ の犯罪 主体 のみ を罰 す
る ことで,法 人犯 罪 も処罰 される ことになる。違 うのは,た だ二つ の犯
罪 主体が 同時 に処 罰 され ないだけである。
懲罰 を受 け ない単位(法 人)は,刑 罰主体 で さえないので,犯 罪主体
と して成 立 しうるであ ろ うか。 この問題 には,二 つの解釈が ある。第一一
に,単 位(法 人)は,法 理上 は刑罰 主体 の規定 が設 け られてい ない ため,
犯罪 主体 と刑 罰主体 とを相互 に統 一す る原則 に よる と,事・実上の犯罪主
体 であ って も,法 律上 の犯罪 主体 に はな らない。 よって刑事訴訟 法 は,
単位(法 人)を 被告 人に しえない。第二 に,単 位(法 人)は 事 実上 も法
律 上 も犯罪 主体 であるが,た だその処罰規定 を設け ていない にす ぎない。
そ こで,刑 事訴訟 におい て,相 変 わ らず単位 を被告 人 にな しうるが,単
位(法 人)の 刑事 責任 は追及 しえず,そ の直接 責任 者のみの刑事責任 を
追 及する。 この ような二 つの解釈 には,利 害が 同時 に存 在す る。 …体 ど
ちらが よ り適 当 と考 え られ るか は,さ らに検討 が必 要 であ る。今の とこ
ろ,我 々は第一 の解釈 に傾 いてい る といわ ざる をえない。
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の著者は,「犯罪主体 とは,法 定年齢 に達 し,責 任能力 を有する人であ
る」 としている。 しか し,そ の中か ら 「犯罪主体 とは,犯 罪行為 をする
人」 とい う肝心な意味 を除外するのは,正 確ではない。なぜなら,こ の
要素が存在す るからこそ,普 通の自然 人または法人が 単純 な客観的存=在
か ら犯罪主体に変身で きたのである。
単位(法 人)犯 罪では,単 位(法 人)だ けが犯罪の実行者になるので
はなく,単 位の主要管理職その他の責任者お よび構成員も犯罪の実行者
にな りうる。彼 らが法人犯罪の実行 に参加 しなければ,も ちろん犯罪主
体にならない。
第三に,犯 罪主体は,法 により自らの犯罪行為に刑事責任 を負 う人で
ある。つまり犯罪主体が刑事責任 を負 う主体(刑 罰主体あるいは受刑主
体 とも呼ばれる。)として存在 し,双 方 は統一的な関係 に立つ。 これは
犯罪刑罰の相互統一原則 を犯罪主体概念で表現 した ものである。わが国
では,い かなる者が罪 を犯 した ときにも,刑 事処罰を受けなければなら
ず,い かなる者 も刑法を凌駕する特権を有することは許 されない。逆に,
犯罪を しない者は,誰 も刑事罰 を受けるべ きではな く,い かなる形の連
座 も許 されない し,い かなる責任の代替 も認められない。自然人犯罪 ま
たは法人犯罪のいずれで も,犯 罪主体が刑事責任主体 と統一的に存在す
る。これは罪責 自負原則か ら必然的に要求 される。
犯罪主体 と刑罰主体の統一性 に関 しては,自 然人犯罪では,そ れは極
めて単純であるが,法 人犯罪では,割 合に複雑になるので,分 析が必要
である。
法人犯罪では,法 人だけが犯罪行為の実行者 になるのではな く,法 人
の管理役職者その他の法人構成員も犯罪の実行者にな りうる。 もし彼 ら
が法人犯罪の実行 に参加 しなければ,犯 罪主体 にはな りえない。
刑法31条の規定によると,単 位(法 人)犯 罪では主に両罰制が行われ
る。すなわち単位に処罰 を加 えると同時 に,そ の直接 に責任がある主要
管理役職者その他の直接責任者 も処罰する。このほか,ご く一一部の単位
(法人)犯 罪では単罰制 も適用 される。すなわち,単 位の主要管理者そ
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犯罪主体 とは,自 ら行 った犯罪について,法 により刑事責任 を負 う者
をいう。
第一に,こ の概念 によれば,犯 罪主体 は,人 でなければならず,動物
または自然 力は犯罪主体 になりえない。人が動物 または自然力を利用 し
て犯罪行為を行っても,犯 罪主体は,依然 として人なのである。動物 な
どは,た だ人が利用 して犯罪を行 う道具 ・手段にす ぎない。
犯罪主体 となる人には,自 然人 と単位(法 人)が 含 まれる。
第二に,犯 罪主体 は4犯 罪行為 をする人でなければな らない。行為な
き犯罪 は存在 しない。 これは,わ が国の刑法の確固たる原則 である。そ
して犯罪行為 をする人がいなければ,も ちろん犯罪主体 も成 り立 ちえな
い。我 々は,た だ刑事人類学が主張するいわゆる生来的犯罪人論だけで
はな く,刑事社会学派が犯罪行為から離れて単なる性格の人身危険性で
罪 を定めることに も,反 対す る立場 をとる。犯罪構成 〈犯罪構成要件 〉
の構造 から見れば,我 々が幾度 も指摘 しているように,主 体 と客体を結
びつけて犯罪構成 の有機的統一体 を構成するものは,犯 罪行為 しかない
のである。主体に客体への犯罪行為がなければiこ の統 …体は,内 部 に
何の関連 も発生 しない単 なる客観的存在物 にす ぎない。 なぜ ならば,そ
の人は,た だの人であって,犯 罪主体にならないか らである。ある刑法
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と され,「 行 為概 念 」,「行 為態 様 」(作 為 ・不 作 為),「行 為 の 客体 」
(人・物 ・情報),「行 為の結 果」,「因果関係 」 につ いて論 じている。
まず,「行為論」 では,「行為概 念」 の多様 性 につ き詳細 な分析 が な さ
れてい る。 と りわ け,「行 為」 は,「客体 侵 害行為」 と して,r… 個の過
程 であ り,予 備行 為の開始か ら犯罪 の終 了 に至 る」 もの とされる。 そ こ
で は,「予備行為」 は 「構成 要件的行為(実 行行 為)」ではない とす る旧
ソ連 の ドラ イニ ンの見解 が批 判 され てい る。す なわち,「予 備行 為」 も
「構 成要件 的行為」(の 一部)で ある と主張 され てい る。 「なぜ な ら,わ
が刑法 も,原 則 として予 備行 為 をすべ て犯罪 と認め,す べ て刑事 責任 を
追 及すべ き もの とす るか らで ある」 とされ てい るのが,注 目に値す る。
もっ とも,こ の見解 は,中 国刑 法学 にお いて通 説で は ない ようで あ る。
他 方,行 為 を 「反倫理 道義的で重要 な生活利 益 に甚 しい侵害 または危害
を与 える不法行 為」 とす る小野清 一郎の 見解が,こ の点 において正 しい
と して支持 されている。
次 に,「情 報 を行 為対 象 とす る こ とは,現 代 の科学 的発展 の要求 に 一
層適 合す る ものであ る」 とす る。 また,因 果関係 は,主 体 の行 為 と危害
結果 との相互連 結作 用 の特 定方式 」で あ り,し たが って,「そ れは,犯
罪構 成 の要素 では な く,犯 罪構 成の構造 で あ る」 とされ,「唯物 弁証法
の因果観」特 に毛沢東 の 「内外原 因の理論」 ・矛 盾論 に依存 して 「内因
と外 因」,「原 因 〈根 拠 〉と条件」 との区別,そ の 「相対性」 が強調 され
る。 こ う して,独 自の思弁 的 な因果 関係論 が,展 開 され る ことになる。
よ り詳細 な内容 は,以 下の本文 をお読み いただ きたい。
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ブルジ ョア階級刑法が批判 され,「極めて特殊 な事情下にあ ったため,
行為者が当時の具体的な社会の環境 と条件の切迫によって犯罪 を行った
ことが確実であるならば,我 々は,そ の刑事責任の判定時には,当 然そ
うするに至った影響を充分 に斜酌 して,一 定の条件 ドではその刑事責任
を軽減 または免除することがで き,場 合により犯罪 を構成 しないとな し
うる」 と結論づけている。
「故意」 については,「14歳未満の児童であることを予め知ってお く
べ きであるとす るならば,犯 罪主観面 の故意は成立 しえないであろう。
それは,実 際に適合 しないだけでなく,犯 罪を放任することにもな りか
ねない」 として,理 論 よりも現実的要請を重視する。
「過失」については,「認識ある過失」 と 「認識 なき過失」の区別が
され,日 本の交通事情の変化 と判例 とを援二用 しつつr「危険の分配」が
社会の価値観 に依存することが強調 され,ま た 「全て他人を信頼 しない
で自らが検査関与 しなければならない としたら,あ らゆることが相反す
る作用 を引 き起こすであろう。これが信頼の原則確 立の基礎 なのである」
と論 じている。
何 よ りの興味深いのは,「単位(法 人)犯 罪の故意 と過失」(第4節)
である。「単位故意犯」 とは,単 位の管理職員等の構成 員が,「単位意思
に支配 されて,単 位の名義 と利益 をもって実行する」 こととされ,「単
位過失」 とは,「単位の業務活動 において,そ の管理職員…の構成員が
単位の責任に関する法規 に違反 して,または単位の義務 を履行 しないで,
過失により社会危害の結果 を惹起する」こととされている。
また,「行為客体の錯誤」では,① 「同類的対象の錯誤」 と② 「非同
類的対象の錯誤」,③ 「対象 自体 の性質的錯誤」 との区別がなされ,①
では故意の性質に影響せず,② では故意が欠け,③ では性質に応 じて未
遂犯 とした り故意が欠けたりすると論 じる。これ と別に 「犯罪客体 〈法
益 〉の錯誤」が論 じられている。
7第12章 「犯罪の客観面」 では,r犯罪構成系統論」の観点か ら,
「犯罪活動の客観面」が 「犯罪の主体 と客体 とを連結す る物質的媒 介」
(1056) 何 兼松編 著∴ 刑法教科 書(総 論編9章 一12章) 5
備 える全体 意思 と統 …的行動能 力は,単 位 自身 の意思能 力お よび行為能
力 にあ たる。 それは,犯 罪意識 の もとでは,単 位 の刑事 責任 能 力(犯 罪
能力お よび刑罰能力)に なる」,また,「法 人犯罪 は,実 際 には,二 つの
犯罪 主体 を有す る。す なわ ち,単 位 犯罪主体 とその構成 員 と しての 自然
人犯罪 主体 であ る。 この 二つ の犯罪 主体 はお 互い に依存 し不 可分 に存在
す る」 とされてい る。 この よ うな論述 は,わ が国の法 人処罰論 との比 較
にお いて も,極 めて 興味 深 い理論 構成 であ ろ う。 さ らに,「犯罪 の一般
主体 と特殊 主体」(第4節)で は,「身分犯」 につ いて論 じている。
5第10章r犯 罪 の客 体」 で は,「犯罪 客 体 とは,社 会主義 の利 益」
であ る,と して 「犯罪 客体 」 の 名の下 に 「社 会的 な思惟 形式 」 と して
「法益論」が展 開 されてい る。特 に注 目すべ きは,「犯罪客体の類型 」論
で あ って,「直接 客体 ・同類客 体 ・一・般 客体」 の分類のTで ,各 類 型 の
相互関係が論 じられ,そ れが最後 に 「共通 法益」 と しての 「社会 主義社
会の利益」 に包摂 される こ とで ある。 それゆ え,そ の法益侵害 か ら 「社
会危害性」〈実 質的違 法性 〉が根拠づ け られ るこ とになる。 さらに,「犯
罪 の客体 」(法益)と 「行為 の客体」 との 区別 ・関係 につ い て も,展 開
されてい る(第3節)。
6第11章 「犯罪の 主観面」 では,犯 罪が 「一つの過程」 である こと
が強調 され,こ れ を 「行為時 に有 す る心 理態度」 であ る とす る伝統的刑
法 理論 ではT「 犯罪 意思 の形成過 程が軽視 されて いる」,「犯罪着 手以前
の 主体 の態 度 を全 く問題 に してい ないので,不 完 全であ る」 と批判 して
い る。 そこには,「目的的行為論」 の影響 をみる こと もで きよう。
「過 失犯」 で も,そ の 「過程 」 が重 視 され ,「規則 や制 度へ の違 反,
あ るいは他の労働者 に対 す る規則違反 の作 業強要 とい う点 で,故 意的毛、
理態度 の現 れで もある」 とされ る。
「犯罪の 主観面 は,犯 罪の 主体 を犯罪の客体 と結 びつけ る精神的媒 介
であ り,犯 罪構 成 の全体 構造 に不可 欠 な最高次 の 要件で あ る」 と され ,
主体 ・客体 ・主観 ・客 観 を峻 別せず,これ を統 合す る点が注 目に値す る。
また,レ ーニ ンとエ ンゲ ルスの 見解 を引用 しつつ 「決定論」の 立場 か ら,
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3本 稿 で は,「犯罪 の 主体 ・客体 と主観面 ・客観 面」 の 表題 が示す
よ うに,何 乗 松教授 の 「犯罪構成 の構造 」の基礎 となる四つの犯罪要素
につ いて,論 じられてい る。 著者 は,犯 罪構成 要件論 において,独 自の
「犯罪構成系統論」 を提 唱 し,「犯罪構成 要件」 と区別 して,こ れ に代 え
て1犯 罪構 成」 とい う用語 ・概 念 を用 いてい る。そ れは,マ ル クス主義
的 弁証法唯物 論の決定論 の基本思想 に由来す る もの であ り,現 実生活 の
所 与の環境 制約 下において 「犯罪構成 の有 機的統 一一体 」 を…つの構造 的
系統(シ ステム)と 理解 し,そ こでは 「行 為」(狭 義)を 中心点 と して,
「犯罪 主体」 ・ 「犯 罪客体」 ・ 「犯罪 主観 面」 ・ 「犯罪客観 面」 が相互
に関連 しつつ作用す る もの とされ てい る(第8章 第4節,神 奈川法学32
巻2x;-229頁の図表参照)。その基本概 念は,極 め て思 弁的色彩の濃 い も
のであ るが,行 為の 主体 ・客体 ・主 観 ・客 観 を全 て統 合 して,「行 為 主
義」 と 「行 為者 主義 」,「客観 主義」 と 「主観 主義」 との対 立を止揚 しよ
うとす る ものであ る。 それ は,例 えば,死 刑制度 を残存 させつつ,そ の
執行 猶予 制度 を認 め る中国刑法 を理論 化 した ものであ り,一一方で は軽微
で偶 発的 な行為の処罰 を排 除 ・軽 減 しつつ も,他 方 では,重 大で 反覆 さ
れる ような行為の 犯罪 者 を積極的 に懲 罰す るこ とを可能 にす る ものであ
って,刑 法の 柔軟 な機 能性 を確保 しうる。それ は,刑 法 の 「人権保 障機
能1を 「法益保護 機能」 に優先 させ る もので はな く,両 者の等価 的一致
を目指 す ものであ ろ う。
4第9章 の 「犯罪 の 主体 」 で は,「 行 為 な き犯 罪 は存 在 しな い」,
1主こ体 と客 体 とを結 びつ け て犯罪構成 とい う有機 的統 一体 を構 成す る も
のは,犯 罪行 為 しか ないのであ る」か ら出発 して,「犯 罪 主三体 と刑罰 主
体 との統 …・性 に関 しては,自 然 人犯罪 ではrそ れは極め て単純 であるが,
法 人犯 罪 で は,割 合 に複雑 に な る」 と して,両 罰 制 ・単罰 制,「 単位
(法人)犯 罪」 の 室体 につ いて,市 場 経 済への 移行 期 にお け る多様 な企
業形態 をあげ なが ら,詳 細 な検討 が な され る。 「自然 人の犯 罪 主体」 で
は,「刑事 責任 年齢 」 と 「刑事 責任 能 力」 が論 じられてい る こ とが,特
に注 目に値す る。 また,「単位(法 人)主 体の 内部構造 」で は,「単位が
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第4節 単位(法 人)犯 罪の故意 と過失
第5節 犯罪の目的 と動機
第6節 行為者の認識錯誤






第6節 行為 と結果 との因果関係(以 上,本 号)
各章の翻訳 は,神 奈川大学法学研究科 に在籍する中国からの留学生等




であろう。 また,同 じく本学 大学院生の藤井学氏 には,各 章にわた り,
原文 との照合 ・初訳の全面的補訂 を重ねてお願い した。さらに,今 回も,
法学部資料室高島哲朗氏には,各原稿の整理 ・パ ソコン入力保存 につ き,
多大のご支援 を受けた。最後に,こ れを再度検討 して総合的に補正 した
のが,長 井である。 したがって,な お誤訳 ・不適切な点が残 った とすれ
ば,そ れは私の責任である。今後の補正のためにも,不備な点について,
ご教示いただければ幸いである。
なお,本 文中の()は 原著者 によるものであるが,〈 〉は訳者が
付 した ものであ り,専 門用語が中国語 と日本語で大 きく異 なる場合に,
その 日本語訳には原語 を,そ の逆に原語 には日本語訳 を注記 した。すな
わち,本 書の翻訳 においては,理 解可能な限 り中国語の表記 を尊重 した
が,そ の漢字の意味が 日本語 ・日本法 とは異な り,誤解 を招 くおそれが
あるような場合には,原 語表記 と異なる漢字 を用いることに した。
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である。
2本 稿はr中 国政法大学の何乗松教授が一kたる著者として編集 され
た 『刑法教科書』(1997年刑法改訂版 ・中国法政出版社)の 総論編第9
章か ら第12章までを訳出 したものである。その第1章 ・第2章 は 「中国
の刑法学 と新刑法概論1,そ の第3章 か ら第8章 までは 「中国刑法の指


















































中国刑法 における犯罪の主体 ・客体 と主観面 ・客観面




1中 国の法 は,占 来,「律令」 と称 され,当 時の世界の最先端 を歩
むものであった。これをわが国 も古代 よ り継受 したのである。中国法で
は,何 よりも 「律」すなわち 「刑法」が第一の法であった。刑法は,国
法の実効性 と人権の実質を担保す る法治の最終手段 として重視 され確認
されるに至った。現代 中国における改革開放の推進の下で,そ の刑法 と
刑法学 も急速に発展 し躍進を遂げている。その大いなる成果が,1997年
制定の新刑法であった。 このような過渡期 にあって,中 国の刑法学 も,
マルクス ・レーニン主義 とロシア刑法学の影響 を残 しながらも,中 国独
自の歴 史と文化のFで,さ らなる発展 を示 している。その躍進の力強さ
は,わ が国の明治期における西欧法継受後の学説の発展 を思わせ るもの
がある。そこから改めて学ぶべ きものは多大であろう。
戦後の改正刑法草案の(1974年)の頓挫以来,わ が国の刑法解釈学は
理論的精密化を重ねているが,政 治 ・経済の制度疲労 ともいわれる事態
を反映 してか,刑 法の大枠は,な お明治40年刑法典の現代用語化(1995
年)に 留 まっている。 しか し,最近の刑事特別立法あるいは司法制度改
革の動 きは,わ が国の刑事法変革のきざしを示す ものであろう。この変
動期 において,わ が国の刑法学が再び中国の刑法学の動向に注目 し,こ
れ と協調 しつつ,共 同の理論的発展 を目指すべ き必要は極めて高い もの
がある。本稿は,か かる関心か ら中国の刑法体系書の翻訳 を試みたもの
